
ｐ
Ｂ
０
ｂ
Ｐ
Ｐ
Ｉ
５
口
Ｂ
ｑ
Ｏ
Ⅱ

一 画 一

曼憲毒
…一

苧一

賭
驫

研究叢書 1 錘

一一一-一一-一・一一 一

生産と分酉己に対する

貿易効果の分析

片 野 彦 二 著

、

§

･輔 ウ
，

篭

ｒ
船
鐸

､軒

§

神 戸 大 学

経 済 経 営 研』蚤営 研 究 所

19 61

率

罵

鳶

唾習嘩靴蝿鏑



生産と分配
に対する 貿易効果の分折

片 野 彦 二 箸

神戸大学経済経営研究所

1961



ま え が き

このmonographにおける主要なthesisはRicardoの‘‘比較生産費原理，，

の modern representationである。

Ricardoにおいては，まだ，所謂‘‘価格の価値よりの乖離''の問題について

の，明確な解答は行なわれていなかった。後世，彼の比較生産費原理と呼ばれ

るに到った理論も当然のことに，上記の問題に対して，充分な規定が行なわれ

ていない状態において展開されたものである。この monographにおいては，

上記の問題についてのMarxによる解決のmodern rePresentationを与えた

置塩助教授の考え方を手掛りとしてRicardoの比較生産費原理の再構成を企

だてる。このmonographにおける主要なthesisを, Ricardoの比較生産費原

理のmodern representationであると述べたのは，この意味においてである。

このような問題の所在については，第1章において詳しく述べる。

Ricardoの比較生産費原理を，このような観点から展開する場合に導びかれ

る命題は次の通りである。

資本家的経済においては,(正の利潤が存在することにより),価値よりの価格

の乖離が，一般的な現象であることを確認した上で展開される議論においては，

当然のことであるが，たとえ貿易が，各国の資本家達に利益を与えているとし

ても，実質的な面から考えた場合には，何れか一方の国に対しては，実質的に

は不利な立場に立たせる場合が生ずることがある。このことは，何れの国にと

っても，与えられた交易条件の下で価値以上に販売できる商品のみを輸出し，

そうでない商品を輸入する限り，生じることはない。ところが，何れかの国に

おいて，与えられた交易条件の下で，価値以下にしか販売できない商品を輸出

し，そうでない商品を輸入せざるをえないことになる状態においては，その国

の資本家は，貿易よりの（貨幣で測った）利益をうけ，満足せしめられていて

も，その国の全体としては，実質的には，不利な立場におかれることになる。



このような命題を導きだすために，このmonographにおいては，次のよう

な構成をとることにする。

まず, Ricardoが比較生産費原理の説明にあたって用いた設例において示し

た，労働時間で測った生産費の内容を明確にすることから始める。このことと

併行して, Ricardoによる設例が，消費財だけから構成されていたのに対し，

消費財だけでなく，生産財を含めての modelを構成する。これは，貿易品の

内に生産財を含めることにより，貿易開始後における，交易条件の変化による

生産費の変化を考慮に入れる為である。これらをすべて考慮に入れた上で，貿

易が存在する状態における，各国での，各生産物の生産にあたっての直接間接

投下労働量が，どのようにして決定されるか。この問題を，第2章，第3章お

よび第4章においてとり上げる。

次に，資本家的経済を，どのように把えるか，そして，そこで構成される

rnodelが，経済的に有意味にoperateされるためには，どのような条件が必要

であるのかについて，第5章および第6章において考える。これは，主として，

経済的に有意味な最終需要の大きさに対する，生産水準の正値条件または非負

値条件として展開される。

また，これと同じ場所において，資本家的経済において，価格が価値よりど

のようにして乖離するかについて考える。

これらの準備を終えた後において，第7章において，私たちは上に示した

‘‘交易条件と貿易利益”についての問題を解明することになる。

第8章は，このmonographの全体を通してみれば，補論的な性格のもので

ある。ここでは，資本家的経済が貿易を含んで営なまれる場合，その経済に対

する貿易の役割は，どのようなものであるかを検討するための，一個の試験的

なapproachの方法を示している。 、

最後に，補論においては，純粋に資本家の立場からだけの考察にすぎないの

ではあるが，2国・3商品modelにおいては，どのような貿易のpatternが



成立するかについて考え台。

以上が，このmonographにおいて扱った主要なthesisと，それを解明す

るための議論の展開の構成である。そこで最後に，私が，問題をこのように把

え，このように展開するにあたって，強い影響と助言を与えて頂いた置塩信雄

助教授に深く感謝の意を表わさなければならない。それと共に，国際経済理論

の研究にあたって，常に御指導頂いた藤井茂教授と入江猪太郎教授にも，深く

感謝しなければならない。

1961年3月

片 野 彦 二
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1．問 題 の 所 在

1. RiCardoの比較生産費原理

2．問 題 の 所 在

私たちは，何よりもまづ第一に，このmonographにおいて，どのような問

題を扱かうつもりなのかを，はっきりさせておかなければならない。そのため

に，私たちはまづRicardoの‘‘比較生産費原理'，と呼ばれるものを検討する

ことから始める。

1. RiCardoの比較生産費原理

私たちが，このmonographにおいて，どのような経済の問題を扱かおうと

しているかを述べるためには, Ricardoの‘‘比較生産費原理'，と呼びならわ

されてきたものに触れることが，最もよい方法だと思われる。このことは，私

たちがこれからしようとしていることの意義を，はっきりさせてくれるからで

ある。それに, Ricardoの比較生産費原理が，近代貿易理論にしろ, Marx経

済学的貿易理論にしろ，その出発点を与えていることについては，すくなくと

も，誰も否定しないところだからである。このことも,私たちがここでRiCardo

の理論をとり上げて，私たちの出発点とした理由である。

Ricardoは彼の' , P""c"Jesqf動""cαノ瓦o"o"jノα“ 乃力α"O" ''の中の

‘‘外国貿易'，を論じた第7章において，

The same rule which regulates the relative value of commodities

in one country, does not regulate the relative value of the commodities
（1）

exchanged between two or more countries.

( 1 ) David Ricardo ;乃'j"c抄ﾉesqf動""cαノ五℃ひれo畑γα"〃”"α"o", p、113 (by

Gonner 's edition) .



2

であることを明らかにするために，次の有名な例を持ち出している。

The quantity of wine which she shall give in exchange for the cloth

of England, is not determined by the respective quantities of labour

devoted to the production of each, as it would be, if both commodities

were manufactured in England, or both in Portugal.

England may be so circumstanced, that to produce the cloth may

require the labour of lOO men for o ne year ; and if she attempted to

make the wine, it might require the labour of l 20 men for the same

time. England would therefore 6nd it her interest to import wine,

and to purchase it by the exportation of cloth.

To produce the wine in Portugal, might require only the labour of

80 1nen for one year, and to produce the cloth in the sarne country,

might require the labour of 90 men for the same time. It would

therefore be advantageous for her to export wine in exchange for

cloth. This exchange might even take place, notwithstanding that the

commodity imported by Portugal could be produced there with less

labour than in England. Though she could make the cloth with the

labour of 90 men, she would import it from a country where it required

the labour of lOO men to produce it, because it would be advantageous

to her rather to employ her capital in the production of wine, for

which she would obtain more cloth from England, than she could

produce by diverting a portion of her capital from the cultivation of

vines to the manufacture of cloth.

Thus England would give the produce of the labour of lOO men, for

the produce of the labour of 80. Such an exchange could not take

place between the individuals of the same country. The labour of l OO
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Englishmen cannot be given for that of 80 Englishmen, but the

Produce of the labour of lOO Englishmen may be given for the produce

of the labour of 80 Portuguese, 60 Russians, or l20 East lndians. The

diHerence in this respect, between a single country and many, is easily

accounted for, by considering the di髄culty with which capital moves

from one country to another, to seek a more profitable employment,

and the activity with which it invariably passes from one province
（1）

to another in the same country.

この例において, Ricardoが述べたかったことは，要するに次の点であったと

考えてよいだろう。上の例を，扱かいやすく，しかも通常利用されているよう

に修正して一個の表にまとめると，

イギリス ポルトガル

ラシャー単位の生産に要する労働量 100人 90人

ブドウ酒一単位の生産に要する労働量 120人 80人
（2）

となる。

ここで明らかなことは, Ricardoは，生産物の交換比率は，均衡においては

各生産物に投下された労働量に比例するものと考えるために，イギリスの国内

においては，ラシヤ1単位はブドウ酒5/6単位と交換され，ポルトガルの国内

においては，ラシヤ1単位はブドウ酒9/8単位と交換できるということである。

そこで，イギリスで生産されるラシヤー単位を，ポルトガルにおいてブドウ酒

と交換するものと考えると，輸送費その他を考慮の外におくものとすれば，1

単位のラシヤは，最低5/6単位と最高9/8単位の間の何らかの量のブドウ酒と

交換できる。だからイギリスでは，自国内でのブドウ酒の生産をやめて，ラシ

ヤの生産に特化し，ブドウ酒はポルトガルで生産したものを購入した方が，国

( 1 ) Ibid., pp. 115-116.

（2） 例えば，藤井茂「国際貿易論」33頁。

Jacob Viner ; S""es " #"e T〃βo"y Q/乃8#”"α"o”α／刀'"cJe, P. 445
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内で両方の生産物を生産している場合よりも有利である。このような有利性は，

イギリスにとっては，ラシヤの生産に特化した場合にのみ生ずるものであって，

ブドウ酒の生産に特化したのでは逆効果となる。またポルトガルにとっては，

ブドウ酒の生産に特化し，ラシヤはイギリスから購入するようにした場合にだ

け有利となる。このような状態を生み出したものは何か。それはいうまでもな

く，各国における投下労働量比率従ってまた交換比率が異っていたからである。

要するに, Ricardoがこの例によって示そうとしたのは，各国における各生

産物の生産にあたって投下された労働量が異なり，その結果，各生産物の交換

比率が各国において異なるならば，国際的には，それぞれの国内においてみら

れる交換比率とは異なる交換比率が成立し，同時に，各国にとって，それを利

用することが有利であるような特定の貿易のパターンが決定される，というこ

とであった，と考えてよいだろう。

以上が, Ricardoの比較生産費原理といわれるものの内容である。ところで

私たちは，以下における私たちの分析の展開の目的を明らかにするためにも，

Ricardoが，どのような手段を用いて，どのような問題を解こうとしたかを，

確かめておくことが必要であるように思われる。

上に示したように, Ricardoは，投下労働量によって各生産物の生産にあた

っての生産費をあらわし，その比較差の存在することによって，各国は国内的

な交換によるよりも，国際的な交換をした方が，いづれの国にとっても，有利

な場合が発生しうることを立証した。しかしここで，私たちが注意しておかな

ければならないことは，第一に, Ricardo自身は，投下労働量比率と，均衡に

おける生産物の交換比率（自然価格）を同じものだと考えていたこと，そして

第二に, Ricardoの比較生産費の例においては，貿易品としてとり上げられた

生産物は，何れも消費財だけであって，生産財については，何も考えられてい
（1）

なかったこと，である。

( 1 ) Ricardoの例において消費財しか含まれていないというのは，単に扱われる生産
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2．問 題 の 所 在

Ricardoは，経済学のなかから，外面的な把握の仕方（経済の諸現象を，そ

れが現われ，かつ現象しているとおりに，欽述し，分類し，物語り，かつ図式

化をする仕方）をすべて除去し，内面的な把握の仕方（経済の内的関連，いわ

ばその生理をつきとめようとする仕方）で一貫した理論を造り上げようと努力

した。そこで彼はまず，経済学の基礎である労働時間による生産物の価値の規

定を明確にしようとした。第一に彼は，生産物の価値の大きさを定めるものは，

その生産物の生産にあたって投下された労働量（投下労働量）であることを明

らかにした。第二に彼は，この投下労働量は，生産にあたって，直接に投下さ

れた労働量だけでなく，この生産に要した生産財の生産に投下されており，こ

の生産にあたっては，間接に投下されたことになる労働量も含むことを明らか

にした。しかしながら彼は，均衡状態における生産物の交換比率＝均衡価格

(彼は‘‘自然価格'，と呼ぶ）が，投下労働量の比率と異なることに気付きなが

らも，ついにそれがどのような原因によるものであるかを明らかにすることな

くして，生涯を終えた。

この最後の点について, Ricardoは，平均利潤率を論じた部分においては，

どの生産物も，均衡状態においては，投下労働量の比率とは異なる自然価格で

交換されることを認めながらも，彼の体系の主要な部分においては，これら両

者は全く同じものであると考えていた。平均利潤率を扱うにあたって生じたこ

の困難は，単にRicardoを悩ましただけでなく，古典派経済学の‘‘つまづき

の石'，となり，その後の，いわゆる‘‘近代経済学'，が労働価値説を放棄する

ための，絶好の機会を与える因ともなった。

物が，ラシャとブドウ酒であるといった表面的な考え方によるのではなく，生産財が

貿易品にとり入れられるならば，当然に考えられるべき，貿易による生産費の変化に

何の考慮も払われていなかったという内容的な考え方による。
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このように, Ricardo自身においては，投下労働量比率と均衡価格の間の内

部的な関連は，充分に明白には理解されていなかった。そして，この不充分な

理解の上で，私たちが問題にしようとしている‘‘比較生産費原理，’も述べら

れていた訳である。そこで当然のこととして，私たちの関心は，もしもRicardo

が，これら両者の間の内部的な関連を充分に理解していたならば，“彼の外国

貿易論”はどのように発展させられていただろうか，という点に集中される。

投下労働量比率と均衡価格との間の内部的な関連を，充分ではなかったが，
（1）

本質的な面において解決したのは, Marxの‘‘生産価格論'’であった。とこ

ろが，この問題に対して，本質的な面で解決を与えた Marxではあったけれ

ども，彼は，“外国貿易論'’については，自らの理論体系の内に占める位置に
（2）

ついては，う。ランとして示しながらも，実際には数個の断片的な命題を残した
（3）

だけで，体系的な理論を展開しないままで世を去った。もしもMarxが，もつ

と長い生涯を生きていたならば，彼はどのような“外国貿易論，’を展開した

( 1 ) Karl Marx ; D"s KK"""/. (向坂逸郎訳「資本論｣,第3冊，第2篇)。

(2) Marxは，彼の資本家的経済についての研究の全計画( 1858年4月2日付のF・

Engelsへの手紙，及び「経済学批判序説」の冒頭において示される）の中で，外国

貿易及び世界市場をその一部とすることを示していた。

(3) Marxの外国貿易についての命題は，資本論及び剰余価値学説史の各処で散見さ

れる。それらのうちの主なものの象を次に示す。

イ）‘‘その国際的適用において，価値法則に更にヨリ以上の修正を加えるものは，ヨ

リ生産的な国民が，その商品の販売価格を，その価値にまで引下げることを競争によ

って強制されない限り，世界市場では，ヨリ生産的な国民的労働が同時に，ヨリ強度

の大きい労働として計算される｡”（向坂訳：「資本論｣,第1巻，第3分冊，第20章，

421頁）

ロ）“貨幣の相対的価値は，資本主義的生産様式の発達している国民のもとでは，そ

れがあまり発達していない国民のもとにおけるよりも小さいであろう。”（向坂訳：第

1巻，第3分冊，第20章，425頁）

ハ）“恵まれた国は，ヨリ少ない労働と交換して，ヨリ多い労働をとり戻す｡”（向坂

訳：第3巻，第2分冊，第14章，50頁）

二）‘‘リカアドオの理論を観察してさえ，一国の三労働日は他国の一労働日と交換さ

れうる｡'' (剰余価値学説史，第3巻，名和統一,｢国際価値論研究｣, 177頁より引用）



問 題 の 所 在 7

であろうか。

Marxの没後, Marxの立場から, Ricardoの‘‘比較生産費原理'，を検討し

た人々は多い。しかし，その殆んどは，その原理を，‘‘価値法則の国際的 mo‐
（1）

dification ''という面で把えたにすぎなかった。そこでは外国貿易の存在が，

資本家的経済の再生産の諸過程（生産と分配の構造）に対して，どのような諸

効果を持っているか，については充分な検討が行なわれていない。しかし，私

たちの主たる関心は，このような問題を分析することである。

この目的のために，私たちは, Marxの‘‘生産価格論” を検討しなければ

ならない。ところが，前にものべたようにMarxの生産価格論は，古典派の

“つまづきの石'，を除去するのに，本質的には役立ったのであるが，それは充

分なものではなかった。すなわち, Marxは生産価格論を展開するにあたって，

資本を，生産手段の価値と労働力の価値との和として計算するのであるが，実

際に資本家が自らの投下した資本に対する利潤率を大ならしめようとする場合，

彼は，資本を生産に要する生産財の価額と労働者に支払う賃金の和で計算す
（2）

る。この点については, Marx自身，再検討の必要を指摘している。だから，

（1） この問題については，古くは, N. SeniOr : T"'ee Lectt",es O"メルe Cos# Qr 06"-

f""g MMo"ey, e/c., 1830, 0. Bauer ; D" """"o"αﾉ"〃β"/》'age ""α伽eSo"α〃e"zohγ‐

α"e, 1925, H. Grossman ; D(zs z4たん秘加郷ﾉα"0"s ""(Z Z"sα加沈β"dJ'f""sgese""" """-

α"s"scﾙelz Sysiell@. 1929,等により扱かわれた問題であるし，我国においては, 1950

年代において国際経済学会を舞台にして，名和・赤松両氏を中心として華々しく展開

された。その成果は，木下悦二編,｢論争・国際価値論｣,1960,に収録されている。

（2）“以上に与えられた展開によって，諸商品の費用価格規定に関しては明らかに一

つの修正が入って来ている。最初には，一商品の費用価格は，その生産において消費

された諸商品の価値に等しい，と仮定された。しかし，一商品の生産価格は，それの

買手にとっては，それの費用価格であり，したがって費用価格として他の一商品の価

格形成に入り得る。生産価格は商品の価値と一致しないことがあり得るのであるから，

他の商品のかような生産価格が含まれている一商品の費用価格もまた，その商品の総

価値のうちの，その商品に入る生産手段の価値によって形成される部分よりも，ヨリ

大またはヨリ小であり得る。費用価格のこの修正された意義を銘記すること，したが
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Marxはすくなくとも計算に関する限り，誤っていたと考えることができるだ

ろう。

Marx自身が知っていたこの事情を考慮に入れて, Marxの生産価格論がど

うなるかを検討する試みは,L､v. Bortkiewiz, P. Sweezy及び置塩信雄氏に
（1）

よってなされてきている。そこで私たちはMarxの生産価格論の不備を補う

手段を置塩氏から借りながら, Ricardoの‘‘比較生産費原理”を再構成し，

それにより，外国貿易の存在が，資本家的経済における再生産の諸過程に対し

て，どのような諸効果を持つかを分析することにしよう。

以上において，私たちは，このmonographにおいて私たちが扱かうことにな

る問題の性格がどのようなものであるかを示した。要するに, Ricardoの‘‘比

較生産費原理'’を出発点として貿易理論を展開してゆくにあたって, Ricardo

の考え方を一歩進めるためには，彼が，彼自身の資本家的経済に対する理解の

不充分さの故に，充分に明らかにすることができなかった，‘‘価格の価値より

の乖離”の問題が充分に解決されていなければならない。しかし，現在の私

たちは，その問題についての多くの知識を与えられている。そこで私たちはこ

の書物において, Ricardoの考え方を，上に示してきた方向にむかって，一歩
（2）

進めることに努力しよう。

ってまた，一特殊生産部面において商品の費用価格がその商品の生産において消費さ

れた生産手段の価値に等置される場合には常に誤謬が可能であることを銘記すること

が，必要である”（向坂訳：「資本論｣,第3巻，第1分冊，第9章，305頁）

( 1 ) L. v. Bortkiewiz : Wertrechnung und Preisrechnung im Marxschen System.

"''c〃んがγSoz"JzfJjsse"sc〃城拠""So"αJ〆""ん, 1906, 1907.

L、v. Bortkiewiz : Zur Berichtigung der grundlegenden Konstruktion von

Marx im dritten Band des 0$ Kapital ''.ルルγ"c〃〃がγN""o秘αﾉ6ho"o加彪秘"a

sﾉα〃s〃ん．1907.,

P. Sweezya rhe r"eoγγQ/c""α"s"c D"eﾉopwe"#, 1942.

置塩信雄：“価値と価格"，「神戸大学経済学研究｣，年報'・

置塩信雄：“価格．賃金．利潤”，国民経済雑誌，第92巻，第1号。

置塩信雄：‘‘労働生産性と実質賃金率"，国民経済雑誌，第9巻，第2号。



問 題 の 所 在 9

以上において，私たちは，このmonographで扱かうことになる問題の大綱

を述べた。しかし，そこで示したように, Ricardoの “比較生産費原理'’を

出発点として，貿易理論を展開するにあたって，私たちは，第1節の最後にの

べた第2の点について注意しておかなければならない。それは, Ricardoの比

較生産費の例においてとり上げられている生産物は，いづれも消費財であって，

生産財は貿易品としては扱われないことについてである。私たちは，現実の外

国貿易においては，貿易品の内には，消費財と同じく生財産も含まれているこ

とを，知っている。このようなことを知りながら，生産財を貿易品のうちに含

ましめないことは，貿易を，再生産の過程の内に完全には組込んでいないこと

を意味している。だから私たちが，以下において，議論を展開するにあたって

は，貿易される生産物のうちには，生産財も必ず含ましめるように配慮するこ

とにしよう。

( 2 ) Ricardoの“比較生産費原理''を，以上に示してきたと同じような観点から，
発展させようとする企ては既に，行沢健三教授により行なわれている。

行沢健三，「国際経済学序説｣，1957，

私がこのmonographにおいて展開しようとする問題は，その出発点においては，
互に異なっていたけれども，その後の分析の展開にあたっては，常に行沢氏の仕事に
啓蒙されて来た点はすぐなくない。さりながら，私の問題の分析にあたってのtoolは，
本文において明らかにしたように, Marxの‘‘生産価格論'’の一つのmodincation

としのてMarx・置塩の“生産価格論'’である。しかしながら，行沢氏は，常に
Ma.rXの“生産価格論'’に依存している。この2個のapproachにおける，重要な
相異点の1つは，ここにある。





A.予 備 的 考 察
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2．生 産 方 法

1．生 産 方 法

2．有意味な生産方法

3．有効な生産方法

4．生 産 函 数

5．企業にとって利用可能な生産方法

6．企業にとっての生産方法の選択

7．産業の生産方法

7．1 平均的生産方法

7．2 平均的生産方法の性格

8．要 約

この章では，以下の諸章での分析にあたって，中心的な役割を果す‘‘生産方

法”についての重要な点を，総括的に整理することを目的とする。

1．生 産 方 法

私たちは，以下の分析のために，まず次の前提をおく。

生産物は，生産財と消費財とからなり，いずれも，唯一種類に限られる。

生産財も消費財も，それぞれの産業部門に属する企業によって生産される。

個々の企業は’一単位の生産物を生産する為に，一定量の生産財と直接労働を

投入する。この場合，生産物一単位の生産に必要な生産財の量(a)と，直接

に投下された労働量(T)の組

(2. 1) (a, T)

を,この生産物の生産にあたっての生産方法と呼ぶ。これからは，私たちは，

生産方法という場合には，この定義に従う。

ここで示された生産物一単位の生産に必要な生産財の量αと直接投下労働量
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Tが,どの産業のどの企業に属しているかは,それぞれの脚数subscriPtおよび

肩数superscriptによって示すことにする。例えば, "$jは第j産業部門におけ

る第ノ企業において，生産物一単位を生産するに必要な生産財の量であり,TIj

は，同じ属性の下での，直接投下労働量である。猶，私たちは，産業は，生産

財生産部門と消費財生産部門の2種だけを考えているのだから，ここで,jに

ついては，1は生産財生産部門を示し，2は消費財生産部門を示すものである

こととしよう。

αおよび丁について，私たちは，これらをまた，時によっては，生産係数と

呼ぶこともある。αおよび丁をこのように呼ぶのは，従来の生産理論の伝統に

従っただけのことである。このような呼び方は，αと丁が一個の組setとして

でなく，それぞれ別個に扱かわれる場合に用いられる。

2．有意味な生産方法

私たちはまず，どの企業に属するというのでなく，単に，どの産業に属する

という属性が示されるだけの生産方法について考えることにする。というのは，

まだ，私たちのこの段階の議論においては，個々の企業についての特性の区別

を必要としないからである。

定義により，第j産業で利用される生産方法の一つは，

（2.1*） （α‘,両）

と示される。この生産方法は，第j産業において生産物一単位を生産するのに，

生産財がα4単位と，直接労働量がTf単位だけ必要とされることを示している。

ところで，これらの生産係数のそれぞれについては，すくなくともみたされ

なければならない制約がある。

第一は，αもTも共に正であることである。従って，

(2. 2) "f>0, T@>0

第二に，生産が正常な状態で行なわれているならば，正の純生産物が生産さ
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れていなければならない。正の純生産物を生産しえないような生産は，経済的

には全く無意味である。従って，生産係数のみたさなくてはならない制約とい

うのは，生産が，経済的に有意味であるための条件である，とも言うことがで

きる。それでは，このような，与えられた生産方法が，経済的に有意味である

ための条件は何か。これは，その生産が，生産財の生産であるか，消費財の生

産であるかによって異ってくる。

まず生産財の生産においては，上に示したように，α'およびDT1は正でなけ

ればならないことは言うまでもない。その上，この場合，

（2.3） α,＜1

でなければならない。これは次のことを意味している。生産財一単位を生産す

るのに必要な生産財の量は，一単位より小でなければならない。そうでなけれ

ば，この生産において，純生産物が生産されたとは言えなくなるからである。

次に，消費財の生産にあたっては，α2および,7Zが正であることは勿論であ

るが，直接生産者が一単位時間の労働に対して受取る消費財の量＝実質賃金率

をRとすると, RT2は

(2. 4) RT2<1

を充たさなくてはならない。このことの意味は次の通りである。消費財一単位

を生産するのに必要な消費財の量はRT2である。ここで，消費財の生産にあた

っても，純生産物が生産されていなければならないとすると，当然に,RT2は

’より小でなければならないことが判る。

このように，生産財の生産にあっても，また消費財の生産にあっても，その

生産が経済的に有意味であるためには，それぞれの生産係数については，上に

示したような制約が負わされる。ところで，私たちがここで注意しなければな

らないことは，（2.3）の条件は，純粋に生産技術のみに関するものであるのに

対し，（2.4）の条件は，生産技術のみに関するものでなく，分配の問題にも関

係しているということである。すなわち，α,が’より小であるような生産財の
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生産方法は，ただそれだけで経済的に有意味であると言いうるが，消費財の生

産方法については，あるRに対してはRT2は’より小であっても，他のR'に

対してはR'T2は’より大であるかもしれない。だから，消費財の生産にあたっ

ては，生産係数だけをとり上げて，それが経済的に有意味であるかどうかをき

めることはできない。だから，消費財の生産に関しては，与えられた実質賃金

率Rに対して，その生産が経済的に有意味であるかどうかと言わなければなら

ない。

そこで私たちは，後の分析のために，次のような前提をおくことにしよう。

用いられる生産方法はすべて経済的に有意味である。このためには，生産係数

のそれぞれについて，次のような制約が存在する。

1 >"1>0, T1>0

@z2>01 T2>0' 1>RT2 (for given R)

3．有効な生産方法

私たちは，前項において，経済的に有意味な生産方法とはどのようなもので

あるかを示した。上記の前提をみたすような生産係数を含む生産方法は，すべ

て経済的に有意味な生産方法である。しかしながら，以下の分析においては，

前提をみたす総ての生産方法が問題となるのではない。これらの生産方法のう

ちには，最初から問題とする必要のないような劣った生産方法もある。このよ

うなものは，始めから除外しておいた方が，分析のために都合がよい。それ故，

経済的に有意味な生産方法のうちから，更に，有効な生産方法を選びだすこと

にしよう。

私たちは，生産財の生産にしろ，消費財の生産にしろ，その生産方法は，一

組の生産係数（生産物一単位を生産するのに必要な生産財の量と直接投下労働

量）によって示すことにしている。そこでいま，いずれの生産物についてにし

ろ，ある生産物の生産にあたって採用可能な，そして経済的に有意味な生産方
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法を

I/f) (q, T)

（ﾛ）（α', T')

で示すことにしようOこの2組の生産方法について，例えば(ｲ)の生産方法を示

す生産係数の何れもが，（ﾛ)の生産方法を示す生産係数のそれぞれよりも小さい

か，または等しい場合には，すなわち

α二αノ

（2.5）
γ三T′

であれば,（ｲ)の生産方法による方が，（ﾛ)の生産方法によるよりも，よりすぐな

い投入量により，同一の産出量を保証している｡(但し，何れの生産係数もそ

れぞれに等しい場合には，同じ投入量から同一の産出量がえられることは勿論

である)｡この場合には，私たちは，当然のこととして，次のように約束する。

一つの生産方法を示す生産係数のそれぞれに対応して，それより小さいか，

または等しい生産係数の組で示される生産方法があれば，その大きい生産係数

で示される生産方法は，始めから，問題にならないものとして除外される。

このようにして，始めから問題にならないものとして除外される生産方法を

見出す基準は，もっと一般的に，次に示すように考えることができる。

上の説明で用いた有効な生産方法(ｲ)に加えて，新らしくもう2個の生産方法

を考え，それらを，

ヤリ（α'',T''）

（二）（α''',T'''）

とする。そこで’例の生産方法で力単位，㈲の生産方法でγ単位の生産を行な

い，合計1単位の生産を行なうものとする。このような生産に必要な生産財の

量と，直接投下労働量は，

（2.6）（α''"＋α'''γ,丁''"+T,,,γ）

">0, y>0, "+y=1
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である。これと(ｲ)の生産方法における生産係数と比較する。この場合，もし，

α'勿十α'''jﾉ≦α
（2.7）

T'勿+T'''3ﾉ≦T

であれば，（ｲ)の生産方法は，明らかに，いの生産方法と(二)の生産方法を，合計

1単位を生産するような適当な割合で混用した場合に較べて劣っている。すな

わち，例の生産方法と(二)の生産方法とを，それぞれ適当な割合で混用した場合

の方が，（ｲ)の生産方法を用いる場合よりも，よりすぐない投入量により，同一

の産出量を確保できるからである。また，（2.7）における不等号が妥当しない

場合には，これら2種の生産方法の選択は無差別となる。

上に示したより一般的な基準については，私たちは，次のように約束しよう。

ある生産方法を示す生産係数のそれが，他の数個の生産方法を適当な割合で混

用したときの生産係数より大きいか等しい場合には，その生産方法は始から除
（1）

外される。

これらのことの理解の便宜の為に，私たちは第2．1図を利用する。この図は

(", T)平面を示している。αと丁の性質上，説明を正の象限だけに限定するこ

とは合理的である。ここで，点A,B,C及びDはそれぞれに(1), (D),例及び(二）

の生産方法を示している。

まずAとBを比較する。先に約束した条件の下においては，点Aは点Bの左

下方向にある。この場合には,Aが表わしている(ｲ)の生産方法の方が,Bの表

わしている(ﾛ)の生産方法に較べて，αについてもDTについても，より小であ

ることは，一見して明白である。

次に，点Aと点C及びDを比較するoCDを結ぶ線分上のどの点をとってみ

（1） 置塩信雄：再生産の理論，1957,25-27頁，参照。

またより一般的な分析のためには，

T. C. KooPmans, ed., 4c"〃"y』"α〃sisQ/B'o"灘"われα"z ""0c"jo", 195 1．（特に，
T、C. Koopmans ; Analysis of Production as an E伍cient Combination of Acti

vities)参照。
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ても，その点がCDを内分している比率を力:jﾉ（但し力+j/= 1)とすると，

この点はvector Cの力単位と, vector Dのjﾉ単位を一次結合することによ

りえられる。このことは，経済的には次のことを意味している。この点により

0

第 2．1 図

示される生産方法は,Cにより示される例の生産方法により力単位生産し,D

により示される(二)の生産方法によりγ単位生産し，合計1単位の生産を行なっ

たとする場合の平均的生産方法である。このように,CとDによって示される

生産方法の適当な割合で混用することの結果としてえられる平均的な生産方法

が,CDを結ぶ線分上の点で示されるとすると,AがCDに関して，原点0の

反対側にある限り，私たちは,Aにより示されるよりも有効な生産方法を，線

分CD上のどこかで，見出すことができる。

4．生 産 函 数

以上において私たちは，経済的には有意味であるが，有効ではない生産方法

を，始めから除外するための基準を示した。そこで，このような基準によって

除かれた残りの，有効な生産方法に限って，今後の分析を進めることにする。

このような有効な生産方法だけについて考えることにするにあたって，今後
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は，有効な生産方法の集合を生産函数と呼ぶことにしよう。

以上において私たちは，経済的に有意味で，しかも有効な生産方法を選別し

て，その集合に生産函数という呼び名を与えた。そこで暫らくの間，この生産

函数の性格を整理しておこう。

経済的に有意味な生産方法が非常に多くある場合に，前提に従って，劣った

生産方法を順次に除去してゆくと，生産函数は次第に,原点に対して凸convex

な曲線に近づくことが第2．2図により，容易に判る。ここで更に，生産方法の

組が無限個あるものとすれば，完全に連続的な曲線がえられる。私たちは，生

産函数としては，このような，連続曲線で示されるものを，考えておくことに

しよう。
!‘a

0
－

第 2‘2 図

経済的に有意味な生産方法は無限個数あるものとすると，生産函数は，次

の性質を持つものと考えることができる。

イ）原点に対して凸convexであり，

ロ）すくなくとも2階までは微分可能である。

このような性質を持つ生産函数を，私たちは，

(2. 8) 1=/$("$,Tj) j=1, 2

と示す。これは，生産物1単位の生産には，生産財がα《単位と，直接投下労働



生 産 方 法 21

量がT@単位必要であることを示すものである。

この生産函数に含まれる生産係数は，当然に，前提で示した，生産が経済的

に有意味であるための条件は充たしている。従って，すべての生産係数につい

ては，

1＞α,≧0, T1>0

"2>0' 1 >RT2>0

の制約がある。

5．企業にとって利用可能な生産方法

以上において私たちは，生産函数は，経済的に有意味で，しかも有効な生産

方法のすべてからなる集合であると考えた。しかしながら，個々の企業にとっ

ては，このような生産函数に含まれるすべての生産方法のうちから，どれでも

選んで利用できるものとは限らない。私たちが今までに考えてきた生産函数は，

どの企業にとっても，いわば‘‘知識'’としてのみ与えられているものであっ

て，そのような知識のうちから，どのような生産方法が選ばれるかは，企業の

側の条件を考慮に入れた上でなければ答えることができない。それでは，その

ような企業の側の条件とは何か。

上で定義されたような生産函数の一つを考える。そこに含まれる1個の有効

な生産方法を(",T)とする。これは，この企業が，生産物を一単位生産する

に要する生産財の量と直接投下労働量である。これを("-T)平面において図

示すれば，第2．3図となる。そこでαのTに対する比率("/T)を考える。こ

の比率は，図においては，点(Uz, T)と原点を結ぶ直線のT軸の正の方向とな

す勾配九にて示される。

この比率は，経済的には次のことを意味している。言うまでもなく，この比

率は，生産物一単位の生産に必要な生産財の量の直接労働量に対する比率であ

る。従ってまた，この比率は，生産物の生産にあたって必要な，直接投下労働
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量一単位あたりの生産財の量でもある。そこで私たちは，この比率を‘‘資本集

約度''と呼ぶことにする。

このような資本集約度は，次のような性格をもつものと考えられる。

ハa

A

(a ,r)

(a,て）
C

BD入 で
一

0

第 2．3 図

一単位の直接投下労働量と結びつけられる生産財の量の大小は，通常，そこ

で採られている生産方法の示す技術水準の高低を示すものと考えられている。

直接投下労働量に較べて，使用される生産財の量が大であれば，技術水準は高

く，小であれば低いと考える。だから私たちの考える資本集約度の大小は技術

水準の高低と結びつけられる。

技術水準が低いということは，一般に，資本の蓄積またはその調達能力が低

い水準でしか行なわれていないことに因る。たとえ，非常に進歩した（高い）

技術水準についての知識が充分にあったとしても，それを実現させるだけの資

本の蓄積またはその調達能力をもたないならば，そのような生産方法を採るこ

とはできない。だから，同一種類の産業部門の内部においても，大きな資本蓄

積またはその調達能力をもつ大企業と，そうでない小企業が併存する場合には，

一方は，大きな資本集約度をもつ生産方法を採ることが可能であるが，他方は，

上に示した理由により，大きな資本集約度をもつ生産方法を採ることはできな
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い◎

以上において，大きな資本蓄積またはその調達能力をもつ企業は，そうでな

い企業に較べて，より大きな資本集約度をもつ生産方法を採ることができるこ

とを示した。このような資本集約度の上限についての制約に対して，その下限

はどのように考えられるだろうか。これについて私たちは次のように考えるこ

とにしよう。採用しうる生産方法は，それに対応する資本集約度が，その企業

のもつ資本の大きさに依存して制約されるが，逆に，一定の大きさの資本が利

用可能であるならば，その資本の大きさに対応して採用できる資本集約度より

小さい資本集約度に対応する生産方法は，すべて採用できるものと考える。経

験からみれば，大きな資本を運用しうる企業が，低い資本集約度を持つ生産方

法など採ることはないように思われるけれど，そのような生産方法が，その企

業にとって有利であるならば，その生産方法を採用することに，何の障害もあ

るものではない，と考えることにする。要するに私たちは，次のように考える

ことにする。

企業にとって利用可能な生産方法は，その生産方法における資本集約度が，

その企業にとって利用できる資本の量に相応して見出される。企業は，その利

用可能な生産方法のうちから，彼にとって，最も有利なものを選択する。また，

資本集約度を押しさげることは，企業にとって，それが有利である限り，それ

をさまたげるものは何もない。

これらの事情は，第2．3図において，次のように示される。ある産業部門に

属するすべての企業にとって，知識として与えられている生産方法の集合は／

で表わされている。これに対して，大きな資本蓄積または資本調達能力をもつ

大企業にとっては，例えば,ABで示される領域に属する生産方法が実現可能

であり，そうでない小企業においては，例えば,CDで示される領域に属する

生産方法だけが実現可能である。ここで,ABおよび,CDの領域のうち，資

本集約度に関する上限についてのみ，利用可能な資本量の面よりの制約をうけ
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るが，下限については，厳密な制約はないoただ，大企業についての下限は，

小企業についての下限よりも高いであろうという予想をもつだけである0

6．企業にとっての生産方法の選択

以上において私たちは，同一の産業部門の内部においても，現実に採用され

る生産方法は，各企業にとって利用できる資本量の大きさに従って，制約され

るものであることを示した。そこで私たちは，次に，ある企業について，そこ

で利用できる資本量に対応して現実に採用できる生産方法の集合の内から，ど

のような生産方法を選ぶことが，この企業にとって最も有利であるかを，考え

ることにしよう。

どの企業にとっても，そこで行なわれる生産・販売の過程を通して斎らされ

る利潤率

八一(lz'J,, + TmJRj2)
(2. 9) "6j=

α", + T@jR,2

が最大になることが最も望ましい状態である。ところで，この企業の市場にお

いて占める比率が大きくなく，従って，この企業で生産される生産物の価格が，

この企業の活動にとってstrategicなものでない限り，また，実質賃金率Rも

この企業にとっては所与であるとすると，利潤率を最大にするためには，単位

あたり生産費

（2.1 0) Kij = "", + T#jR,2

を最小にすればよい。すなわち，単位あたり生産費を最小にするような生産方

法を選べば，その生産方法は，この企業にとって，最も有利なものとなる。

単位あたり生産費を最小にするような生産計画においては，生産函数は，前

に示したように，原点に対してconvexであるから，生産物一単位の生産に必

要な生産財の量と，直接投下労働量の限界代替率が，与えられた生産要素価格

比率に等しい場合，すなわち，
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４
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Ａｌ雌(2.11） 一

の関係が充たされる場合に，この企業での単位あたり生産費は最小となり，従

って，利潤率は最大となる。だから，この関係をみたすように生産方法が選ば

れるならば，その生産方法は，この企業にとって，最も有利だということがで

きる。このような生産方法は,′,およびRが与えられておれば,(2.8)と(2.11）
（1）

により決定される。

（1）各生産物について,経済的に有意味で，有効な生産方法が連続的に無数あり，そ

れらはすべて生産函数

(1) 1=/@("#,7M) j=1,2

に属しているものとする。また／fは連続であって適当に微分可能であり，更に原点

に対して凸である性質を持っているものとする。

上で示された生産函数に含まれる無数の生産方法の内から，それぞれの生産物につ

いて’1組づつの生産方法を選びだし，また労働者が一時間の労働に対して与えられ

る実質賃金率をRとすると，各生産物の価格Aおよび少2は，平均利潤率γの成

立する状態においては，

（2）{瞬湖鰯塊鈴
の関係を充たす｡ (2)は，

（2*){:'二蛎溌
1

のように書き直すことができる｡ここでβ=~1千ｧ''=釜である。
この場合，問題は労働者の実質賃金率Rを所与としたならば，利潤率を最大なら

しめる生産方法はどのようなものであるかを明らかにすることである。

そこで私たちは，βをとり上げ，これを最小にするような生産方法の決定を考え
る。

1=/d("#,7I) j=1, 2

を条件として，βを最小ならしめるには，

n=B-入,(f,- 1)一入2(/2- 1)

を条件なしで最小にすればよい。すると，
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これらの事情は，幾何学的には，次のように説明される。（α一T)平面上に示

される生産函数と生産費直線（1.5）の接点の座標の示す生産方法が，この企業

にとって，最も有利な生産方法である。このことは，第2．4図において示され

る。生産函数は，原点に対してconvexであるから，少およびRが与えられ

ている場合には，単位あたり生産費を最小にする生産方法は，2つの曲線と直

線が接する点においてきまることは明らかである。すなわち，第2．4図におい

(3)器-御器=・
"-'v-:f=。

が，えられる。（')と(3)を併せて，私たちは,"@'7dおよび入4を決定することができ

る。ここで入4はLagrangeの乗数である。

次に(3)より，入jを消去すると，

／,、，"／篝
9β 3β一 ガィ

（4） －
3αd

が，えられる。更に（2*）より，

gβ 1

〔少'一恥美〕二＝：

gal 少2

3β 1

['R - R'' \]＝＝

3ヶ1 少2

－=，+α,器
9β

9α'

＝｡,%+R
3β

372

であり，また，

＋１

２

ａ
１

２

少
角

９
９

a1－R72

）狼

Ｒ一砧恵１｜蝿

や一鞆や一秘 R7，－泌含
A省
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ては，最も有利な生産方法は("*, T*)である。

そこで，問題としている企業にとって，それが保有している資本の量に較べ

a

f (a,て）←1←l＝1（a･て

(a* で*）

I

､B(a

A ２

ｐ眠十
１

１
＊

叩＊て
一一＊◆
Ｋ
抄

B (a*

C で一

0

第 2．4 図

て実現可能な生産方法のうちに，この((z*, T*)で示される生産方法が含まれ

る場合には，この生産方法は現実に採用可能だからよい。しかし，（α*,γ*）が

’’一-R,

9γ2 狼

但し，

4 = (", - RT2)2 + 4"2RT,

であるから，

（5）器/鶉=鼻=糸'=!,’
となる。従って，(4)と(51から，

(6) \/\=* '=L'
が，えられる。

かくして,私たちば,'11,'21および'61の6個の関係より,“‘，γ,号および'の
6個の未知数を決定することができる。

但し，この証明においては，生産函数/fは何れも，原点に対して凸であることが

仮定されているから，βについての最小を求める条件のうち，必要条件について考え

ただけで，充分条件については考える必要はなかった。
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この企業にとっての実現可能な生産方法のうちに含まれない場合にはどうなる

か。例えば，この場合の実現可能な生産方法の集合の領域が，第2．4図におけ

るBCであったとすればどうなるか。この企業にとっては，すべての有効な生

産方法のうち,BCの領域に属するものしか現実に採用することができない｡

さらに，少とRが不変のまま与えられているとすると,Aにおいて生産函数

に接していた生産費直線を上方に平方移動させ,BCにおける端点Bにおいて

接せしめなければならない。この企業にとっては与えられた少とRの下におい

ては,B点の示す生産方法(Lz**, T**)をとることが，この場合，最も生産費を

低廉ならしめうる生産方法である。しかし，この場合の生産費は, ("*, T*)の
（1）

生産方法を採ることができる場合に較べれば，高い。

このような事情はなぜ生じたのだろうか。これは，既に示したように，ある

企業にとっては，利用可能な資本の量が大であるために，高い資本集約度をも

つ生産方法を採ることができるが，他の企業にとっては，利用できる資本の量

（1）（2.10）で示したように第j産業に属する第ノ企業において，生産物一単位を生

要するに必要な生産費は，

KIJ=α〃, +7MJR,2

で示される。

第2.4図において，′およびRが不変である場合において，生産費を最小ならしめ

る生産方法を求めるために考えた方法は，上に示した生産費の関係を示す直線のα軸

との載片(&j/,,),または7軸との載片（”/,2R)を最小にするような生産方法

の選択をすることだった。それが点Aで示されるものである。ところが，この企業に

とってAで代表されるような生産方法は，この企業にとって利用できる資本量に較べ

ると，採用できない水準のものであり，この企業にとって採用できる生産方法の集合

がBCであるとすると，本文で示したように，実現できる生産方法のうちで，生産費

を最小ならしめるものはB点によって代表されるものであり，この生産方法を採用す

る場合の生産費は，生産費を示す直線をAにおいて生産函数に接する状態から上方

に平行に移動させて,Bに接せしめたときのα軸との載片("j*/',),またはγ軸と

の載片(KIJ*/,2R)に含まれる"J*で示される。上述の操作および図の性格より，

明らかなように当然，

&J*≧Kij

である。
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が小であるために，ある程度以上の資本集約度をもつ生産方法は採ることがで

きない，という理由による。

要するに，私たちは，後の議論の準備として，次のことを確認しておこう。

生産物価格と実質賃金率が与えられている場合に，一つの産業部門に属する企

業の間において，現実に採用できる最も有利な生産方法に差異があるのは，そ

のような企業のうちには，利用できる資本の量を，ある程度の水準以下でしか

もたないものが存在することによる。

7．産業の生産方法

以上において私たちは，一つの産業部門に属する多くの企業の個々のものが，

最も有利な生産方法を選ぶとすれば，それはどのような生産方法であるかを示

した。そこにおいて私たちは，利用できる資本の量が一定の水準以上である企

業にとっては，諸価格が与えられた場合において，最も有利な生産方法は一定

であるが，利用できる資本の量がある水準以下である企業にとっては，その企

業が現実に採用できる最も有利な生産方法は，そこで利用されうる資本の量に

従って区々であることを示した。そこで私たちは，これから後，これらの一つ

の産業部門に属する多くの企業が採る生産方法がこのように区々なものである

場合，この産業部門全体としての生産方法を考えねばならないとすれば，それ

はどのようなものとすればよいかを，考えてゆくことにする。

7．1 平均的生産方法

私たちは，後の諸章の段階においては，各生産物の生産部門のそれぞれにつ

いて，ただ1個の代表的生産方法を用いることにする予定である。しかしなが

ら，どの生産物を生産する産業部門においても，一般に多くの企業が存在し，

そしてその各々の企業の現実に採用している生産方法も互に異なっているもの

であることを知っている。そのことの理論的基礎は上で示した通りである。

それではこのように，異なった生産方法を採っている企業が多く併存してい
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る一つの産業を代表するような生産方法は，どのようなものと考えたらよいだ

ろうか。そこで第j産業部門においては，企業がⅣ個存在しており，それぞれ

の採用している生産方法が

（2.1**) ("dj,'r@J) j=1,2;ノ=1,……，Ⅳ

であるとしよう。この場合，上で私たちが’この産業部門での代表的な生産方

法と呼んだものは，どのようなものだろうか。これらのN個の生産方法のうち’

最も有利な，従って最も高い利潤率を斉らすような生産方法を採り上げている

のだろうか◎そうではない，もしそうだというのならば，私たちの分析におい

ては，最も有利な生産方法を採りえない企業はすべて’没落するか，または消

滅するか，しなければならなくなる。そうではなくて，実際は種々な生産方法

を採る企業が併存していることを充分に考慮して，このような場合,私たちの

考える生産方法というのは，実はN個の生産方法に示されるそれぞれの生産係

数を，それぞれの企業で生産される生産量をweightとして加重平均したもの

の組だと考えることが，最も合理的であるように考えられる。各企業でのそれ

ぞれの生産量を

（2.12）（力1,孵2,……，力Ⅳ）

とすると，上に示した，この産業部門を代表する生産方法というのは，実は，

(-著察,著簔'）(2.13）

のように示されるものである。これを私たちは次のように理解するo "8jおよ

UwT@Jは第ノ企業で生産物を一単位生産するのに必要な生産財の量と直接投下

労働量である。そこで，第ノ企業での生産量を鞠jとすると，この企業がこれ

だけの生産を行うに必要な生産財の量と直接投下労働量はαijzijおよびT4jziJ

である。だから，この企業の属する産業部門全体としてはそれぞれ夏α1J"@jお

よび三T6Jjrdjが必要とされる。また≦〃はこの産業部門において生産される

生産量の全体である。従って，
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夏α$jjrij
および－－

Z報 昌報

は，この産業において，一単位の生産を行うのに平均的に必要な生産財の量と

直接投下労働量を示している。このような平均的な生産係数で示される生産方

法を，企業の個々の生産方法に対して，産業の平均的生産方法と呼ぶ。しかし，

次章以降の議論においては，私たちは，平均的生産方法を，単に，

(2. 13*) ("@,Tc) j=1, 2

のように示し，第j生産物の生産方法と呼ぶことにする。

7．2 平均的生産方法の性格

以上において私たちは，産業全体としての生産方法は，個々の企業の生産方

法を示すそれぞれの生産係数を，その企業での生産量でweightして平均した

平均的生産係数の組として考えられることを示した。そこで，ここで私たちは，

この平均的な生産方法についての性格を，もうすこし詳しく検討しておくこと

にする。

平均的生産方法は

(鶚'，鶚‘’ ）(2.13）

で示される。また，個々の企業がなぜ，同一の生産物を生産するにあたって，

相異る生産方法をとらなければならないか，については前節において詳しく示

した。利用しうる資本の量についての制約が何もないと仮定したとき，すべて

の有効な生産方法のうちから，諸価格の与えられた値の下で，最も有利なもの

として選ばれる生産方法を（"$j*, TIJ*)とする。次に，利用しうる資本の量に

ついての制約を導入する。この場合においても，個々の企業について利用しう

る資本の量が, ("@j*, 7･ij*)で示される生産方法を採用できる程のものばかりで

あれば，平均的生産方法も，全く（α$j*, T'j*)と同じである。ところが，一部

の企業にとっての利用しうる資本の量が，そのような水準以下のものであると，
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第2．4図から判るように，平均的生産係数は，α‘j＊および丁ij*と較べて

α‘'鰯≧亘蕊'
（2.14） Ｊ麩

ｊ
尤

討一雪二＊〃
Ｊ
ｉ

Ｔ

のように変ってくる。

それでは，このような偏差biasはどのような原因によるのだろうか。言う

までもなく, ("lj*, T$j*)の生産方法が利用できるだけの資本をもたない企業が

存在するからであることには相違はない。しかし，その偏差の大きさをきめる

ものは何だろうか。それは，一つの産業の内における，利用可能な資本量を異

にする企業の分布の相違である｡ ("$j*, T$j*)を採用しうる程度以上に利用可能

な資本量を保有する企業ばかりならば偏差は零である。この水準より以下では

あるが，さしてかけはなれていない水準を保つ企業のweightが多ければbias

はあるとしても少しである。しかし，一部の(z#j*, 7-IJ*)を採用しうる企業に

対して，その水準に達しえない零細企業の多い産業においては, biasは非常に

大となる。

要するに私たちは，すくなくとも，平均的生産方法は，同一産業内に含まれ

る多くの企業の間に利用可能な資本保有量の分布に変化がある場合には，与え

られた諸価格の下においてすら，変化を生ずるものである，ということを確か
（1）

めておくことはできる。

(1) 最近における“国際的生産要素価格均等化理論'’と呼ばれるもの,(例えば,P.

A. Samuelson, ｣$International Trade and the Equalization of Factor Prices,'2

Eco"o'''ic Jo”γ”αJ, June 1948,およびK ' International Factor-Price Equalization

Once-Again,'' Ec0f@0"c Jo呪γ"α/, June l949)においては，次のような議論がみられ

る。各国のとりうる資本集約度は，その国のもっている生産要素賦存量の比率によっ

て決定される。しかしながら，これは一般的に妥当する結論のようには考えられない。

例えば，資本を100単位と，労働を80単位保有する国においても，資本を10単位と労

働を8単位しか保有しない国でも，生産要素の賦存量比率は同じであるが,資本が100

単位ある国においては，10単位しか持たない国よりも資本集約的な生産方法を採って
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8．要 約

最初にも述べたように，この章での目的は，このmonographにおいて私た

ちが展開してゆこうとしている分析のための準備をすることであった。そこで，

この章においてえられた諸結果を，要約しておくことにしよう。

（ｲ）第一に私たちは，ある生産物の一単位を生産するにあたって必要な生産

財の量αと直接投下労働量丁の一組を“生産方法”と呼ぶことにする。

（ﾛ）すべての利用可能な生産方法のうちから，経済的に‘‘有意味”であり，

更に‘‘有効”なもののみを選びだして，それを‘‘生産函数'’と呼ぶことにす

る。

例 生産函数に含まれる生産方法のうちで，現実に各企業によって利用され

るものは，その企業が保有する利用可能な資本量に相応して，採用することの

できる生産方法のうち，与えられた生産要素価格の下で生産費を最小ならしめ

るものである。

（二）種々な規模で営なまれる多くの企業を擁する産業にとっての‘‘平均的な

生産方法，’は各企業にとっての生産係数のそれぞれを各企業の生産水準を

weightとして算定される加重平均値の一組によって示される。

（ﾎ）産業にとっての生産方法が㈲に示すように構成されるものである結果，

その生産方法は，産業の内部における各企業にとっての利用可能な資本量の分

布の相異に従って相異する。

以上が生産方法という呼び名の下で，私たちがこれからの分析において常に

いるものと考えることが一般的には妥当する。要素価格均等化論が，上に示したよう

な考え方をする理由は，その理論の前提として完全雇用が考えられ，その結果そこに

おいては，完全雇用が達成されるためには，生産方法はどのようでなくてはならない

かという結論を導いたことに因るからだと考えられる。しかし，資本主義経済を扱か

う限り，このような考え方に固執することは，一般的に妥当性のある結論を導くこと

にはならないだろう。
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利用してゆくことになるものの‘‘性質”である。以下の分析において，私た

ちが“生産方法”と呼んで使用するものは，何らのことわりも述べなくても，

常に上に示した性質を持つものであることに，注意することが必要である。
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3．実質生産費の測度としての投下労働量

問 題

客観的実質生産費の測度としての直接間接投下労働量

投下労働量の決定

3.1 各種労働の等質労働への還元

3.2 直接間接投下労働量の決定

労働生産性を最大ならしめる生産方法

要 約

１
２

３
４

５

1．問 題

この monographにおける私たちの問題は，第一章において述べたように，

Ricardoの‘‘比較生産費原理”のmodern-representationと，その展開である。

この問題をどのような観点から分析するかは，既に示した。その部分に示した

ところから当然のこととして，私たちは，この問題に入る前に, Ricardoの比

較生産費原理に対して与えられてきた，次のような批判に答えておかなくては

ならない。

その批判というのは, Ricardoの理論が労働価値説に基礎をおいていること

に対してであった。その批判者たちによれば, Ricardoは，労働は等質であり，

生産物の国内価値は投下労働量に比例してきまる，ものと考えた。だから，こ

れに対して次の2つの批判がでてくる。第一は，労働は実際には決して等質的
（1）

なものではない，ということであり，第二は，生産要素は労働だけでなく，諸

（1） このような考え方は，外面にあらわれた諸現象を，それらがあらわれかつ現象し

ている通りに，鉄述し，分類し，物語り，かつ図式化するといった把え方でなく，内

面的な構造から必然的に生じたものであるとして，いわば生理的諸現象として，つき

とめようとするRicardoの企てを，全く無視したものである。Smithにおいて芽ぱ
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生産要素の結合の割合は生産物によって異るから，生産物の国内価値が，単純
（2）

に投下労働量に比例するものとは考えられない，ということである。このよう

な批判は，これらの論点を正当と認める経済学者の間に，生産物の価値を単に

労働費用といった著るしく単純化された実質費用を用いてでなく，生産のため

に労働や資本で支払われる犠牲一般として考えられる一般化された実質費用で
（3）

測ろうとする，支配的傾向を作りだした。

このような状況において，私たちのしなければならないことは，（ｲ)客観的な

実質費用の測度としては，投下労働量以外には何も考えられないこと｡(ﾛ)一見

したところ異質的なものの集合のような労働も，実は等質的なものに還元する

えたこのような科学的な立場を, Ricardoは更に一段を高めようとした｡ Ricardo

におけるこの態度は Marxによってうけつがれ, Marx経済学の基礎となった。他

方，いわゆる新古典派の経済学者といわれる人々は, Ricardoにおけるこの努力を無

視して，経済学を，再び, Smith以前の経済学がそうであったように，経済諸現象の

外面的な把え方の技術にしてしまった。Marxは，このことを，経済学の俗流化と呼

んでいる。

( 2 ) Ricardoが，彼の比較生産費原理を例解するにあたって用いた労働費用を，直接

投下労働だけであると理解することは，すくなくとも, Ricardoに対して好意的な態

度ではない。価値を論じた第1章の第3節において，彼は, $: Not only the labour

applied immediately to commodities aHect their value, but the labour also

which is bestowed on the implements, tools, and buildings, with which Such

labour is assisted.”であることを述べ，生産物の価値をきめるのは，単に，直接的

な投下労働だけでなく，直接間接投下労働であることを暗示した。だから，彼が，“比

較生産費’の例において用いた労働費用も，直接投下労働だけではなく，直接間接投

下労働だと考えた方が，よりよくRicardoの真意を反映することになるだろう。

（3） この間の事情を詳しく述べているものとしては，次の著書，論文が見られる。

Jacob Viner ; S細〃es"メルemeo"J'Q/IW"秘α"o"αノ刀"[Ie. (reprinted, 19 5 5 ) ,

特に, Ch. V111. Gain from Trade : The Doctrine of Comparative Costs.

Gottfried von Haberler ; The Theoj'jノQ/ IMe''""jo"αノ刀aae. (EngliSh revised

translation by the Author, 1936),特にCh. X. The Theory of Comparative

Costs・

北川一雄：「国際貿易理論の研究｣，1948，特に，第5章，労働価値説と「完全自由競

争」の吟味。
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ことができるものであること，そしてﾔﾘたとえ労働以外に生産要素があるとし

ても，そしてまた，諸生産要素の結合の割合が生産物によって異るとしても，

その生産物の生産のために直接間接投下された労働量を決定することができる

こと，を明らかにすることである。

2．客観的実質生産費の測度としての直接間接投下労働量

私たちは，客観的な実質生産費は，それ自体，どのような性格のものである
（1）

べきかについて，次のように考える。

（ｲ）第一に，客観的な実質生産費は，人間が自然に対して働きかける場合に，

どれ程の犠牲を強いられるかを示すものでなけばれならない。だから，実質生

産費は，価格や賃金といった特定の社会に固有なものを用いて定義してはいけ

ない。実質生産費は，いかなる社会においても，生産が行なわれる限り常に存

在し，比較できるものでなければならないからである。

（ﾛ）第二に，客観的な実質生産費は，他の事情とは全く無関係に，生産過程

の事情だけからきめられなければならない。例えば，実質生産費を諸価格に依

存した量で定義するものとすれば，価格状態の変化により実質生産費は変化す

る。しかし他方，生産過程の事情が不変であれば，実質生産費は一定である筈

である。

ヤリ 第三に，客観的な実質生産費は，一つの生産方法が与えられたならば，

その生産方法に対して必ず対応的に定義されるものでなくてはならない。

実質生産費が，上に示したような性格を持つものでなければならないとする

と，それでは，これをどのような測度を用いて測定すべきかが問題となる。一

藤井茂；「国際貿易論｣，’950，特に第3章，古典派国際貿易理論の展開。

渡辺太郎：「国際経済｣，1959.9-15頁。

松井栄一：「比較生産費説におけるヴァイナーとハーバラー｣，国民経済雑誌，第65巻

、第6号及び第66巻・第2号。

（1） 置塩信雄：「再生産の理論｣，1957.：第一篇，第一章，労働生産性，参照。
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つの生産物を生産するにあたっては，直接投下労働量と，その他の生産財が一

定の割合で組合わさって投入される。このように，一見したところ何の共通性

もないような生産財と労働を投入して行なわれる生産において，実質生産費を

考えるにあたっては，どうしても，これらのものを共通の単位で通約して考え

なくてはならない。

生産財と労働とを通約する共通の測度は，まず価格と賃金が考えられる。し

かし，これは，上に示したような，実質生産費の充たしていなければならない

性格を犯す。だから私たちは，このようなものを，実質生産費の測定のために

用いることはできない。

また私たちは，生産財と労働を直接に通約することなく，“労働と資本の一

定の量を含む代表的bale ''の単位数で，実質生産費をあらわす方法を知って
（1）

いる。しかし，私たちは，この方法を，各生産物によって，生産のために用い

られる労働と生産財の割合が異ることを知っている以上，有効なものとして用
（2）

いる訳にはゆかない。

(1) A・Marshall, MIo"ey, Q'edがα"" Coff"wef'ce, 1923.参照。

（2） 例えば，生産財3単位と労働5単位の組をbaleの一単位とするものと考えよう。

そこで，ある生産物を生産するのに，15単位の生産財と25単位の労働を必要とするも

のとすれば，この生産物の生産にあたっての実質生産費は，このbaleで測って5単

位であると言うことができる。ところが，このような実質生産費の算定が，すくなく

とも合理的であると考えられるのは，どのような生産物の生産にあたっても，生産財

を3ル単位用いる必要があるならば，労働はその場合必らず5ル単位必要とされるよ

うな生産方法が採られるのでなくてはいけない。このような調和を，一般に保証する
ことは，殆んど不可能であるように思われる。そこで例えば，ある生産にあたって，

15単位の生産財に対して，20単位の労働を必要とする場合が，生じたとする。この場
合には，実質生産費を5単位のbaleであるとすれば，生産財についてはそのままで

よいが，労働については，全く使用されない5単位までも生産費の内に加えたことに

なるし，逆に，4単位のbaleであると考えれば，労働については，不都合はないが，

生産財については，3単位だけの分を，実際に使用しながら，生産費の算定にあたっ

て過小評価することになる。このような不都合はbaleの単位数を，整数だけでなく，

分数または小数の範囲で算定することにしても避けられるものではない。根本的な治

療の方法は，生産財と労働の間に何らかの合理的な共通測度commensurabilityを見
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生産財と労働を，共通の単位で通約する測度を，これらのもの以外に求めよ

うとする場合には，私たちは，経済学の遺産の内から，次の2つのものを見出

すことができる。第一は“主観的実質費用'’と呼ばれるものであり，第二は投

下労働量である。

ところで，第一の測度による場合には，次のような困難が生じてくる。まず

各人の主観的な犠牲や苦痛が計量できるものでなくてはならないが，このこと

は，非常に困難であるように思われる。しかし，もしこの困難が，生理学の非

常な進歩と共に克服されるにいたったとしても，客観的な生産過程における人

間の犠牲の程度を示す筈の実質生産費が，人間の感じる主観的な犠牲や苦痛と

同一視されるという困難な事態に逢着する。ここにおいては，私たちはもはや，

この第一の測度を放棄せざるをえなくなる。

そこで，私たちに残されるのは，第二の測度を使用することである。これは，

実質生産費を，その生産のために投下された直接間接の労働量によって測定す

るものと考える。しかし，この測度を用いるにあたっても，多くの困難がある。

しかし，この困難は，第一の測度を採る場合に生ずるものに較べれば，克服で

きるものである。どのような困難を，どのように克服してゆくか，それを以下

に考えることにする。

3．投下労働量の決定

前節において私たちは，客観的な実質費用を測定する測度としては，投下労

働量が用いられなければならないことを述べた。ところが，実質生産費を測定

する測度として，投下労働量を用いるにあたっては，（ｲ)各種の労働が等質的な

ものに還元できること，（ﾛ)生産に要した直接間接投下労働量が集計できること，
（1）

を明白にしておかなければならない。

つけだすこと以外には何もない。

（1） この部分での考え方については，置塩信雄：「再生産の理論」1957．参照。
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3．1 各種労働の等質労働への還元

私たちはまず，種々の労働を共通の単位で計量し，等質な労働に還元するた

めの可能な方法について考えなければならない。

私たちが，ここで，種々の労働と言った内にも，類別されなければならない

数個のグループがある。それは,(単に種類が異ると呼ばれる）仕事の種類の異

る労働，強度の異る労働，そして熱練度の異る労働，である｡ これらのものを，

それぞれに，共通の単位で計量するには，どのようにしたらよいのか。この問

題は，前に示した主観的実質費用を用いる場合と，一見して同じように考えら

れるが，そうではない。この場合には，客観的な生産過程における人間の犠牲

を示す実質生産費を，すべて客観的な基準を用いて測定しうるからである。そ

れにも拘わらず，この場合においてすら，測定上の困難は非常に大きい。困難

の解決のためには，労働科学の非常な発達が望まれる。しかし，現在において

すら困難を解決する方法は明らかである。

第一は，仕事の種類の異る労働の通約の問題である。人間社会での生産は常

に社会的である。これは一つには，各自の生産する生産物が，各自の使用の目

的だけで生産されるのでなく，社会の他の人々の使用の目的のために生産され

るものであるし，二つには，生産は常に，社会の構成員の協業と分業を通して

行なわれているからである。このように，どの一つの生産物の生産にあたって

も，多数の人間の労働，仕事の種類の異る労働が必要とされる。そこで私たち

が問題としている実質生産費について考えると，これは，人間が自然に対して

働きかける犠牲を示すものであり，特定の個人の犠牲を示すものではない。多

くの人間の仕事の種類の異る労働によって一つの生産物が生産されるのであっ

てみれば，この生産にたずさわるすべての人々の実質生産費である。すなわち

社会全体の立場からみると，個々の人間でなく，社会全体としての人間が，ど

のような生産物をどれだけか生産するのに，どれだけの労働を必要とするかを

示すものである。だから，労働の強度や熟練度を別とすれば，仕事の種類の異
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る労働，異る個人の労働については，それらがどんな種類の仕事の労働である

か，誰の労働であるかは捨象して，個性のない抽象的な労働時間として，通算

して，実質生産費を算定すればよいことになる。

第二に，この抽象的な労働時間において，労働の強度に相異がある場合には，

どのようにすればよいか。私たちが労働の強度というのは, 単位時間に支出さ

れる労働量のことである。私たちは，これまでは，労働量を労働した時間の長

さで測定してきた。そこでは，単位時間のうちで支出される労働量は一定であ

ると考えた上のことである。私たちは，実質生産費を，一定の生産物を生産す

るのに，どれ程の投下労働量を要するものであるかを示すものと考えている。

この場合，必要な投下労働量の内部での労働強度がまし，その結果，生産物の

量がましたとしても，労働強度の増加に較べて，生産物の増加が劣っていたら，

この場合には，人間の自然に対して支払う犠牲としての実質生産費は増大した

と言わなければならない。このようなことを考えると，労働時間は，労働量の

充分な測度とはいえなくなる。それでは，労働時間に替りうる客観的な測度は

何か。私たちは，これを次のように解決する。最近の労働科学の進歩は，労働

者が生産に従事することによって失なう生理学的なエネルギーの測定を可能な

らしめている。だから，人間が一定の生産物の生産を行うのにどれだけのエネ

ルギーを支出するかによって，実質生産費を測定することができるようになる。

しかし私たちは，その社会において，標準的な労働強度（単位時間内でのエネ

ルギー支出量）をもつ一時間を単位として，労働量を示すことにする。だから，

標準的労働強度よりも強い（または弱い）強度をもつ労働は，エネルギーの支

出量に比例して測定される。

第三に，労働の熟練度の相異をどのように処理するかを考える。熟練労働を

不熟練労働に還算する場合に，労働者の受取る賃金のようなもので通約しては

いけない。このことは，前にも述べたように，賃金といった，資本家的社会に

固有なものを，いづれの社会についても，一般に存在する実質生産費を決定す
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るために用いてはいけないからである。

私たちが，労働の熟練度の相異というのは,(労働強度および仕事の種類につ

いての通約をすませたものと考えた上で),同一の客観的な生産条件の下で，同

一の生産物を同一量だけ生産するのに，一つのグループの労働による場合と，

他のグループの労働による場合とで，必要な投下労働量が異ることを言う。こ

の場合には，2つのグループについては，投下労働量をよりすぐなく必要とし

たグループには，他のグループに較べて，より多くの熟練労働者が含まれてい

たにちがいない。このような場合に，もしも，一方が他方に較べて，実質生産

費が何倍か高いまたは低いということが無条件で言えるならば，実質生産費の

算定にあたっては，熟練労働であろうと不熟練労働であろうと，それらの事情

にはかかわりなく，’時間の労働は1時間の労働として合計すればよい。しか

しながら，同一の客観的生産条件の下で，同一生産物を同一量だけ生産する場

合における，熟練労働と不熟練労働の間の必要投下労働時間の比が，そのまま

熟練度の比であるとは，無条件には考えられない。というのは，熟練労働を養

成するためには，特別の訓練期間が必要であり，その期間においては，一定の

労働がそのために投下されねばならない。このことを考えると，同じ条件の下

で，同じ生産物を同一量だけ生産する場合，訓練を全く，または殆んど要しな

い不熟練労働による必要投下労働時間と，熟練労働のこの生産について必要な

投下労働時間と，訓練のための投下労働時間の合計の両者を較べた場合，全体

として，同じ生産に要した投下労働時間については，確定的に，どちらが大で

あるか，小であるかをきめることはできない。

これらのことを考慮した上で，熟練労働は不熟練労働の何時間に還算さるべ

きかを考える。ここでは2つのことを考えなければいけない。（ｲ)訓練に要した

総投下労働時間が判っていても，それを熟練労働一単位に割当てるにはどうし

たらよいか。(ﾛ)熟練労働を訓練する労働自体が，不熟練労働ばかりでなく，熟

練労働を含む場合にはどうするか。第一の問題について私たちは次のように考
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える。訓練のために投下された総労働は，社会的に確定される熟練労働が労働

する全期間に渉って均等に割当てられるべきである。彼の労働の熟練度が，偶

然的な原因（死亡・疾病・生産方法の変化・職種の変換, etc.)により無駄にな

る場合には，これらの事情による総労働量の変化が，熟練労働の単位量にわり

あてられる訓練のための労働を増加させて，実質生産費を増加させるのでなく，

かえって，実質生産費は一定であるのに，偶発的な社会的な原因により，訓練

のための労働の一部が空費されたと考える。第二の問題は，熟練労働を訓練す

る労働自体が，不熟練労働ばかりでなく，熟練労働をも含む場合の処理につい

てである。ここでの困難は，熟練労働が不熟練労働に還算することができなく

ては，熟練労働の不熟練労働への還算はできないということである。しかし私

たちは，このような場合には，一組の連立方程式系を組立て，それを解くこと
（1）

により，目的を達する方法を知っている。

（1） 私たちの前提により，生産財および消費財は，それぞれ唯一種である。これに従

って，それぞれの生産物の生産方法も，生産財については（α,,γ,)，消費財について

は（α2,ｱ2）である。ところで，この生産財および消費財のそれぞれ一単位の生産にあ

たり必要とされる直接投下労働時間71は，いずれも，それぞれ唯一種づつの不熟練

労働恥 および熟練労働呵2からなるものとする。この場合，それぞれの生産法は，

生産財 （α,､ﾃ,1，ヶ,2）

消費財 （α2,ｱ2,,ｱ22）

となる。ところでここにおいては，私たちは，本文における（3.2）および（3.4）に

おいてするように，諸生産物の生産方法を知っただけでは，各生産物の単位あたり，

投下労働時間を算定することはできない。そこにおいては，労働は均質な一つのもの

として示されるのだから，諸生産物についての生産方法が与えられれば，投下労働量

′は決定される。ところが，ここでは熟練度を異にする2種の労働が運算され，通計さ

れなければならない。

そこで，熟練労働の一時間は，不熟練労働のZ時間に還算されるものとしよう。但

し，この不熟練労働というのは，社会における普通の成員が，特別の訓練を必要とし

ないで行ないうる労働であるとする。この場合には，本文における(3.2)および(3.4）

躯ならって，諸生産物の単位あたり投下労働時間は，

( 1 ) #1 = "1#1 +711+ z712, j2="2#1 +T21 + z722
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3．2 直接間接投下労働量の決定

以上において私たちは，あらゆる種類の労働は，たとえ仕事の種類を異にし，

労働強度を異にし，そして熟練度を異にしているとしても，共通の測度で通約

し，すべて等質化されたものに還元することができることを示した。そこで次

に，このような等質化された労働で測って，生産物一単位の生産に要する直接

間接投下労働量を算定する方法を考えることにする。

ところで，このような生産物一単位の生産に直接間接に投下された労働量の

算定にあたって，次のことに注意しなければならない。私たちの算定しようと

している投下労働量は，現在の技術水準の下で，各生産物を生産しようとする

場合に必要な投下労働量である。これは，実際に，この生産物の生産のために

にて定まる。

私たちは，還算率zを決定するために，更に1個の独立な方程式を必要とする。そ

こで，熟練労働一人を訓練するのに，特別に生産財をE,単位，消費財をE2単位，

不熟練労働をF1単位，そして熟練労働をF2単位だけ必要とするものとする。また，

これだけの生産物および労働により訓練された熟練労働が，その全期間中に行なう労

働量の総計をTとすると，彼の一時間の労働にふりあてられる訓練用の生産物および

労働は，

(e,, e2, /,, /2)

である。但し, Ej=edZ FI=/dTである，

さて，熟練労働の一時間は，不熟練労働のz時間に還算される。熟練労働者の育成

には，特別の人間労働を必要としたから，zは1より大である。すなわち，zは1に

熟練労働1時間にふりあてられる訓練のために支出された労働量を加えたものに等し

く定められることになる。ところで熟練労働1時間にふりあてられる訓練のために支

出された人間労働の大きさは，

t= 2,#, + e2f2+/, + z/2

であるから，zは

(2) z=1+g

となる。

以上でえられた（1）および（2）の3個の方程式から，私たちは，#,および#2と共

に，還算率zを決定することができる。すなわち，各種生産物の生産方法を示す生産

係数と，熟練労働者を育成し，訓練するのに要した諸生産物の量および労働量が確定
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（1）

投下された労働量ではない。実際に投下された労働量を算定するためには，そ

の生産に投下された生産財に投下された労働量を知らなければならないし，更

にその生産財に投下された生産財に投下された労働量を知らなければならない。

……。このような遡及の過程は，すくなくとも私たちは，考える必要をもたな

い。ところが私たちの場合には，一見したところ，非常な困難に逢着するよう

にみえる。ある生産物への投下労働量を知るには，その生産に用いられた生産

財への投下労働量が判っていなければならないのだが,それが判るためには,そ

の生産財への投下労働時間が判っていなければならない。一種の循環論である。

この問題について，私たちは，次のように考える。ある生産物一単位に投下

された労働量を知るためには，その生産物の生産方法と，その生産物の生産に

直接間接に関連する生産財の生産方法を知れば，問題は容易に解ける。

私たちが，このmonographを通して保っている前提に従うと，私たちの扱

う社会での生産物は，生産財と消費財がそれぞれ1個づつである。それらの生

産方法は，前章で示したように，

し，熟練労働者の全期間における労働総量がきまれば，私たちは，熟練労働の不熟練

労働への還算率と共に，各種生産物の単位あたり投下労働量を決定することができる。

置塩信雄：「再生産の理論」71-78頁，参照。

（1） 私たちが，ここで考えてゆこうとしている。生産物一単位の生産に必要な直接間

接投下労働量というのは，本文におけるすぐ次に詳しく述べられるように，生産財お

よび消費財の生産方法が，

（α,,Tl)，（α2,ｱ2）

として与えられたときに，

#1 = ql#1 +71

#2二＝a2il +72

の2個の関係によって決定される。

ところが，このような関係によって決定される投下労働量というのは，現在の段階

で与えられて↓､る。各生産物の生産にあたっての生産方法を用いて，生産を行なった

ならば，投下労働量はそれぞれの生産物の生産にあたって，いくばくを必要とするか，

という問題の解答ではあるけれども，現在，目の前におかれている生産財または消費

財が生産されるにあたって，どれだけの投下労働量を必要としてきたかという問題に
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生産財について("1, T,)
（3.1）

消費財について("2, T2)

である。

そこでは，生産財一単位を生産するのに生産財はα,単位必要とし，直接投

下労働量をT1単位必要とするから，生産財一単位に直接間接に投下された労

働量を#1とすると，メ1は，この生産財に投下された生産財に含まれる労働量

α,#,と，直接投下労働量T1の和である。

(3. 2) #,=",#,+T,

この関係から，生産財一単位の必要投下労働量は，一応決定される。

ここで，一応決定されるというのは，この関係から導びかれるﾒ,の値が，存

在しうるかどうか，また存在するとしても，経済的に有意味なものでありうる

かどうか，について何も触れていないからである。ところで，＃,が経済的に有

意味な値をとるためには，これが正の有限確定値をとることである。すくなく

とも，生産財一単位の必要投下労働量が負の値をとることは，経済的には全く

無意味である。このためには，（3.2）において，

対する解答ではない。この後者の問題に対して，正確に答えようとするならば，人間

の歴史が始まって以来の生産方法の発展の過程のすべてに渉っての調査を必要とする

ことになるだろう。というのは，例えば私たちが現在使用している生産手段は，私た

ちの父が残してくれたものであり，それを生産するために私たちの父の使用した生産

手段は，彼等の父，すなわち私たちの祖父が，彼等に残したものであり，更に…･…。

このようにして，私たちの現在使用しているものの内には，私たちの遠い祖先の労働

が間接的にではあるが伝えられてきているからである。

ところで，私たちが経済の問題を分析するにあたって，このように考えられる祖先

から伝えられた間接的な労働量を含めて，私たちの手にしている生産物が，いくばく

の労働量の結実であるかを考えることは，祖先の遺業をしのぶよすがとはなっても，

経済の問題の分析には，何の役にもたつものではない。私たちは，経済の問題を分析

するにあたっては，現在私たちが手にしている生産物を再生産するとすれば，現在の

技術の水準をもってして，どれ程の労働量を必要とするか，という知識が必要なので

ある。私たちの投下労働量の決定にあたっての観点は，上に示したように，常に現在

の段階における“再生産”ということである。
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（3.3）1－α,＞0

が充たされていればよい。これは，言うまでもなく，前章において示した,生

産が経済的に有意味であるための条件である。すなわち，（3.3）が充たされて

いなければ，この生産は純生産物を生産することができず，従って，経済的に

は全く無意味となる。だから私たちは，一般には，この条件は常に充たされて

いるものと考える。このことを考えれば，生産が経済的に有意味である限り，

(3.2）から，生産財一単位の必要投下労働量を決定することができる。

同様のことは，消費財一単位の必要投下労働量#2の算定についても考えられ

る。すなわち，消費財を一単位生産するのには生産財がα2単位必要だから，

この部分についての間接的な労働量はα2#1である。だからこれに，直接投下労

働量T2を加えると，消費財一単位の必要投下労働量となる。すなわち，

(3.4) #2="2f1+T2

ここでは，生産が経済的に有意味であり，従って＃,が経済的に有意味な値をと

る限り，＃2も必ず経済的に有意味な値をとる。

要するに，生産が経済的に有意味でありさえすれば，各生産物一単位の必要

投下労働量は（3.2）および（3.4）により決定されるo換言すれば，生産が経

済的に有意味でありさえすれば，各生産物一単位の必要投下労働量は，生産方
（1）

法(3.1）が与えられれば決定される。

4．労働生産性を最大ならしめる生産方法。

以上の考察においては，各種生産物への投下労働量の決定にあたって，生産

方法は，各生産物について固定されているものとして考えてきたoそこで，こ

こでは，前章で示した生産函数に含まれる生産方法の内から，どのような生産

（1） 各生産物一単位の必要投下労働量を，このようなmodelで決定しようとする企

てについては，次のものを参照。

置塩信雄，「再生産の理論｣,1957．

置塩信雄，価値と価格，「経済学研究年報」1
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方法を選択すれば，投下労働量を最小ならしめることができるか，換言すれば，

労働生産性を最大ならしめることができるか，と言う点について考えることに

する。

ところで，この場合において注意しておかなければならないことは，多数の

経済的に有意味でしかも有効な生産方法のうちから，どれを選びだすことが，

労働生産性を最大ならしめるものであるか，を決定することはできるのだが，

実際にそのようなものが採用されるとは限らない。このmonographにおいて，

私たちが扱かう資本主義経済について考えるならば，そこで，生産の遂行者で

ある資本家により選択される生産方法は，前章において考えたように，利潤率

を最高ならしめるようなものである。この点から考えて，本節における考察は，

このmonographの全体からみれば，補論としての性格を持つものと考えてよ

い。

さて，私たちの考える例においては，生産財と消費財は，いずれも唯一個宛

である。しかし，そのそれぞれの生産物を生産するにあたっての生産方法は，

多数存在し，その内で，経済的に有意味でしかも有効であるものはすべて，前

章において定義した生産函数

1 =/,(Uz,, T,)
（3.5）

1 =/2("2' 7~2)

に含まれる。

この生産函数に含まれる生産方法は，すべて，前章において示した意味にお

いて，経済的に有意味であり，また有効である。また前章で約束したように，

/‘は適当に（すくなくとも2次までは）徴分可能であり，更に原点に対して

凸であるものとする。

さてまず生産財の生産について

1 =/,("1, T,)
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に含まれる多数の生産方法のうちで，どれを選べば，最も高い労働生産性がえ

られるだろうか。生産財の生産にあたっての労働生産性は，生産財一単位を生

産するのに直接間接に必要な投下労働量の逆数で示される。生産財一単位の必

要投下労働量は，前節で示したように

#1 ="1#1 + 71

により決定される。そこで，この#，を最小ならしめるように，生産方法を選

択すればよいことになる。

次に，消費財の労働生産性を最大ならしめる生産方法の選択について考える。

これも，生産財についての場合と同じに考えればよい。消費財については，生

産函数は

1 =/2("2' T2)

であり，これに含まれる多数の生産方法のうちから，消費財の労働生産性を最

大ならしめるような生産方法を選ぶことである。消費財の単位あたりに投下さ

れる必要労働量は

#2="2#1+,T2

である。だから，＃2の大小は，消費財の生産方法に依存するだけでなく，生産

財の単位当り投下労働量にも依存する。この場合には，消費財の労働生産性は，

生産財の労働生産性にも依存する。

さて，これらのことを考えて，生産財および消費財の労働生産性を最大なら

しめる単位あたりの必要投下労働量を最小ならしめる生産方法は，連続でしか

も原点に対して凸である生産函数

1=/d("0, 7t) j=1, 2

および，投下労働量決定式

#4="4#1 + TI j=1, 2

を条件として
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ｉ

ｔ

Ｍ｜迦砿｜醜
』６

●

３／
１ j=1, 2

の関係をみたさなくてはならない。上に示した合計6個の関係式は，各種生産

物の労働生産性を最大ならしめる生産方法を構成する4個の生産係数

("1, T,) ("2, 7-2)

と，それに対応して決定される。生産財および消費財の投下労働量＃,，オ2

の合計6個の未知数を決定するのに充分である。このようにして，各種生産物
1）

の労働生産性を最大ならしめる生産方法が，すくなくとも，一組は存在する。

このことを，もうすこし直観的に理解するために，私たちは各種生産物の労

（1） 各生産物について，経済的に有意味で，有効な生産方法が連続的に無数ありそれ

はすべて，生産函数

1=/4("4,75) j=1, 2

に属するものとする。また/@は連続であって，適当に徴分可能であり，更に原点に

対して凸である性質を持っているものとする。

上で示された生産函数に含まれる無数の生産方法から，それぞれの生産物について

一組ずつの生産方法を選び出して

fd="1 +7I j=1, 2

に示される方程式で決定される＃,およびｵ2を最小にするにはどのようにしたらよい

かというのが，ここでの問題である。

＃,および#2は，それぞれ

#』=-I圭一

＃2＝α2丁'十ｱ2(1－α'）
1－α1

である。そこで私たちはまず＃，をとりあげて，これを最小にするような生産方法の

決定を考える。

1＝/,(α,,7，）

を条件として#,を最小ならしめるには
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働生産性を最大ならしめるための条件の図的表示を行うことにしよう。いま，

生産財およで消費財の，有意味でしかも有効な生産方法の集合

1=/@("0,Ti) j=1,2

が，図のように与えられているものとする。

生産函数が，生産財については，α,軸にそっては1より上にでないこと，消費

財については1/Rより右にでないことは，前章において示したように，経済

的に有意味な生産方法のみを扱かうからに他ならない。

さて，この2種の生産物についての，有効な生産方法のうちで，最大の労働

生産性を与えるものは，どのようなものであるかについて考える。

G1= #,一入,(ハー1)

を条件なしで最小にすればよい。すると

０
０

１
１

１
１

ノ
ａ

ｆ
７

９
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３
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１
１

入
入一

秘
竺
鞆

１

ｆ
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、
ノ

ーく
がえられ，これを

1＝／,(α1，γ,）

とを併せて，α,,γ,および入,が決定される。ここで入,はLagrangeの乗数である。

次にこれと同じ様にして＃2を最小ならしめるには

G2= 22-入1(/1- 1)-入2(/2- 1)

を条件なしで最小にすればよい。これより

０
０

２
４

２
苅

我
ノ

α
グ
ノ

９
３

９
３

卿
刈

沌一麺雄一恥
、
ノ

２／
４ j=1, 2

がえられ，これと

1=/4("6,'7M) j=1,2

とによって，α《,滝および入4が決定される。

ところで上に承られるようにG1より始って(",, 7,)が決定され，またG2より始っ

て（α,,ｱ,）および（α2,ｱ2）が決定された。だから，＃,を最小にする生産財の生産方法

は，メzを最小にするための生産財の生産方法とは相異なり,flとf2を共に最小なら
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結論から言えば，それは生産財の生産についてはAで示される生産方法，消

費財についてはBで示される生産方法である。その理由は次の通りである。

既に示したように，生産財を一単位生産するにあたって必要な直接間接投下

労働量は

T1
＃1＝＝

1－α1

である。だから，図より判るように，α,軸上の’を示す点と，生産函数上の各

点を結んだ直線と，α,軸とがなす角βについての

tanl81

の大きさが，＃1となるOその値のうち最小となるものは，α1軸上の1を通る直

しめるような生産方法は存在しないかのように承える。しかし，それはみせかけだけ

であり，＃,を最小するに生産財の生産方法の組は，＃2をも同時に最小にする。すなわ

ち(1)より入,を消去すると

('") :g-/-:4f=器ｿ鶉
となるし，また(2)より

（2窯)器/篝=器/篝
がえられる。従って，同一の生産方法を選びだして，メ，およびオ2のいずれもが最小

であるためには

（3）器/器＝蓋ｿ箸
なる恒等関係が成立すればよい。すなわち(3)が成立すれば, (1*)および(2*)の全体

を代表することになるからである。換言すれば,(2*）の2個の関係のうち，1個だけ

が独立な関係となり，全体としては過剰決定ではなくなる。だから(3)が証明されれば

よい。これについては

１
〃

１

ケ
』

１
忽

一一
一一．

鵡一秘鏑一鞆
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線のうち，生産函数と接するものであり，したがってその接点Aの座標が，＃，

を最小ならしめる生産方法を示している。すなわち，（3.6）の条件

8/，
/藍=‘』8α，

が充たされるのは，具体的には，このような状態を意味するものである0

次に，消費財の単位あたり投下労働量は

#2= cz2#1 + T2

であり，このうち，メ,の最小値はtanlO|で示されていたから，この勾配を持

つ直線が，消費財の生産函数と接する点Bの座標が，＃2を最小ならしめる消費

財の生産方法である。すなわち，＃2を最小ならしめる要素は，生産財の単位あ

師2－ 71α2

3α』 （1－α,)2

鋤2－ α2

971 1-al

の関係より容易に

器/器=器/器=‘‘
であることを導びくことができ，従って，(3)の関係は成立するo

だから，メ,およびj2のいずれをも共に最小ならしめるためには,（2*）から

器/鶚=‘‘(4）

であればよい。従って最も労働生産性を高める生産方法の決定は

1＝/4(蝿,可）

＃j＝α1#1＋な ＃＝1，2

fff/:g =''
の合計6個の関係により決定される。そこできめられるのは9 "@'7#および#@の合計

6個である。但し，この証明においては，生産函数/dは何れも，第2章において示

したように原点に対して，凸であることが仮定されているから,#@についての最小を

求める条件のうち必要条件に触れただけで，充分条件には触れる必要はなかった。

置塩信雄著：再生産の理論，98-101頁および130-134頁，参照。
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たり投下労働量と，消費財の生産方法である。ところで，＃,の最小値は既に与

えらたているるから，問題は，オ2を最小ならしめる("2' T2)の組を求めればよ

い。ところで図において,f2の大きさ

1 'α2』'α】

1 9

諏一

漁’
－ － － － ■■ 一 一 一 一 一

~漁 ０
１
１
１
１

I

1

b

O

!Q
〒

し2
－で1

ー

I

P I/R0
0

消 費 財生 産 財

第 3．1 図

nr+'T2メ2＝α2．1－α1
1）

はPT2軸上のOPの長さで示されている。従って,0の大きさは所与とした

上で,OPの長さを最小ならしめる為には，βの勾配を持つ直線が，消費財の

生産函数と接するようにすればよい。この場合には，メ2は最小となる。これは

（1） 図において, 4PBQ=9であるから

PQ_ T,
BQ-1－α1

である。また,BQの大きさはα2だから

γ1

pQ = "2~T－α1

となる。そこで,oQの大きさが，γ2であることを考えれば

n-+72OP= "2-I－α，

であることは，明らかであるo
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また，（3.6）の条件の具体的に図示を与えている。

労働生産性を最大ならしめる生産方法が，上に示したように決定できること

を知ったならば，このような生産方法と第二章で示された，企業にとって最も

有利な生産方法との間の関係を検討しておくことが望ましいように思われる。

2つの生産方法の間の関連を明白にすることがここでの目的なのだから，こ

こでは，最も便利な方法として，第2．4図と第3．1図を総合して，第3．2図を

作り，これをもとにして考えることにする。

まず，α軸となす勾配の絶

対値が#,に等しいような直線

が，ある生産物の生産函数と

接する点Aの代表する生産方

法("*, 'r*)を採用する場合に

は，上に示したように，労働

生産性を最大にすることがで

きる。これに対して，第二章

｣ka

r

ｰ

o において示したように，同じ

第 3．2 図 場処で測った勾配の絶対値が

',/Rj2であるような直線と，同じ生産函数と接する点Bの代表する生産方法，

(", T)を採用する場合には，生産費を最小にし，利潤率を最大ならしめること

ができる。この場合，点AとBが一致するのでなければ，労働生産性を最大に

し，かつ利潤率を最大にするような生産方法を選択することはできない。この

ような特別の場合を除いては，労働生産性を最大にするような生産方法は利潤

率を最大にするものではなく，逆に利潤率を最大にするような生産方法は労働

生産性を最大にするものではない。

それでは，労働生産性と利潤率を共に最大ならしめるような状態は，どのよ

うなものであろうか。このような状態の特徴は，図においては,Aにおける接
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線の勾配と,Bにおける接線の勾配が等しいことである。すなわち

２

少
１

カ
ユ
Ｒ一一一蝿

、｜吟

この関係は，直ちに

,, = ",,, + T,R'2

に導びかれる。この式の左辺は，生産財一単位の価格であり，右辺は生産財一

単位の生産に要した生産費である。この両者が等号で結ばれることは，このよ

うな生産にあたっては，このような生産のactivityに関する利潤が零である

ことを意味している。このような状態は，近代経済理論においては，純粋競争

のゆきつくした状態と考えられている。いずれにしろ，このような状態におい

ては，労働生産性と利潤率は共に最大となる。これに対して，私たちが後の諸

章において考えるように，どのような生産物の生産にあたっても，資本家は常

に一定の利潤率を要求するものであると考えるならば，労働生産性と利潤率が

共に最大となるような生産方法は見出すことができない。

5．要 約

以上において私たちの示したことを要約すると次の通りである。

（ｲ）客観的な実質生産費は，投下労働量を用いて，最もよく測定される。し

かし，この為には，すべての労働が等質化でき，また，生産物の生産にあたっ

ての直接間接の投下労働量が集計されねばならない。これに対し私たちは，

（ﾛ）すべての労働の等質化は，労働科学の進歩と，算定上の技術的解決によ

り可能であること，

ヤリ 各生産物一一単位の必要投下労働量（直接間接投下労働量）は，生産が経

済的に有意味である限り，生産方法が与えられれば，決定できる。

（二）労働生産性を最大ならしめる生産方法は，一単位の生産物を生産するに

必要な生産財の量に対する直接投下労働量の限界代替率が，生産財一単位の生
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産に必要な投下労働量に等しくなるような状態において見出される。

㈱ 生産にあたって，資本家による要求利潤率の大きさが正である限り，労

働生産性と利潤率を共に最大ならしめるような，生産方法を見出すことはでき

ない。

以上が，私たちが以下の分析において，実質生産費の測度として利用してゆ

くことにしようとしている，各生産物の生産にあたっての直接間接投下労働量

についての諸特質である。
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4．交易条件と投下労働量

1．問 題

2．貿易と投下労働量

2‘1 生産財輸出国における投下労働量

2．2 消費財輸出国における投下労働量

3．交易条件と投下労働量

3．1 完全特化の下での交易条件と投下労働量

3．2 交易条件と投下労働量の関係の図的表示

3．3 不完全特化の下での交易条件と投下労働量

4．要 約

1．問 題

前章において私たちは，各生産物の生産にあたっての実質生産費の測度とし

ての単位あたりの必要投下労働量は，どのようにして通算され，どのようにし

て決定されるかを考えた。そこで次に，この章では，このようにして決定され

る各生産物一単位の必要投下労働量は，貿易が行なわれることにより，どのよ

うに変化せしめられるかを，考える。

この問題を扱かうにあたっては，私たちは，貿易の存在を外生的に与えられ

るものと考えることにする。すなわち，問題として採り上げられた国は，輸出

生産物のいくばくかと輸入生産物のいくばくかを与えられた交換比率で交換す

る，ということが与えられるものとして，議論を進めることにする。この国が，

どの生産物をどれだけ輸出し，それに対してどの生産物をどれだけ輸入するか

の決定については，後の章において考えることにする。

猶，私たちが，このmonographにおいて扱う貿易は，商品貿易に限られる。

そして貿易における収支は，常にbalanceしている状態のみを考えることを

明示しておく必要がある。
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以下の分析において私たちは，貿易開始後の，各生産物一単位の必要投下労
（1）

働量を，輸入品を国内生産物であるかのように擬制することにより算定する。

すなわち，ある生産物を一単位輸入するためには，国内生産物の一定量を輸出

しなければならないoだから，これを，国内生産物の一定量を投入して，輸入

品の一単位を生産するというように擬制するのである。このようにして算定さ

れる各生産物一単位の必要投下労働量は，そこで，交易条件に応じてどのよう

に変化するか。私たちが，ここで分析しようとするのは，このように設定され

る問題である。

2．貿易と投下労働三

私たちはまづ，貿易が開始された後においては，各生産物一単位の必要投下

労働量はどのようにして決定されるか，について考える。

以下の分析においては，私たちは国際的な交換比率である交易条件は生産財

一単位と交換される消費財の量によって定義されるものと考え，これをpで示

すことにする。この交易条件pが，実際に，どのようにして，どのような水準

できめられるか，については後の章において考えることにする。ここでの分析

‘においては,Pについてのきまった値は必要としない。

また私たちは，ここでは，（ｲ)生産財を輸出し消費財を輸入する国と，（ﾛ)消費

財を輸出し生産財を輸入する国，のそれぞれについて，別個に分析を行うこと

が便利であるように考えられる。以下においては，前者を生産財輸出国，後者

を消費財輸出国と呼ぶことにする。

2．1 生産財輸出国における投下労働量

まづ，生産財輸出国における，各生産物の一単位あたり必要投下労働量につ

いて考える。

第一に，生産財輸出国における生産財一単位の必要投下労働量は，交易条件

《1) 置塩信雄：不等価交換の実証，福島大学「商学論集｣，第27巻・第3号, 169頁。
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pからは全く無関係であるoその理由は次の通りである。この国は生産財を輸

出し，消費財を輸入する。交易条件が関係するのは，輸入された消費財を通し

てである。ところが，生産財一単位の必要投下労働量をきめるのには，消費財

一単位の必要投下労働量は全く無関係である。だから，生産財輸出国における

生産財一単位の必要投下労働量は，貿易が開始された後においても，それ以前

と較べて，全く不変である。そこで，生産財一単位の必要投下労働量をｵ’とし，

貿易開始後のそれには（*）印をつけて示せば，この関係は，

（4.1）＃,*＝j」

で示される。

第二に，生産財輸出国における消費財一単位の必要投下労働について考えるo

まず輸入された消費財の一単位を入手するためには，この国はP－1単位の生

産財を輸出しなければならない。だから，輸入品を国内生産物であるかのよう

に擬制して考えることにすれば，この国は，生産財一単位を生産するためには，

#,単位の労働を投入しているのだから，消費財一単位を入手するためには，

P-'#'単位の労働を投入していることになる。従って，輸入消費財一単位を入

手するに必要な投下労働量#2'は，

(4. 2) #2'=P~'/1

にて示される。これはまた，この国が生産財の生産に完全特化した場合におけ

る，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量とも考えられる。

それでは，特化が不完全である場合には消費財一単位の必要投下労働量はど

のようになるだろうか。これについては，私たちは次のように考えるoこの不

完全特化の状態における，この国での消費財の生産量を力2，また相手国よりの

消費財の輸入量をZ2とするoこの場合には,貿易開始後におけるこの国の消

費財一単位の必要投下労働量は，従来国内において，国内産の生産財を用いて

生産していた消費財の一単位あたりの必要投下労働量ﾒ2と，輸入消費財一単位

の入手に要した投下労働量#2'の，力2およびZ2をそれぞれのweightとする加
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重平均である。すなわち，

（4.3）メ2*＝α#2＋(1－α)#2′

但し

ヵ2
α＝＝

"2 + "2

これは,この国が生産財の生産に完全特化した場合も含む，貿易開始後の消費

財一単位の必要投下労働量の一般的表示であるo (4. 3)において，国内で生産

される消費財の量力2が零になる場合には

#2＊＝22′

となることは明らかである。これは,この国が，生産財の生産に完全特化した

状態を意味する。

2．2 消費財輸出国における投下労働量

次に，消費財輸出国における，各生産物一単位の必要投下労働量について考

えることにする。

第一に，消費財輸出国における生産財一単位の必要投下労働量について考え

る。この国は，消費財を輸出し，生産財を輸入しているOだから，この国にお

いては生産財輸出国においてみられたような，生産財一単位の必要投下労働量

が，国際的な交換から独立であることは不可能である。

そこでまず’この国において’輸入生産財一単位を入手するに必要な投下労

働量＃1′について考える。これは次のようにしてきめられる。私たちは，国際

的な交換において，生産財一単位は消費財P単位と交換されることとした。従

って’この国は，生産財輸出国より一単位の生産財を輸入するためには,P単

位の消費財を輸出しなければならないOそこでこのためにはどれだけの投下労

働量を必要とするかといえば，この国における消費財の必要投下労働量とPの

積で示される。ところが，この国においては，生産財を輸入し，更にその生産

財を用いて消費財を生産しているのだから，この生産財一単位の必要投下労働
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量がきまらなければ，消費財一単位の必要投下労働量もきまらず，従ってまた，

輸入生産財一単位の必要投下労働量もきまらない。このような循環論を克服す

る方法については，私たちはすでに数度の経験により，一組の連立方程式系の

同時解をうる方法により知っている。ここでも私たちは，この方法によること

にする。

そこで，貿易開始後における消費財一単位の必要投下労働量をj2＊とする。

この場合には，輸入生産財一単位を入手するのに必要な投下労働量＃'，は，

（4.4）＃,'＝〆2＊

である。更に，この輸入生産財一単位の入手に要した投下労働量は，そのまま

貿易開始後の生産財一単位の必要投下労働量ではなく，（この国が消費財の生産

に完全特化した場合には，この両者は等しいのだが),これを求めるためには，

その状態における，この国で生産した生産財の量を力，とし，また，生産財の

輸入量を21とすると，この国の貿易開始後の生産財の一単位あたり必要投下

労働量は，

（4.5）＃,*＝β#,｡＋(1－β)#,′

但し

β＝溺1釜Ⅲ
にて示される。すなわち，この国で生産された生産財一単位の必要投下労働量

＃,。と,輸入生産財一単位を入手するに要する投下労働量＃'の，力'と21をそれ

ぞれweightのとする加重平均である。また，この場合に示されている。この

国で生産された生産財一単位の必要投下労働量＃,・は，当然のことであるが，

貿易開始後における生産財一単位の必要投下労働量＃'＊を基として算定される

のであるから

(4. 6) #,｡ =",#,*+T,

であることに，注意しなければならない。
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ところで，ここで用いられる，貿易開始後のこの国における生産財一単位の

必要投下労働量＃,*，および消費財一単位の必要投下労働量＃2＊はいずれも，

まだ決定はされていない。これらについては，この国の消費財一単位の必要投

下労働量を規定する関係を導いた後において，同時的に決定されるものである

ことを示す。

そこで第二に，この消費財輸出国における消費財一単位の必要投下労働量に

ついて考える。これについての考慮は簡単である。上に示したように，貿易開

始後における，この国での生産財一単位の必要投下労働量をf'＊とすると’こ

の国の貿易開始後の消費財の一単位あたりの必要投下労働量＃2＊は，次のよう

に算定される。

(4. 7) #2*="2#1*+T2

すなわち，この国においては，生産財をα2単位と，直接投下労働量を'm単位

投入して，一単位の消費財を生産しているのだから，貿易開始後の生産財の必

要投下労働量が2,＊であれば，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量

#2＊は（4.7）で示されるようにして,算定されるo

そこで，上に示した（4.4)，（4.5)，（4.6）および（4.7）の4個の関係を連

立させて考える。この4個の関係より，私たちは，＃,'，＃1．，＃'＊および#2＊の4

個の未知数を決定することができる。

この場合，この国における生産が，経済的に有意味であるべきことは言うま

でもない。これは，

1－坪2＞0

であればよい。これは, P-1>"2であることから，消費財一単位の生産に必要

な生産財の量は，消費財一単位と交換に得られる生産財の量より小でなくては

ならない，ということを意味している。この関係がみたされるのでなければ，

この国は，消費財の生産をこれ以上におし進めることができなくなる。すなわ

ち，消費財一単位と交換に得られる生産財の量よりも多くの生産財を，一単位
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の消費財の生産に要する場合には，このような生産は経済的に全く無意味であ

るし，従って，このような結果を生む交易条件自体が経済的に無意味となる。

そこで私たちは，この条件を，前に示した，生産が有意味である為の条件と区

別して，貿易が有意味である為の条件と呼ぶことにする。

また，この条件は，次のことを意味しているものと理解してもよい。消費財

輸出国においては，消費財を輸出して，生産財を輸入するoだから，交易条件

Pというのは，この国が，一単位の生産財を入手するのに輸出しなければなら

ない消費財の量である。また，α2は，消費財の一単位を生産するのに必要な生

産財の量である。したがって，“2は消費財輸出国が，一単位の生産財を入手

するために，投入しなければならない生産財の量である。このように考えれば，

(4.7）の条件の意味するところは（貿易をも含めての）生産が，純生産物を生

産できる程のものでなければならないことである。この場合には，封鎖体系に

ついて考えた場合と同じように，生産は経済的に有意味なものでなければなら

ないことが明らかとなる。

いずれにしろ，このようにして，貿易開始後における，各生産物一単位の必

要投下労働量は決定される。

3．交易条件と投下労働量

以上において私たちは，貿易の開始後における各国での各生産物一単位の必

要投下労働量はどのようにしてきめられるか，を示した。そこで次に，このよ

うにしてきめられる必要投下労働量は，交易条件pの変化に応じてどのように

変化するか，そしてまた，貿易開始前のそれに較べてどのように変化するかを

考えてゆくことにする。

このような問題を分析するにあたって，私たちは次のような順序を辿ること

にする。まず第一に，各国がそれぞれに輸出産業に完全特化した場合について

考える。そして第二に，そこで得られる知識を拠りどころとして，各国が不完
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全特化の状態にある場合について考える。

3．1 完全特化の下での交易条件と投下労働量

まず，各国がそれぞれに，輸出産業に完全特化している状態において考える。

前節で示したように，ここでも生産財輸出国と消費財輸出国のそれぞれにつ

いて，別個に考える。

（ｲ）生産財輸出国

この国が，生産財の生産に完全特化した状態においては，この国の各生産物

一単位の必要投下労働量は，次のように示すことができる。

＃,＊＝2，
（4.8）

#2* =p-1#'

そこで，交易条件の変化が，これらの各生産物一単位の必要投下労働量に，ど

のような変化を斉らすか，について考える。

まず，生産財一単位の必要投下労働量は，交易条件の変化とは全く無関係で

ある。これは，もっぱら，この国における生産財の生産は，この国で生産され

た生産財のみを用いて生産されることによる。

次に，生産財輸出国における消費財一単位の必要投下労働量は，

“，〕帯く。
であるから，交易条件の上昇と共に下落する。この国にとっては，消費財一単

位と交換に輸出しなければならない生産財の量が交易条件の逆数であることか

ら，交易条件の上昇は，この国にとって，交易条件の有利化を意味するoだか

ら，この国にとっては交易条件の有利化と共に消費財一単位の必要投下労働量

は低下する。これは，交易条件の有利化により，この国は，一単位の消費財を

輸入するのに輸出しなければならない生産財の量を減ずることができ，しかも，

生産財一単位の必要投下労働量は不変であることから，当然の帰結である。

これと逆の場合，すなわち，この国にとって交易条件が不利化する場合には，
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消費財一単位の必要投下労働量は増加する。

ところで，生産財輸出国における，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労

働量は，交易条件が，この国での国内での投下労働量比率（ﾒ,/#2）に等しい場

合には，貿易開始前の消費財一単位の必要投下労働量に等しい。従って

("0)‘権',‘｡『'薑÷

だから私たちは，次のように考えることができる。すなわち，交易条件が，こ

の国の国内投下労働量比率（ｵ,/ﾒ2）より大，等しい，または小であるに従って，

貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量j2＊は，貿易開始前のそれ＃2よ

りも小，等しい，または大となる。

（ﾛ）消費財輸出国

との国が，消費財の生産に完全特化した状態においては，この国の各生産物

一単位の必要投下労働量は次のように示される。

’‘*=‘祭，
（4.11）

’‘.=』義，
これは次のことを意味している。まず，この国の生産財一単位の必要投下労

働量は，この国が全く生産財の生産を行なわないために，生産財を相手国より

輸入するために輸出しなければならない消費財の量（交易条件）と，その必要

投下労働量に依存する。ところが，相手国にむけて輸出される消費財は，当然

のことながら，輸入した生産財を用いて生産される。だから，この場合のよう

に，消費財の生産に完全特化した国にとっては，生産財の投下労働量は，この

国における消費財の生産方法(@z2, T2)と交易条件pに依存する。また，消費

財一単位の必要投下労働量も，同じ理由により，消費財の生産方法と，交易条

件に依存する。

また，この場合，j,＊および＃2＊がいずれも経済的に有意味な値（正値）をと
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りうるためには，既に示したような貿易が経済的に有意味であるための条件を

充たしていなければならないことは，言うまでもない。

さて，これらの，各生産物の一単位あたり必要投下労働量に対して交易条件

の変化はどのように影響するだろうか。

まず，生産財一単位の必要投下労働量については

（"2）帯>・
であるから，交易条件の下落と共に低下する。この国は，消費財を輸出して生

産財を輸入しているのだから，交易条件の下落は，この国にとっては，交易条

件の有利化を意味する。だから，この国にとっては，交易条件の有利化と共に，

生産財一単位の必要投下労働量は低下するもの，と考えることができる。また

逆に，交易条件が上昇し，この国にとって，交易条件が不利化する場合には上

昇する，と考えることができる。

また，消費財輸出国における，貿易開始後の生産財一単位の必要投下労働量

は，交易条件が，この国の国内投下労働量比率に等しい場合には，貿易開始前

の生産財一単位の必要投下労働量に等しい。従って，

（"3)’｜唇‘‘!｡''薑÷
このことより私たちは，交易条件が，この国の国内投下労働量比率より大，等

しい，また小であるに従って，貿易開始後の生産財一単位の必要投下労働量

#,＊は，貿易開始前のそれ＃，より大，等しい，または小となる，ものと考える

ことができる。

次に，消費財一単位の必要投下労働量については，

器>。(4.14）

であるから，交易条件の下落，すなわち，この国にとっての，交易条件の有利

化と共に，消費財一単位の必要投下労働量は低下することを，確かめることが
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できる。また逆に，交易条件が上昇し，この国にとって，交易条件が不利化す

る場合には上昇することを，明らかにすることができる。

また，この国における，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量は，交

易条件が，この国の国内投下労働量比率に等しい場合には，貿易開始前の消費

財一単位の必要投下労働量に等しい。従って

(4. 15) 22*=2 for p菫÷
このことよりまた，交易条件が，この国の国内投下労働量比率より大，等しい，

または小であるに従って，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量#2＊は，

貿易開始前のそれ＃2より大，等しい，または小となることを，明らかにする

ことができる。

以上のべたところを要約すると，次の通りである。何れの国においても，交

易条件の有利化は，各生産物一単位の必要投下労働量を低下させる。そしてま

た，生産財輸出国においては，交易条件が国内投下労働量比率より大，等しい，

または小となるにつれて，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量は，貿

易開始前のそれに較べて小，等しい，または大となる。また，消費財輸出国に

おいては，交易条件が国内投下労働量比率より大，等しい，または小となるに

つれて，貿易開始後の各生産物の一単位あたりの必要投下労働量は，貿易開始

前のそれに較べて大，等しい，または小となる。

3．2 交易条件と投下労働量の関係の図的表示

上に述べたことを，より明白にする目的で，同じ結論を，図によって示すこ

とにしてみよう。この場合にも，私たちは，生産財輸出国の場合と，消費財輸

出国の場合を別個に扱う。

（ｲ）生産財輪出国

図において，縦軸には，生産財一単位の必要投下労働量＃1をとり，横軸に

は，消費財一単位の必要投下労働量＃2をとる。そこで，この#1－＃2平面におい

て，この国の貿易開始前における各種生産物一単位の必要投下労働量（#1,ﾒ2）
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を点Aで代表させることにする。この点Aと原点を結ぶ直線と，横軸とが作る

匂配が，この国にとっての国内投下労働量比率（#,/#2）である。

この国における，完全特化の状態での貿易開始后の各生産物一単位の必要投

｣|t l

0

第 4．1 図

下労働量は，それぞれ

＃,＊＝＃，
（4.8）

#2* =p-'#'

である。この2つの関係から，私たちは，与えられた交易条件pに対応する，

各生産物一単位の必要投下労働量の組（＃'*,#2*）をきめることができる。第一

の関係は，点Aを通る横軸との平行線をあらわしており，第二の関係は，原点

を通る横軸との勾配がPである直線をあらわしているoそこで求めらるべき各

生産物一単位の必要投下労働量の組（#1*'＃2*）を示す点は，これら2つの直線

の交点で示される。

この図より直ちに判るように，（ｲ)交易条件pが，上昇し，この国にとって交

易条件が有利化するにつれて，生産財一単位の必要投下労働量は不変であるが，

消費財一単位の必要投下労働量は低下する。逆は逆｡ (D)交易条件Pが，国内投

下労働量比率より大，等しい，または小であるにつれて，消費財一単位の必要
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投下労働量は，貿易開始前のそれに較べて小，等しい，または大となる。

（ﾛ）消費財輸出国

図の縦軸および横軸の構成は，上と同じである。それでまた，貿易開始前に

おける各種生産物一単位の必要投下労働量（＃1，＃2）を 点Bで代表させること

にする。この点Bと原点を結ぶ直線と，横軸とが作る勾配が，この国にとって

の国内投下労働量比率であることも前の場合と同じである。

tl

(t ],t2)f

ti,t b)（

２
一

ｔ

0

第 4．2 図

この国における，完全特化の状態での，貿易開始後の各雄産物一単位の必要

投下労働量は，それぞれ，次の関係を充たすものであり，

#,*=〆2*
（4.16）

#2* = "2#1* + T2

この2つの関係から，私たちは＃1＊と＃2＊を決定するo第一の関係は，また，

原点を通る，横軸との勾配がPの直線である。次に第二の関係は，点Bを通り，

横軸との勾配が1/α，の直線である。この勾配は，正であり，また国内投下労

働量比率よりも大である。

１
４

２
α

く１
２

Ｄ
ｒ

Ｄ
Ｚ

さて，私たちの求めなければならない。各生産物の貿易開始後における単位
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おたりの必要投下労働量（#,*,＃2*）は，この2つの直線の交点にて与えられる。

ここで注意しなければならないことは，交易条件pは，上の第二の関係の勾配

より大であってはいけないことである。すなわち，

p<*
でなくては，2つの直線の交点は，この平面の正象限の内では見出すことがで

きない。この条件は，私たちが，前に(4.7）において示したものと全じである。

すなわち，これは，消費財一単位の生産に必要な生産財の量が，消費財一単位

と交換に得られる生産財の量より小でなければ，この国は，消費財の生産をや

めて，もっぱら輸入に依存することになる，ことを意味している。だから，そ

のようなことのないように，貿易が経済的に有意味であるためには，この条件

は常に充たされているものとする。貿易が経済的に有意味であり，従って，こ

の図における2つの直線に交点が見出しうる場合には，図より直ちに次のこと

が判る。

（ｲ）交易条件pが下落し，この国にとって交易条件が有利化するにつれて，

各生産物一単位の必要投下労働量は低下する。逆は逆。

（ﾛ）交易条件pが，国内投下労働量比率より小，等しい，または大であるに

つれて，各生産物一単位の必要投下労働量は，貿易開始前のそれに較べて，小，

等しい，または大となる。

3．3 不完全特化の下での交易条件と投下労働量

以上において，私たちは，完全特化の状態の下での交易条件と投下労働量の

関係をみてきた。そこで次に，これらの知識を基として，不完全特化の状態の

下での交易条件と投下労働量の関係を分析する。

ここでもまた，生産財輸出国と消費財輸出国の別を設ける。

（ｲ）生産財輸出国

この国にとっての，不完全特化の状態の下での，各生産物の単位あたり必要

投下労働量は，それぞれ次のように示された。
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（4.1）＃,*＝j，

（4.3）t2*＝αﾒ2＋(1－α)＃2′

α＝ 邦2
"2 + "2

まず，この国での生産財一単位の必要投下労働量は，明らかに，貿易の存否

とは無関係である。このことは，私たちのmodelが2生産物しか扱かわず，

しかもその構成が，生産財と消費財であること，そして，貿易における交換の

過程に生産財が入ってくるのは，生産財輸出国からの輸出としてだけであるこ

とに起因している。もしも生産財が2種類以上あり，いづれの国の輸出品につ

いても，この内の何れかが含まれるようなmodelであれば，どの生産物の必

要投下労働量にしろ，貿易の存否から全く無関係であるといった現象は生じな

い。だから私たちは，一般的な命題としては，“生産財輸出国の生産財一単位

の必要投下労働量が，貿易の存否と無関係である”，ということを提示するこ

とは避けなければならない。

次に，生産財輸出国における消費財一単位の必要投下労働量は，自国で生産

した生産財を用いて生産された消費財一単位の必要投下労働量（これはまた，

貿易開始前におけるこの国での消費財一単位の必要投下労働量）と，自国で生

産した生産財を輸出して，その代償として受とった輸入消費財一単位の必要投

下労働量（これはまた，完全特化の場合における消費財一単位の必要投下労働

量）との加重平均である。この場合のweightは，それぞれ,1国での消費財

の生産量”2と輸入量Z2である。

さて，自国で生産した生産財を用いて生産した消費財の必要投下労働量は，

この国での各生産物の生産方法が不変である限り不変である。また，輸入消費

財の必要投下労働量は，消費財一単位の輸入に必要な生産財の投下労働量に等

しく，これは交易条件Pの逆数と，この国での生産財一単位の必要投下労働量

の積である。ところで，生産物一単位の必要投下労働量は，この場合，貿易の

存否に拘わらず不変である。従って，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労
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働量は，交易条件の大きさと，特化の程度に依存する。すなわち，

(4. 3*) #2*="f2+(1－α)p-'#1

ここでαは，この国における輸入産業での特化の程度を示し，αが零に近づ

く程，特化の程度が大であることを示す。（4.3*）において，

("7) \- - (' -4')'I'-'<・

("8) \='2-,,-:信。‘｡『’臺令
であるから，私たちは，次のように考えることができるo生産財輸出国におけ

る貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量は，（イ）特化の程度を不変と

すれば，交易条件が，上昇するにつれて，すなわちこの国にとって有利化する

につれて，低下する。逆は逆｡(ロ）交易条件の変化はないものとすれば,交

易件条が，国内投下労働量比率より大，等しい，または小であるにつれて，特

化の程度の深化と共に，低下，不変，または上昇する。

また，この国における，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量は，交

易条件が，この国の国内投下労働量比率に等しい場合には，貿易開始前と同じ

大きさとなる。従って，

“,，)‘‘壜‘，‘“’薑-:‐
このことより私たちは，交易条件が，この国の国内投下労働量比率より大，等

しい，または小であるに従って，貿易開始後の消費財一単位の必要投下労働量

は，貿易開始前のそれより小，等しい，または大となる’ものと考えることが

できる。

（ﾛ）消費財輪出国

この国にとっての，不完全特化の状態の下での，各生産物の単位あたり必要

投下労働量は，また，それぞれ次のように示された0

(4.4）#1'＝〆2＊
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(4.5) #1*=",｡+(1一β)',' ; I3- *""
(4. 6) f,｡ =Iz,#,* + 7,

(4. 7) #2* = "2#1* + T2

まず，この国における生産財の単位あたり必要投下労働量から考える。上に

も示したように，この国についての事情は，生産財輸出国に較べて精々複雑で

ある。すなわち，この国は消費財を輸出して生産財を輸入する。だから，生産

財一単位の必要投下労働量は，自国で生産した生産財のみを利用する生産財輸

出国とは異り，輸入生産財についての投下労働量にも依存する。それがどのよ

うにしてきめられるかは，上に示したように，自国で生産した雄産財を用いて

生産した生産財の投下労働量＃1oと，輸入生産財の投下労働量＃,，の加重平均

であり，そのweightは，自国で生産した生産財を用いて生産した生産財の生

産量好,と生産財の輸入量jZ1である。

さて’自国で生産した生産財を用いて生産した生産財の単位あたり必要投下

労働量#1oは，この国での生産財の生産方法が不変である限り貿易開始後にお

ける生産財一単位の必要投下労働量＃,＊に依存して定まる。また輸入生産財へ

の投下労働量は生産財一単位の輸入に必要な消費財の生産にあたっての投下労

働量に等しく，これは交易条件Pとこの国での消費財一単位の必要投下労働量

との積である。ところで，この国で消費財を生産するためには，また当然に生

産財を使用するから，結局,この国での生産財一単位の必要投下労働量は(4.7）

と，

（4．5*）メ,* = 8(",#,* + T,) + ( 1一β)p#2 *

との2つの関係によってきまる。ここでβは，この国の輸入産業での特化の程

度を示し，βが零に近づく程，特化の程度が大であることを意味する。

そこで（4.5*）と（4.7）より，私たちは，

BT,+ (1－β)pT2
1－{βα'＋(1－β)Pq2 }

(4.20）オ,*＝
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を得る。

この（4.20）において，

（1－)＃2＊ ＞0（"')帯＝‘-β"‘-(1－β),｡,，

(422) \-:g謬筈三器‘薑。for p篝÷
だから，私たちは，次のように考えることができる。消費財輸出国における貿

易開始後の生産財一単位の必要投下労働量は，（イ）特化の程度を不変とすれ

ば，交易条件が下落しこの国にとって有利化するにつれて，低下する。逆は逆。

（ロ）交易条件の変化はないものとすれば，交易条件が，国内投下労働量比率

より大，等しい，または小であるにつれて，特化の程度の深化と共に，上昇，

不変，または低下する。

また，この国における貿易開始後の生産財一単位あたりの必要投下労働量は，

交易条件が，この国の国内投下労働量比率に等しいときには，貿易開始前と同

じ大きさとなる。従って，

１
２

Ｄ
ｒ

Ｄ
ｒ

－－Ｐ

(4.23）＃,*雪， for

このことより，また，私たちは，交易条件が，この国の国内投下労働量比率よ

り大，等しい，または小であるに従って，貿易開始後の生産財一単位の必要投

下労働量は，貿易開始前のそれより大，等しい，または小となる，ものと考え

ることができる。

最後に，消費財輸出国での消費財一単位の必要投下労働量について考える。

この国は，消費財を輸出し，生産財を輸入し，不完全特化の状態においては，

国産生産財と輸入生産財を用いて消費財の生産を行う。これらのことを考慮し

て，消費財一単位の必要投下労働量は，

βa2T1+ (1－βα1)T2
(4.24）＃2*＝

1－βα,一(1－β)”？
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であることが判る。

この（4.24）において，

一一

磁一印

ｒＯ
ｆ

Ｏ
Ｏ

二
三三

窯２恥柵一伽
ノ
ー

Ａ
－

ａ
１
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ｋ
ｌ

の
く

う
ぐ

吟
咋
も
←
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ｋ
（
β

１
（
β

一
火
一

１
α
１

(4.25）

8ﾒ2＊
W=

１
２

ｏ
ｚ

○
Ｆ

一三Ｐ(4.26）

だから，私たちは，次のように考えることができる。消費財輸出国における貿

易開始後の消費財一単位の必要投下労働量は，（イ）特化の程度を不変とすれ

ば，交易条件が下落し，この国にとって有利化するにつれて，低下する。逆は

逆｡ (D)交易条件の変化はないものとすれば，交易条件が，国内投下労働量

比率より大，等しい，小であるにつれて，特化の程度の深化と共に，上昇・不

変．または低下する。

また，この国における貿易開始後の消費財一単位あたりの必要投下労働量は，

交易条件が，この国の国内投下労働量比率に等しいときには貿易開始前と同じ

大きさとなる。従って，

P臺号(4. 27) #2*=#2 for

このことより，また私たちは，交易条件が，この国の国内投下労働量比率より

も大，等しい，または小であるに従って，貿易開始後の消費財一単位の必要投

下労働量は，貿易開始前のそれよりも大，等しい，または小となる。ものと考

えることができる。

4．要 約

以上において私たちは，各国における，各種生産物一単位の必要投下労働量

が，貿易の存在によって，どのように影響をうけるものであるかを検討してき

た。そこで得られた結論を要約すると，次の通りである。



交易条件と投下労働量 77

（'）何れの国のどの生産物についてみても，各生産物一単位の生産に要する

直接間接投下労働量は，（イ）特化の程度を不変とすれば，交易条件がこの国

に有利化するにつれて低下する。逆は逆。（ロ）交易条件が不変であれば，交

易条件が国内投下労働量比率よりも大，等しい，または小であるにつれて，

(a)生産財輸出国においては，特化の程度の深化につれて，低下．不変また

は上昇するo (b)消費財輸出国においては，特化の程度の深化につれて，上

昇・不変または低下する，ものと考えられる。但し，ここでの一般的な結論に

おいては，生産財輸出国での生産財一単位の必要投下労働量については，それ

が特殊なcaseであることの故に，含ましめない。但し，後の分析の過程にお

いては，厳密な条件としては，充分に使用する。

（2）また，生産財輸出国の消費財一単位の必要投下労働量は，交易条件が国

内投下労働量比率より大，等しい，または小であるにつれて，小，等しい，ま

たは大となること,及び消費財輸出国の各生産物一単位の必要投下労働量は，

交易条件が，国内投下労働量比率より大，等しい，または小であるにつれて，

大，等しい，または小となることも，私たちの以下の分析にあたっては，非常

に重要な役割を果すことになる。
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5．貿易のない資本家的経済の生産と分配の構造

問 題

資本家的経済を扱うにあたっての諸前提

貿易のない資本家的経済の生産と分配の構造

3.1 資本家的均衡

3.2 生産物に対する需要と供給

3.3 生産水準と利潤率

3.4 利潤率と実質賃金率

3.5 実質賃金率と雇用

3.6 資本家的経済の短期的均衡体系

資本家の最終需要と剰余労働および利潤

4.1 資本家の最終需要と剰余労働

4.2 資本家の最終需要と利潤

１
人

今
乙

今
。

4

1．問 題

以上の諸章において，私たちは，このmonograPhにおける主題の分析のた

めの，予備的考察を終った。そこで次に私たちは，主題の分析のためのmodel

の設定に移ることにする。この章及び次の章での問題は，私たちの以下での分

析のためのmodelを,どのように設定するか，である。

私たちが分折しようとする経済は，言うまでもなく資本家的経済である。そ

れでは，この資本家的経済の制度的特徴は何か。このことを明らかにした上で，

その特徴の主たるものをすべて含ましめうるような経済はどのように組立てら

れているものと考えたらよいか。私たちは，まづこの章においては，貿易をも

たない封鎖的な一国の経済について考える。
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2．資本家的経済を扱うにあたっての諸前提

私たちは，資本家的経済の制度的諸特徴を次のように考える。すなわち，社

会的分業と生産手段の資本家的私有，そして賃金労働の搾取にもとづき，資本

家が，生産物を，自己の消費の目的でなく，販売のために，生産する経済である。

このような，資本家的経済について諸種の分析をするにあたって，私たちは，

次のような前提をおくことにする。

イ） 経済を構成する階級は，資本家階級と労働者階級だけである。

ロ） 利潤と賃金以外の所得は無視する。

ハ） 生産財と消費財は，それぞれ，ただ一種だけである。

二） 資本家は，今期の所得をすべて，新投資か消費のいずれかに支出する。

ホ） 労働者は，今期の賃金所得をすべて消費に支出する。

3．貿易のなし､資本家的経済の生産と分配の構造

貿易を通しての外国との関連を持たないような資本家的経済においては，生

産と分配は，次に述べるような枠の内にはめこむことができる。

3．1 資本家的均衡

経済の一定の活動水準＝生産水準が，資本家の観点からみて，ご均衡水準亀
（1）

とみなされるために，充たされなければならない条件は次の通りである。

（ｲ）生産された生産物は，すべて販売しつくされねばならない。このことは，

彼等の生産が，単に自己の消費のためにのみ行なわれるものでないことを考え

れば明白である。

（ﾛ）生産にあたっては，生産設備はfullに稼動されていなければならない。

たとえ，生産された生産物がすべて販売しつくされるとしても，そのような生

産水準が，遊休設備を抱えるものであっては，充分な意味で，“均衡水準,’で

（1） 置塩信雄：‘‘実質賃金率決定の一側面"，「経済学研究年報」7,137-8頁，参照。
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あるとはいえない。

例 完全稼動の状態で生産された生産物はまた，資本家の満足するような条

件で販売されなければならない。単に販売されればよいというのであれば，ど

のような膨大な生産物も吸収しうる販路は保証される。しかし，販売条件を無

視したうりさばきは，資本家にとって無意味である。

要するに，資本家的均衡が成立しているためには，生産設備をfullに稼動

して生産した生産物が，資本家の満足する条件で販売しつくされなければなら

ない。

3．2 生産物に対する需要と供給

資本家的均衡が成立するための第1の条件は，生産された生産物のすべてが

需要にみあうことである。

前提に従えば，私たちの考える資本家的経済においては，

（ｲ）生産財生産部門での生産物に対する需要は，生産財生産部門と消費財生

産部門からの補填需要と新投資需要とからなる。

（ﾛ）消費財生産部門での生産物に対する需要は，労働者の消費需要と，資本

家の消費需要とからなる。資本家の在庫増は考えない。

そこで，生産財及び消費財の生産方法をそれぞれ("1, T1)および(Uz2, T2),

実質賃金率をR,そして資本家の生産財および消費財に対する最終需要をγ,お

よびy2とすると，需要にみあう生産水準”,および物 は，次の関係をみたさ

なければならない。
（1）

"1= "1"1+"2"2 +yl
（5.1）

"2 = R(T1"1 + T2"2) + y2

ところで，このような関係が，経済的に有意味であるためには，資本家の最終

(2）（5.1）より

（鼠'*] {(1二鰯+(1-…－，．
－α2力2＝γ1 ．…(i)

･…(ii)



84 Modelの 構 成

需要（ﾂ,，γ2）の双方または一方が正で，双方共には負でないときに，生産水

準（",，力2）が共に正である，ことが必要である。このための条件は，α‘及び

Tfはいずれも正であるから，

1－α,＞0

（5.2） 1－α1－α2 ＞O

-RT1 1-RT2

でなければならない。

この条件の経済的意味は次の通りである。

（ｲ）第1の条件

1－α,＞0

は，生産財を一単位生産するために直接に必要な生産財の量は，一単位より小

でなければならないことを示している。この条件がみたされなければ，純生産

物の生産は不可能である。私たちは，第2章において，私たちの分析において

は，生産はすべて純生産を生産するようなもののみを考えるものと約束してい

る。すなわち，生産はすべて，経済的に有意味なものだけを考えることにして

いる。従って，私たちの分析においては，第1の条件は，常に充たされている

ものとして叙述を進める。

が得られる。但し，α4＞0，殉＞0である。

ここでｺﾉ>0に対して">0が存在するためには，次のことが必要である。

イ） 純生物が生産できないような生産は考えないから，

1－α』＞0，

1 -R72>0

ロ） またγ≧0に対して〃＞0の解があるためには，（5.1*）に示される2個の

直線が”,-力2平面の正象限において交わらなければならない。

ところで, (i)の灘2裁片が負, (ii)のそれは正であることは明らかであるから，

上の条件がみたされるためには(i)の力,軸の正方向に対する匂配は, (ii)のそれよ

り大でなくてはならない。すなわち，

i\L>T\z
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（ﾛ）第2の条件。これは次のように変形されうる。

1－α1－α2 ＝(1－α,)(1 -Rf2)>0

-RT1 1－RT2

ここで，＃，および＃2は，

#1 ="1#1 +T1
（5.3）

#2 ="2#l+T2

をみたす，生産財および消費財のそれぞれの一単位の生産に，直接・間接に投

下された労働量である。だから，私たちの分析において第1の条件は当然のこ

ととして充たされるものとすると，第2の条件は，

（5.4) 1 -R#2>0

を示すことになる。これは次のことを意味する。すなわち，これは，労働者が

剰余労働をしなければならないことを意味する。剰余労働とは，労働者が彼の

うけとる消費財の生産に直接・間接必要な労働時間以上に行なわされる労働の

ことである。

（5.4）が直接に示していることは，第一に，単位労働時間の労働によって，

労働者がうけとる消費財の量Rを生産するに必要な労働時間R#2は，それを

うけるために，労働者が労働しなければならない単位労働時間より小である。

ここで，（ｲ)で示した1－α,>0, 1 -RT2>0のことを考えると，

｜熟寓"|>･
である。以上により，γ≧0に対して，妬＞0が存在する為の条件は，

1－α,＞0

1醗丁島毒‘|>･
であることが判る。ここで1 -R'r2>0は第2の条件のうちに当然含まれてしまうか

ら，明示的に表わす必要はなくなっている。

これは，衆知のHawkins-Simonの条件である。古谷弘：「現代経済学｣, 1957. ,

123-130頁｡ R. Dorfman, P. A. Samuelson, and R. M. Solow : L"e" Pf'Ogγα加一

""g """ Eco"o"ic 4"α〃sis, 1958, p. 215.
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また第二に，消費財の労働生産性（1/#2）の方が,時間あたり実質賃金Rより大

である。いずれにしろ，（5.4）は，労働者が剰余労働をしなければならないこ

とを示している。

要するに，私たちは次のことを確かめておくことができる。

資本家の生産財および消費財に対する最終需要の双方または一方が正であって

双方共に負ではないときに，生産水準が共に正であるためには，

（イ） 生産が純生産物を生み出しうる程の技術水準のもとで営なまれている

こと。

（ロ） 労働者が剰余労働を行なわなくてはならないこと。

の2つの条件が充たされなければならない。

3．3 生産水準と利潤率

資本家的な均衡が成立するためには，生産された生産物が，資本家の満足す

る条件で販売しつくされなければならない。そこで，私たちは，次のような約

束をしておくことにする。

資本家は，一定の生産水準を維持するためには，一定の生産方法の下では，

一定の利潤率を要求する。

私たちは，以下の分析においては，この前提を，次のような利潤要求函数に
（1）

よって表わすことにする。γ‘を，第j財生産部門の資本家による要求利潤率

とすると,これは，その部門における生産水準に従って決定される。すなわち，

γ,＝／,(",）
（5.5）

'2＝/2("2）

私たちは,この利潤要求函数の性格を，次のようなものであると考えること

にする。

イ） 各生産物生産部門の利潤率は，その部門における生産水準にのみ依存

（1） 置塩信雄；“資本家的均衡と労働者的均衡''，経済セミナー，1960,8月号, (No.

46.）36頁。

↓
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するものと考える。これは，もっぱら，分析の単純化の目的に従うものであるo

ロ） 生産方法や生産設備が不変だと考えうる短期間においては，より大な

る生産水準は，より大きな利潤率を要求する。逆の場合には逆，すなわち，

（鼠6)器>・ ’=1,,
ハ） 生産方法や生産設備が変化すると考えられる長期間においては，生産

方法が変化し，資本の有機的構成のより高い生産方法がとられるに従って，一
（1） （2）

定の生産水準に対して，資本家の要求する利潤率は低下する。逆の場合には逆。

3．4 利潤率と実質賃金率

一定水準の生産に対して，資本家は一定の利潤率を要求する。そして，その

利潤率がきまれば，労働者の実質賃金率は，それに従ってきまる。

実質賃金率と利潤率の間には，生産方法を不変とすれば，次の関係がみられ

る。生産財と消費財の価格を少，と’2とし，労働者の一単位時間の労働に対

して支払らわれる貨幣賃金率を”とすると，各生産物の価格は，一単位の生産

に要した生産費と利潤の合計として示される。また，労働者に対する貨幣賃金

率は，実質賃金率を貨幣表示したものである。したがって，

A= (1 + '',)({z,f,+T,")

(5. 7) "= (1 +''2)("2'1+T2")

"=R"

これから直ちに判ることは，次の通りである。

生産方法と利潤率が与えられれば，諸価格と貨幣賃金率の相対比がきまり，
（3）

従って，実質賃金率がきまる。

この関係を，もっと明示的にするためには，（5.7）の関係を，諸価格と貨幣賃

（1）いわゆる“利潤率低下傾向法則'，に対応するものである。

（2） 要するに，／‘が固定されている場合には，γ‘は麹の増加函数であり，また／@

自体が("d, 7f)の変化と共に変化するものと考えればよい。

（3）置塩信雄，“実質賃金率決定の一側面''’126頁。
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金率の相対比を9‘にて示すことにして，次のように改訂すればよいo

9，＝(1十γ,)(LM19, + T,)

(5. 7*) 92=(1+"2)("291+T2)

1 =R92

イ） 投下労働量と支配労働量

（5.7*）は各生産物の価格と貨幣賃金率の相対比（91,92）が，要求利潤率γ‘

と実質賃金率Rできめられることを示した。ところで，ある生産物の価格を，

時間あたりの貨幣賃金率を単位として表わしたことの真意は何か。私たちは，

後にも詳しく触れるように，資本家は，本来，実質賃金率の高さに応じて雇用

水準をきめるものと考える。だから，資本家にとっては，生産物が貨幣ではか

ってどれだけで販売できるかが問題になるのでなく，貨幣賃金率に比較してど
（1）

れだけで売れるかが重要な関心事となる。資本家のこのような態度から考えて，

私たちは，価格を賃金単位で表示したものを考えるo

賃金単位で表わした価格は，各商品一単位を販売し，その代金で雇用するこ

とのできる労働量，すなわち，その商品一単位の支配労働量である。

前に，私たちは, 各生産物一単位の生産に，直接・間接必要な投下労働量を

考えた。投下労働量は，

#1 = "1#1 + T2
（5.3）

#2 ="2#1 + T1

によりきまる。これと，支配労働量との間には，次のような関係がある。

利潤率が正である限り，各生産物一単位あたりの投下労働量は，支配労働量
（2）

よりも小である。

（1） 資本家のこのような態度についてKeynesはGeneral Theoryで扱った経済量

を，すべて“賃金単位”で表示した。このことをはっきり理解したものとして,置塩

信雄．新野幸次郎，「ケインズ経済学｣，86頁及び114頁。

（2） 各生産物の投下労働量は，

#1 =="1ﾉｭ十丁，
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（5.8) ##<9$ for "l>0, ; j=1, 2

これは，労働者が，一定の労働で生産した商品を資本家から買戻すためには，

その一定時間より多くの労働量を提供しなければならない，ことを意味してい

る。

私たちは，以下の分析においては，価格はすべて，このような賃金単位で表

わしたものを用いる。そして，特にことわりをつけない限り，価格と呼ぶ場合

は，この賃金単位で表わしたものを示しているものとする。

ロ） 各生産部門での利潤率の最大限

資本家的経済において生産が行なわれている限り，私たちは，その生産部門

オ2＝α2#1＋テ2

によりきめられ，これに対し，支配労働量は，

B'9' ="19' +71

B292="291+72

β‘=‘古‘
によりきめられる。

そこで，（ｲ)生産財について，

T1

投下労働量は＃'＝，一α1
71

支配労働量は91＝β1－α，
ところで，γ,＞0であるかぎり，β,＜1だから，

＃,＜9，

次に，消費財について，

投下労働量はf2=="2fl +72

支配労働量は9，=古("2迎十"）
またγ2＞0であればβ2＜1，そして，＃,＜9』だから

#2＜92

要するに，利潤率が正である限り，どの生産物についても，投下労働量は，支配労
働量より小である。

#4<9I for "4>0 ; j= 1, 2

この命題のより一般的な証明については，置塩信雄：“労働生産性と実質賃金率'，、

国民経済雑誌，第97巻，第2号，42-3頁。
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での利潤は正値をとるものと考えている。だが，その正値をとる利潤率は，ど

れだけでも大きな値をとりうるとは限らない。

まず，生産財生産部門における利潤率について考える。（5.7*)より，

1
(β,一α,)9,＝γ,，β,＝

1＋γ1

だから，この関係が充たされるためには，すくなくとも，

β,一α,＞0

でなくてはならない。これは，α,＞0である限り，

1－α1
(5.9）',＜

α1

となる。これは次のことを意味する。利潤率は生産財の自己増殖率をこえるこ

とはできない。

次に，消費財生産部門の利潤率について考える。また（5.7*）より

（β2－RT2) ="2(91/92)

だから，この関係が充たされるためにもすくなくとも

β2 - RT2>0

でなくてはならず，これはまた, '7･2>0である限り，

1 -RT2
(5.10）γ2＜

R'7･2

’となる。これはまた，利潤率は消費財の自己増殖率をこえることはできない，

ことを意味している。

要するに，各生産物のそれぞれの生産部門における利潤率は，それぞれの生
（1）

産物の自己増殖率を越えることはない。

ハ） 実質賃金率と利潤率

生産方法が一定である場合の利潤率と実質賃金率の関係をみるために,(5.7）

（1） 置塩信雄：“実質賃金率決定の一側面''’127頁。
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または(5.7*)から，少1，少2，”または91，92 を消去すると,

β1－α，一α2

(5.11) | |=0; 6i=Ⅱ半’’
-R71β2-R'T2

の関係がえられる。更に，これより，実質賃金率Rは，利潤の函数として，

("2) R=Fxk鶚埋2T1
のように示される。そこで, R, 84,α〃T4がいづれも正であり，かつβ,一α1>0

β2 -RT2>0であるから，容易に次の関係をうるo

（")器>・
〃これは次のことを意味している。

各生産物生産部門での生産方法が一定であれば，各部門の利潤率が増加する
（1）

ﾙこつれて，実質賃金率は低下する。逆の場合は逆。

ところで私たちは，ここで次のことに注意しておかなければならない。上で

は，各部門での利潤率の変化が実質賃金率に影響を与えることを示したが，実

は，私たちの扱うcaseにおいては，生産財と消費財がそれぞれ唯一種だけで

あり，従って，この唯一種の消費財は，同時に賃金財でもあり，しかも私たち

のcaseにおいては，唯一種の生産財は，この賃金財の生産に必要である。だ

から，私たちのcaseにおいては,2つの部門はいづれも，賃金財の生産に，

直接．間接にかかわりを持つ部門である。上に述べたことは，このようなcase

においてのみ妥当する。賃金財の生産に対して，直接にも間接にも，生産過程

でつながりを持たない部門（例えば，軍需部門のような生産部門）での利潤率

の変化は，実質賃金率に対して，何の影響も与えない。

3．5 実質賃金率と雇用

与えられた実質賃金率Rに対して，雇用水準はどのようにきめられるか。こ

＜1） 置塩信雄；‘‘実質賃金率決定の一側面''’127頁。
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の問題について考えるために，私たちは，資本家階級と労働者階級の2つの階

級における実質賃金率の変化に応ずる態度について考える。

（ｲ）資本家は，実質賃金率が与えられれば，それに対して，利潤を極大なら

しめるように，労働需要量をきめる。この場合，労働需要量は，実質賃金率の

高さと逆の動きをする。このことを，横軸に雇用量以 縦軸に実質賃金率Rを

とって図にて示すと，資本家による労働需要量NDと実質賃金率は右辺りの線

にて示される。

（ﾛ）労働者は,実質賃金率が与えられれば，それに対して,主観的剰余を最大

ならしめるように労働供給量をきめる。この場合，労働の供給量は，実質賃金

↑R

、 ソ
、／

R

R今

／、、

一 Ｎ

ＤＮ

、

|／
O N' N｡ N

第 5．1 図

率が大きくなれば大きくなる。これはまた，図において右上りの線で示される。

いま，図において，実質賃金率をRとすると，この実質賃金率の水準に応ず

る労働供給量は瓦 需要量はⅣ'であり，Ⅳ一坪は，現行の実質賃金率の水準

の下での“非自発的失業''となる。完全雇用が成立するのは,Roに対するNo

においてである。このような場合，一見したところ，労働市場における競争は，

常に完全雇用を成立せしめるように考えられる。しかし，そうではない。何故

ならば，完全雇用の成否は，労働市場での競争条件によるうではなく，生産物

に対する需要の如何によるものだからである。これは次の理由による。今，失
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業が存在し，労働者は雇用量を増加させるために，資本家が満足する貨幣価格

の下で，実質賃金がRoになるように，価格の騰貴または貨幣賃金の切下げを

許したとしよう。しかし，資本家が，この完全雇用水準を維持する為には，そ

れによって生産された生産物が，資本家の満足する価格で販売し切れる場合に

限られる。しかし，そこで生産されている生産物のすべてが，資本家の満足す

る価格で販売しきれるものとは限らない。このような需要不足の場合には，生

産物の貨幣価格は低下し，逆に，実質賃金率は上昇し，資本家による労働需要

量は，その供給量を下廻ることになる。このように考えれば，“生産水準，従

って雇用水準がどのような大きさにあっても，全生産物は，資本家の満足する

価格で販売し切ることができる'’ならば,（すなわちSay's Lawが充たされて

いるならば),完全雇用は常に成立しうるが，実際にはこのようなことは必ずあ

るとは限らないから，完全雇用も常に必ず成立するとは限らないということが

できる。

われわれの今までの記号を用いて示すことにする。まづ，労働の需要量 Ⅳ、

および供給量Nsの間には次の関係がある。

ND = Tl"1 + T2"2
（5.14）

Ns=N(R) 但し N'> 0

との2つのものの間には，

(5. 15) T1"1+T2"2≦N(R)

の関係がある。等号は完全雇用を示す。

3．6 資本家的経済の短期的均衡体系

以上において私たちは，資本家的な均衡体系の構造の各部分をみてきた。そ

こで，これらを要約すると，資本家的な均衡体系は，次の4組の方程式系によ

り示されるものであることが判る。

“ ・に慰撫蝋
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｜篁鯛（5.5）

｜酬蝋（5.7*）

(5. 15) "D=T1"1+T2"2≦Ⅳs

ここで（5.1）は，一定の生産方法の下での，資本家の最終需要と生産水準の関

係を，（5.5）は，一定の生産水準における資本家の利潤要求の態度を，（5．7*）

は，一定の生産方法の下での利潤率と実質賃金率の関係を，最後の(5. 15)は，

労働の需給を示している。

この場合，生産方法及び利潤要求の函数形が一定であるような短期において

は，資本家の最終需要（y1，γ2）が与えられれば，生産水準（"1'”2)'価格（91,

92),実質賃金率(R)および労働需要量(""")は，生産が経済的に有意味であ

り，かつ労働者が剰余労働を行っているならばuniqueに決定されるo

私たちは，以下においては，このような短期的な体系として，上に示した

modelを扱かってゆくのだが，更に, operationalな便宜を考慮して(5. 5)

および（5.7*),を次のように改訂して利用することにするo

・ ”|:二期
819, = ",9, + T,

｜霞:"…（5.7**）

ここで，

（5.16） β‘＝

である。

1

1+f'f
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4．資本家の最終需要と剰余労働および利潤

4．1 資本家の最終需要と剰余労働

（5.,）における資本家の最終需要（γ,，γ2）を，それぞれの生産物に対する

投下労働量で評価して集計すると，

（5.17）＃1γ1＋#2γ2＝(1－R#2)(T1"1 + T2"2)

となる。これは次のことを意味している。資本家の最終需要にふりむけられる

生産物は，剰余生産物であり，この剰余生産物は剰余労働により生産される。

すなわち，剰余労働は資本家の最終需要を生産するのに，直接間接必要な労働
（1）

量に等しい。

また，与えられた実質賃金率Rに対応する労働の供給量を簡単にNにて示す

ことにすると，（5.5）で考えたように

T1"1 + 7-2"2≦N

の関係がみられる。この式の左辺は，生産財を〃,単位，消費財を万2単位生産

する場合における労働の需要量を示し，右辺は，労働の供給量を示している。

両辺が等しい場合には，完全雇用が保たれる。そこで，この関係を考慮すると，

(5.17）は

（5.17*）メ1γ1十＃2γ2≦(1－R#2)N

となる。この関係は，以下における私たちの議論において，重要な役割を果す

ことになるから，ここですこし詳しく，この関係のもっている性格を明らかに

しておくことにしたい。問題となるのは，資本家の最終需要の大きさと，各種

生産物の生産量との間の関係である。

まづ（5.1）の関係より，生産が純生産物を生み出しうる程の技術水準によ

って営なまれ，更に労働者が剰余労働を行なっている限り，資本家の最終需要

量が与えられれば，それに従って，各生産物の生産量は, 次の水準を保たなく

（1） 置塩信雄：“実質賃金率決定の一側面"，141頁。
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てはならないことが，明らかである。

”』=((或諮蟻；’
（5.18）

”‘= 惣鮴二鰯,
；γ@≧0

これより直ちに判ることは，資本家の最終需要のいづれか一方，または双方の

増加は，必ず生産量の増加を齋らす，逆は逆，という点である。

完全雇用状態を推定することは，上に示した状態のごく特殊な場合だけであ

るのだが，若干の興味ある特徴をはっきりさせる。そして当然のことであるが，

ここでは，労働者の実質賃金率Rは不変であり，従って，労働の供給量Nも不

変であるものとする。そこで（5.18）において，更に完全雇用という仮定を導

入すると，与えられた資本家の最終需要にみあう，各種生産物の生産水準は，

次のようになる。

‐｜恥
ヤ
ジ
α

《惟私
胸

α
恥
肌
い

坐
一
』
鈴

ｖ
〉

ｒ
ｋ

ａ
２

丁

２

Ⅳ
１

γ

坤丁恥両１
１
ユ

Ｔ

く
Ｒ

堀1＝

(5.19）

妬2＝二

このことから，完全雇用の状態における，資本家の最終需要と生産水準との間

の関係について，次のことが判る。完全雇用の下においては，（ｲ)生産財に対す

る資本家の最終需要の増加は，生産財の生産を増加せしめ，消費財の生産を低

下せしめる。また(ﾛ)消費財に対する最終需要の増加は，生産財の生産を低下せ

しめ，消費財の生産を増加せしめる。

完全雇用の状態において，このような特殊な事情の生ずることの理由は，そ

のような状態においては,(5.15）の関係は

(5. 15*) T,",+7-2"2=N=constant

となり，力，または兎2の何れか一方の増加は，生産方法が不変である限り，必
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らず他方の減少を必要とすることによる。これに対して，不完全雇用の状態に

おいては，労働需要量が労働供給量より小であり，従って，その状態において

は，何れかの生産物の生産水準が上昇したとしても，他の生産物の生産水準を

引き下げなければならない理由は，このままでは生じない。何れかの生産物の

生産水準の非常な上昇が，他の生産物の生産水準を,(5.15）に示される生産要

素制約条件に縛られて，低下させることになるような状態は，もはや不完全雇

用の状態ではなく，完全雇用の状態である。

これらの事情は，次のような図を用いることにより，更に明らかにすること

ができる。(5. 1*)と(5.15)の関係を再述すると，次の通りである。

(蛾)難』+(Ⅱ二患)蕊豊=(;;）
7-1"1 + T2"2≦N

好,≧0〃物≧0

第1の関係は，生産財生産のactivityと消費財生産のactivityとの，それ

ぞれの生産水準をactivityの水準としての一次結合が，最終需要ベクトルと

|'‘
’

なることを示している。そして，

第2の関係によって制約される場

合，最終需要ベクトルは，生産が

有意味でありかつ労働者が剰余労

働を行なっている限り，必らず

OA'B'の範囲内に存在する。とこ

ろが，最終需要ベクトルは，その

経済的意味において，非負ベクト

ルであると考えられる。すなわち，

最終需要ベクトルはOABの範囲

内に存在する。
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第2の関係が等号をとる場合，すなわち完全雇用の場合には，（γ1,γ2）を代

表する点は必らず，直線ABの上にある。このことは直線ABが(5.17*)に
（1）

おける等式によって代表されることによっても，容易に保証されうる。このこ

とからまた，完全雇用の下においては，資本家の生産財と消費財の最終需要の

代替の比率は，2種の生産物の投下労働量の比率に等しいことが判る。

さて，この図において明らかなように，完全雇用状態にあっては，すなわ

ち直線AB上にある最終需要の組については，一方の増加は，一方の減少を必

らず招くものであることが判る。また，このことに伴って，最終需要量の増加

した生産物の生産のactivity (生産水準）は上昇し，他方の生産のactivity

は低下することも明らかとなる。これに対し，て不完全雇用の状態においては，

すなわち, OAB の内部においては（境界は含まない）一方の増加は，他方と

は全く独立である。この場合には，完全雇用状態におけるような生産要素（労

働量）による制約は全く存在しない。最終需要量の決定は，相互に独立に，資

本家によって決定される。

要するに私たちは，以上において考えてきたところから，資本家の最終需要

と生産水準との関係について，次のことを確かめておくことができる。

（ｲ）不完全雇用の状態においては，最終需要の一方の変化は，他方の変化と

全く独立に生じうるが，資本家による最終需要のいづれか一方，または双方の

一様な増加（または減少）は，どの生産物の生産水準も共に，一様に上昇（ま

（1） 図におけるA'およびB'点の座標は，それぞれ

A'(-"2号, ('-R")-:f)

B' ((1-｡,)÷,-R瀦苦）
である。この2点を通る直線の方程式は，

＃,y,+ #2j'2= (1 -R#2)N

によって示される。しかも，γ,およびy2について，非負象限に属する部分のみをと

るとこれが直線ABを示す。
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たは低下）せしめる。

（ﾛ）完全雇用の状態においては，生産要素の制約条件に支配される結果，最

終需要の一方の上昇（または下落）は，他方の下落（または上昇）を招くもの

であり，これに対応して，最終需要の上昇（または低下）せしめられた生産物

の生産水準を上昇（または下落）せしめ，他の生産物の生産水準を下落（また

は上昇）せしめる。

4．2 資本家の最終需要と利潤

（5.1）における資本家の最終需要を，賃金単位で測った価格で評価して集計

すると，

(5. 18) 91yl+92j/2= Yfs-Rgr('r1"1+T2力2)

となる。ここでY"は賃金単位で示された国民所得である。従って,(5,18)の

右辺は，資本家の利潤総額を示す。これはまた，次のことを意味する。資本家

の最終需要にふりむけられる剰余生産物は，利潤により支配される。すなわち，

利潤は，資本家の最終需要を支配するのに必要な，支配労働量に等しい。
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6．貿易を含む資本家的経済の生産と分配の構造

1．問 題

2．各国での生産方法の相異

3．各国での投下労働量の相異

4．封鎖体系から開放体系へ

5．貿易を通しての生産物に対する需要と供給

5．1 生産財輸出国における生産水準の非負条件

5．2 消費財輸出国における生産水準の非負条件

6．剰余条件と交易条件

7．交 易 条 件

8．利潤率と交易条件

1．問 題

この章では，前章のあとをうけて，以下の分析のための modelの設定を行

なう。ただし，ここでは，貿易が，どのようにして体系の内に組み込まれるか，

という点に主要な論点をおく。

資本家的経済と貿易との間の密接な関係は，通常‘‘市場問題”として扱かわ

れる。私たちは，そこで問題とされるような，両者の間の密接な関係を全く無

視しようと言うのではないが，このmonographの主題の目的は, Ricardoの

単純な投下労働価値説に基礎づけられた‘‘比較生産費原理''のmodern repre-

sentationを企てることにあるのだから，分析の焦点を，もっぱら，この点に

おくことにする。

2．各国での生産方法の相異

私たちの以下の分析においては，2国(1国と1国）が2生産物（生産財と
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消費財）をそれぞれに生産し，それを相互に貿易を通して交換する場合を扱う。

このような場合，私たちは，各生産物の生産にあたって，各国のそれぞれの

産業によってとられる生産方法について，次のような想定をおくことにする。

何れの国にとっても，生産における技術的知識に関しては，共通の理解をもっ

ているものとする。すなわち，どの生産物を生産するにあたっても，その生産

にあたって，技術的に採用可能な生産方法に関しては，どの国の，どの産業の，

どの企業者にとっても，すべて共通の知識が与えられているものとする。とこ

ろが，このように，知識として与えられる生産方法がどれ程あるとしても，個

々の企業を担当する資本家としては，そのすべての技術的に可能な生産方法の

うちから，自からの利用可能な資本の大きさに従ってしか，生産方法をきめる

ことはできない。すなわち，すべての生産方法のうちには，資本集約度の高い

垰産方法も含まれるし，低いものも含まれている。だから，大きな利用可能な

資本を擁する大企業にとっては，技術的に可能なすべての生産方法のうちから，

最も有効なものを選ぶことができるのに対し，利用可能な資本を僅かしか持た

ない小企業にとっては，すくなくとも資本集約度の高い生産方法を採用するこ
（1）

とはできないから，有効なものを選びうる生産方法の範囲が制限される。

そこで，国によって，各産業における企業の規模の分布を異にするものとす

ると，各産業における平均的生産方法は，国によって異ることになる。そこで

私たちは，以下の分析において，各国の各産業における生産方法を次のように

示すことにする。

生産財 消費財

1国("11' T11)' ("12' 'r12)
（6.1）

1国 ("2,, T2,), (cM22, T22)

ここで，α“は，第f国において第ノ生産物一単位を生産するに必要な生産財の

量であり' T$jは，同じ目的のために必要な直接投下労働量である。

（1） 第二章における議論を参照。
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3．各国での投下労働量の相異

各産業の内部における企業の規模の分布が国によって異なることから，各国

で，各生産物の生産においてとられる生産方法は，一般に異るものとなる。従

って，

＃虹="41 #fl+T@1
(6.2) j=1,2

#61="@2 #@2+T#2

にてきめられる，各国での各生産物の必要投下労働量は，当然のこととして，

同一生産物についても，各国においては一般に異なるものと考えられる。

このように，各国での各生産物の必要投下労働量がそれぞれに異なるもので

あると考えるのだが，私たちは，以下の分析のために，この異なる仕方が，次

のような一定の約束には従っているものと前提する。

1国における，生産財一単位の生産に必要な投下労働量の消費財のそれに

対する比率は,1国の同じ比率よりも小である。すなわち

-4L<_42L
＃12 オ22

(6.3）

これらの比率の大きさが逆の型をとる場合には，以下の私たちの分析の結果

も，全く逆となる。だから私たちは，（6.3）で示されるものについてだけ分析

すればよい。2個の比率が等しい場合は，特殊のcaseとして，以下の分析の

内で取扱う。

また，各国での各生産物の必要投下労働量がそれぞれに異ることとは，直接

には全く無関係のことであるが，私たちは，以下の分析においては，労働は国

際的にも等質であるものと仮定する。これは，以下の分析における,(部分的で

ﾄはあるが),議論の単純化を目的としている。各国における各生産物の必要投下

労働量が，（6.2）によって定められると考える場合には，私たちは，各国にお

ける労働はすべて等質なものに還元して考えることができるものと考える。も
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うすこし詳しく言えば，すべての労働は，どんな種類の労働であるか，誰の労

働であるかを捨象して，個性のない抽象的な労働を用いて，標準的な労働強度

を規準として，熟練労働はすべて不熟練労働に還元して通算される。ここで私

たちは，標準的な労働強度を，単位時間内でのエネルギー支出量によって示す

ものと考える。また，不熟練労働力は，生産のための特別の訓練をうけていな

いものを考える。そこで私たちは，このような標準的労働強度と不熟練労働の

水準を，国際的にも同一なものであると考えることにする。このような想定の

下では，労働は，国内的には言うまでもなく，国際的にも等質であると考える

ことができる。私たちは，以下の分析においては，このような想定の下で，労

働は，国内的にも国際的にも等質なものと考えることにする。

4．封鎖体系から開放体系へ

前章において私たちは,貿易を含まない資本家制経済の短期的均衡体系を示
したoそのような体系を，私たちは，貿易を含まないという意味で封鎖体系と

呼ぶ。ところで，私たちが，このmonographで考えようとしているのは，貿

易が資本家的経済に対して，短期的には，どのような役割を果しているかを明

らかにすることである。だから，当然のこととして，貿易を含む体系（これを

開放体系と呼ぶ）を考えなければならない。そこでまづ，前章において示した

封鎖体系を，開放体系に拡大することから始めよう。

封鎖体系から開放体系への拡大は，一つの国と他の国とが，貿易によって結

びつけられることを考えることによってなされる。この章の最初に示したよう

に，私たちは，一つの国と他の国との相違を，各産業についての平均的な生産

方法が異なることによって示した。しかしながら，このような表示は，一つの

国と他の国との間の国境が確定された後に，それぞれの領土内の各産業に属す

る企業の生産方法を平均したら，国毎に異なっていた，というだけのことであ

って，一つの国と他の国との相異を定める極め手ではない。一つの国を他の国
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と区別する極め手として，従来よく考えられているものは，次の3つである。

(ｲ）国境を越えての生産要素の移動は，国境の内部におけるよりも相対的に困

難であること。(ﾛ）各国はそれぞれに独立の通貨制度を持っていること。い
（1）

各国は，それぞれに政府をもっていること。これらのそれぞれの点からみて，

一つの国は他の国から区別されるのが妥当である。そして私たちは，このよう

にして区別された2つの国の間では，各産業についての平均的な生産方法は異

るものと考えるのである。

更に私たちは，以下において展開することになる開放体系において，議論の

単純化の為に，2つの国は，共通の通貨制度の下におかれるものと仮定する。

これは，為替レートの問題を一応無視してしまうことを意味する。このことは，

私たちが扱う問題が，短期のものであり，その期間においては，両国の貨幣価

値は変化しないものと考える限り許される仮定である。このようにして，為替

レートが変化しないような状態に問題を限定したその上に，私たちは，両国に

共通の通貨制度をおしつけることにより，為替レートそのものをも無視するこ

とにする。私たちの以下の分析においては，だから，例えば,I国の通貨の$1

は1国の通貨￥400に等価であることを示す為替レートは存在しない｡1国の

通貨￥’00は,1国においてもそのまま\ 100の呼び名と価値をもって流通す

る状態を考える。

籾，前章に示した封鎖体系は，次のような一組の方程式から構成されてい

る。

に篭隠鍾韓；（5.1）

に鰯（5.5）

（1） 渡辺太郎,「国際経済｣,1959；4-8頁。
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｜創り;順（5.7*）

(5. 15) "D=T1"1+T2"2≦Ns

この体系においては，生産方法が一定であり，利潤要求函数が不変であるよう

な短期においては，資本家の最終需要が与えられ，それらが，共に正であるか，

すくなくとも一方が正であり，何れも負になることはないものとすると，生産

が有意味であり，労働者が剰余労働を行なっている限り，経済的に有意味な生

産水準，利潤率，価格，実質賃金率および雇用量がuniqueに決定される。

そこで，この体系に貿易を導入して，開放体系に拡大する｡ ところで，例え

貿易が導入されたとしても，資本家的均衡という点につていは変りはないから，

前章において示した，資本家的均衡の条件は，当然に充たされていなければな

らない。すなわち，生産設備をfullに稼働して生産した生産物が，資本家の満

足する条件で，販売しつくされなければならない。貿易の導入は，単に，この

販売の方向が変化せしめられるだけのことである。そこで，各国はそれぞれ一

種の生産物のみを輸出し，他のものを輸入するものとし，生産財輸出国（以下

記号的には第j国とする）は"1単位の生産財を輸出しpZ2単位の消費財を輸

入し，また消費財輸出国（以下記号的には第ノ国とする）は逆の状態にあると

すると，生産財輸出国での各生産物に対する需要と供給は，

“ 鋤に:逗侭蝋:鰯鯛:ご
によって示され，これに対して消費財輸出国における同じ関係は，

“ 、'二二侭蝋辻:::；::)土漁
によって示される。すなわち，生産財輸出国においては，生産財生産部門での

生産物に対する需要は，生産財生産部門と消費財生産部門からの補填需要，国
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内での新投資需要および相手国よりの需要（輸出）からなり，消費財生産部門

での生産物は，輸入消費財と共に，労働者の消費需要と資本家の消費需要を賄

う。また，ここでも，資本家の在庫増は考えない。これに対して，消費財輸出

国においては，消費財生産部門での生産物は，労働者の消費需要と資本家の消

費需要と輸出により吸収され，生産財生産部門での生産物は，輸入生産財と共

に，両生産部門での補填需要と新投資需要に向かう。

ところで，このように，各国の各生産部門での生産物が，国内および国際市

場において販売しつくされるとしても，それだけでは充分でなく,資本家の満

足する条件で販売されなくてはならない。問題が国内に限られていた場合は，

一定の生産水準に対して，資本家が一定の要求利潤率を受けとりうることが，

このための条件と考えられていたが，問題が貿易を含む規模に拡張された場合

には，この条件に加えて，貿易における国際収支（貿易収支）の均等すること

を条件の内に含めなければならなくなるo貿易における貨幣的側面の分析は，

このmonographにおいて扱かわないために，その性格の詳細についての分析

をすることはしないが，国際市場における資本家的均衡の条件の一つとして，

私たちは，貿易収支の均等を，体系の内に導入する。そこで上述の条件を次の

ように示しておくことにする。

(6. 6) 9(1*zl-9@2*z2=0

(6. 7) -9jl*z1+9j2*z2=0

（‘ "{；::薑臓

｛:童蝋:｝（6.9）

最後に，各国の各生産部門における資本家の要求利潤率に応じて，各生産物

の価格および実質賃金率が一定の生産方法を媒介としてきめられる関係,およ

び，雇用量をきめる関係は，国内に問題を限った封鎖体系の場合と同様に与え
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られるoすなわち，

｜剛:: ｝（6.10）

｜ ｝（6.11）

(6. 1 2) NID* ='ri1"#1* + T#2"$2*≦恥s＊

(6. 13) NjD*=Tjl"j1*+Tj2"j2*≦zvjs*

この体系(6.4)～(6.13）においても，各国の生産方法が一定であり，利潤要求

函数が不変であるような短期においては，各国での資本家の最終需要が与えら

れるならば，各国での生産水準，利潤率，価格，実質賃金率，雇用量および各
（1）

生産物の貿易量は，一応，決定される筈である。ここで，一応と言ったのは，

ここではまだ，これらの体系が，与えられた各国での資本家の最終需要に対し

て，経済的に有意味な解が得られる保証を何もしていないからである。そこで，

本章の残りの部分においては，この体系が，経済的に有意味であるための条件

を分析してゆくことにする。

（1） この体系においては，各国・各生産物についての4組の生産方法(α,ｱ）と同じく

4組の短期的な利潤要求函数／を一定とした場合，各国・各生産物に対する資本家の

最終需要に応ずる，4個の生産水準（"*),4個の利潤率（γ*),4個の価格（9*)，2個

の実質賃金率(R*), 2個の雇用量(ND*),そして2個の貿易量(z)が定められねば

ならない。この為の方程式としては，生産物の需給関係式が4個，利潤率要求函数が

4個，利潤による価格の決定式が4個，実質賃金率決定式が2個，雇用量決定式2個，

そして貿易収支式2個がある。そこで，結局18個の未知数を決定するのに18個の独立

な方程式があることは確かめうる。但し，これらから経済的に有意味な解が導き出せ

るかどうかについては，他の吟味を必要とする。
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5．貿易を通しての生産物に対する需要と供給

上に示した開放体系が，経済的に有意味なものであるためには，どのような

条件が必要となるか。先に封鎖体系においては，生産方法が正の純生産物を生

産するという意味において経済的に有意味であり，更に労働者が剰余労働を生

産しているような状態においては，双方共に正であるかすくなくとも一方は正

であり，双方共に負とはならないような資本家の各生産物に対する最終需要に

対して，正の生産水準が保証され，更に，この正の生産水準は，経済的に有意

味な利潤率，価格，実質賃金率，雇用量を決定した。だから，このような意味

において，封鎖体系を有意味なものにしたのは，結局，生産方法が経済的に有

意味であり，更に労働者が剰余労働を生産していることである。封鎖体系につ

いてのこのような条件は，開放体系においてはどのように修正されるか。私た

ちは，これから，この問題を扱うことにする。

このような問題の焦点は，もっぱら，生産物に対する需要と供給を述べる方

程式に集中される。そして，この関係において，封鎖体系の場合と開放体系の

場合を区別して考えなければならない理由は次の点である。すなわち，封鎖体

系における各生産物に対する最終需要は，いづれも，すくなくとも負値をとる

ことはないものと考えることができたのに対し，貿易を含む開放体系において

は，負値をとる可能性が生ずる，という点である。もうすこし詳しく述べれば

こうである。封鎖体系における各生産物に対する最終需要は，それぞれの生産

物に対する資本家の最終需要からのみ構成されるものと考えられる。だから，

それが生産財に対する新投資需要として現われようと，消費財に対する消費需

要として現われようと，すくなくともそれらが，負値をとることはないと考え

ることは妥当である。ところが，これに対して，開放体系における最終需要は，

資本家の各生産物に対する最終需要と輸出入量の両方により構成される。とこ

ろで，輸出量は最終需要に対して附加項目として作用するのに対し，輸入量は

’

1

’

I
｜
｜

’
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控除項目として作用する。だから，輸出品生産部門における最終需要総計は，

非負の資本家の最終需要と輸出量との合計であり，必ず正である。これに対し，

輸入品生産部門においては，資本家の最終需要は非負であっても，輸入量の大

きさがそれを越す場合には，最終需要総計としては負値をとる。例えば，この

国が輸出品の生産に完全特化し，輸入品と同種生産物の国内生産は完く行なわ

れないような場合には，この生産物に対する国内での需要はもっぱら輸入に依

存する。すなわち，国内需要量と輸入量は等しい。ところが，国内需要量は資

本家の最終需要と，同一生産水準維持の為の補填需要（労働に対する支払も含

む）とから構成される。従って，このような場合には，輸入量は資本家の最終

需要量よりも大となり，最終需要総計は負値をとる。

生産物に対する需要と供給に対する関係式において，最終需要量が非負です

くなくとも一方は正である場合には，生産水準が正であるためには，生産方法

が経済的に有意味であり，労働者が剰余労働を行っていればよかった。ところ

が，上に示したように，最終需要量が負値をとる場合には，生産水準が非負で

あるためには，どのような条件が必要となるだろうか。この問題を扱うにあた

っては，私たちは，生産財輸出国と消費財輸出国の2つの場合に分けて考えね

ばならない。
（1）

5．1 生産財輸出国における生産水準の非負条件

生産財輸出国における各生産物に対する需要と供給の関係は，既に，（6．4）

において示したように，

に::宝譲鰔撫:騏鱗（6.4）

である。問題の焦点はこの第二式における()'@2* - 22)が負値をとるかもしれ

（1） 封鎖体系においては，生産水準の正値条件として扱かわれる問題も，開放体系で

は生産水準の非負条件として扱かわれる。これは，完全特化状態においては，一方の

生産水準が零となる可能性があるからである。
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ない，という点に集中されているoしかし私たちは,ここでまず, (y#2* -z2)

が，たとえ正値をとったとしても，このことから，生産水準が非負値をとるた

めの条件として，封鎖体系のときのままの条件で充分であるとは考えられない

ことを示さねばならない。

そこで今, (J'l,*+z,)も(J'l2* _ z2)も共に正値をとるものとする。この場合

生産水準が共に非負値をとるためには，封鎖体系の下での分析に従えば，

1－α4，＞0

（1－α@,)(1 -Ri#j2)>0

であればよい。ところで，貿易の存否に拘わらず，各生産物についての生産方

法は不変であるとすると，同一の生産方法の下での，封鎖体系と開放体系にお

ける純生産物を生産するための条件〔1－α‘,＞0〕は不変である。しかし，生産

方法一定の下においても，第4章において示したように，開放体系の下で成立

する各生産物一単位を獲得するに必要な投下労働量は，封鎖体系の下でのそれ

とは異る。だから，封鎖体系の下で剰余条件が充たされ，労働者が剰余労働を

行うことが保証されていても，開放体系の下で成立する消費財一単位の必要投

下労働量に対しては，剰余条件が成立するか否かの保証はない。だから，いず

れにしても, (J'j2* - z2)がたとえ正であっても'封鎖体系の下で考えられたのと

は別の接近の方法により，生産水準についての非負条件をみなければならない。

このような目的のために，私たちは，輸入生産物が，国内において，どのよ

うに配分して用いられるかを考える。生産財輸出国においては，消費財が輸入

される。この輸入消費財は，国内においては，労働者の消費需要と資本家の消

費需要に別けられる。労働者の消費需要R'*('r#,"i,* + Td2jrM2*)の内，輸入品に

むけられる部分を（1－α)Rd*(T41"$1 +Tj2"#2)とし，資本家の消費財に対する最

終需要γ‘2＊の内，輸入品にむけられる部分を（1－α)yf2*とする。更に，各々

の需要の内，国産品と輸入品に分けられる比率は，常に，その生産物の国産量

と輸入量の比に等しいものと仮定する。
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（"4）循舞墓｡=“
さて，このようにきめたならば，消費財輸入量Z2の構成は，

(6. 15) z2=(1－α)RI*(TI,zd1* +Td2"i2*) + ( 1－α) J'$2

にて示される。また，（6.6）の関係に示したように，貿易収支は常に均等して

いるものとすると，この国の生産財輸出量は，

(6. 6) Z1=P~'z2

で示しうる。但し,pは交易条件を示す。そこで，これらの関係を考慮し，更

に，αR$*(TI激,*＋TI'力‘2*）を労働者の消費需要の内，国産品にむけられる量，

αγ62＊を資本家の消費需要の内，国産品にむけられる量であるとすると，上の

（6.4）の関係は

〔宴撫 蒐:………←（6.17）

のように改訂される。（6.17）においては，私たちは，封鎖体系において考え

たと同じように，双方ともに正，または一方が非負で，双方共に負ではない資

本家の最終需要に対して，正の生産水準を保証する為の条件を考えることがで

きる。すなわち，ここにおいては，輸入品生産部門での総最終需要量が負値を

とるような場合においても，それとは無関係に，資本家の最終需要が共に正，

または一個が正で他が非負である場合に，非負の生産水準を保証する条件は何

かを分析することができる。

（6.17）において，資本家の各生産物に対する最終需要がすべて正または,

すくなくとも一個が正であり，すべて負ではない場合に，生産水準“,*,"‘2*）

が非負であるためには，次の条件が充たされなければならない。

1－α,, -p-'(1一α)TI,R#*>0

1－αd1 -p-1(1一α)R$*Tl, 一αj2 -p-'(1一α)R$*Ti2
（6.18） ＞o

－aR4*T41 1－aR4*T42
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ここにおける第一の条件の経済的な意味はこうである。これを書き改らため

ると，

（6.18．a) (1－口41)(1 - (1－α)RC*#j2')>0 ; #d2' =p~'#i1

但し，＃‘2'は第4章で示したように，生産財輸出国において，貿易の存在する場

合における，消費財の一単位の輸入に必要な投下労働量である。ここで,(,一α‘,）

は,生産が純生産物を生産しうる程のものであれば正，また（1－(1－α)Rl*#$2')

は，単位労働時間の労働により労働者が受取る輸入消費財（,－α)Rc*を生産す

るに必要な投下労働量（1－α)RO*#$2'は，それをうけとるために，労働者が支出

した単位労働時間より小であれば正，すなわち，国際的な交換（私たちはこれ

も一種の生産であると考えている）において労働者が剰余労働を生み出させら

れているならば正’である。要するに，生産が経済的に有意味であり，国際交
（1）

換を通して労働者が剰余労働を生み出すならば，第一の条件は充たされる。

次に第二の条件について考える。これはまた，

(6. 18.b) (1－α'1)(1 -Rl*#@2*)>0
（2）

となる。ここで，

（1） 第一の条件が充たされるもう一つの可能性は，（1－"4,）も(1 - (1 - ")RI*#@2')も

共に負である場合だが，これは，経済的には無意味だから採りあげない。

（2） 第2の条件は次のように変形できる。

’ ’
1－α4,-p-'(1 -")Rf*m －a42- P-'(1－α)R@*7M2

－αRf*7I, 1－αRf*7M2

＝1－α‘,一R#*[( 1 - ")P-'7M, + "("6,7M, + (1 - !md,)7I2)]

= (1 -"W,){1 -Rm*[(' -｡,)･,･-1T篭1+鬘鋤27U,+ (1 -"4,)'7M21－蝿1

＝(1－蝿,){1－R@*[(1－α)#蛇'十α〃2]}

ところで，第4章の（4.3）において示したように

オd2*＝(1－α)崎2＋“‘2

であるから，結局第2の条件は

〕｝
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（6.19）＃‘2*＝α＃‘2＋(1－α)#‘2′

であり，これは，貿易が存在する場合の生産財輸出国での消費財一単位の必要

投下労働量である。だから，ここでも，生産が有意味であり，更に，労働者が

剰余労働を生み出している限り，第二の条件も充たされることが判る。

第一の条件と第二の条件を比較してみて，私たちは，

（6.20）1－(1－α)Ri*#l2'> 1 - R&*#'2*

であることが判るから, 1 -R8*f42*が正ならば, 1--(1－α)R$*#{2'は必ず正とな

る。だから，第一と第二の条件を総合して，次のように言うことができるo生

産が有意味であり，更に，労働者が剰余労働を生み出している限り，生産水準

の正値条件は充たされる。これは，封鎖体系の場合の結論と同じである。しか

し，この場合には，たとえ生産方法が2つの体系において不変であっても，国

際交換により各生産物一単位の必要投下労働量が変化していることを考慮に入

れていることは，注意しなければならない。

最後に私たちは，この国が生産財の生産に完全特化した状態について’考え

ておくことにする。このような特殊な状態においては，この国での消費財生産

量は零，従って，この国での国産消費財需要はすべて零となる。だからこの場

合には，上に示した第一の条件も第二の条件も共に

（6.21）（1－αj,)(1 -R$*##2*)>0

但し，

(6. 19*) #l2* = #@2'=P~'f@1

となる。この条件の経済的意味も，上に示したところと，全く同じであるo

5．2 消費財輸出国における生産水準の非負条件

消費財輸出国における各生産物に対する需要と供給の関係は，また，（6．5）

において示しておいた。

（1－α伽) ( 1 - Rf*##2*)

と示されることになる。
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｛二:鬘剛撫冤鯏鯨（6.5）

この場合にも，私たちは，資本家の最終需要のすべてが正または非負であり，

負値をとることのない場合に，各生産物の生産水準が共に非負であるための条

件を考える。

このために，まず，上に示した場合と同じように，輸入生産財の国内におけ

る需要のされかたを考える。消費財輸出国における生産財の輸入された量は，

各生産部門の補填需要と新投資のうち，輸入品にむけられる需要により吸収さ

れる。そこで，これらの輸入品に対する需要の，それらのそれぞれの総需要の

内に占める比率はすべて等しく，この国における生産財の総供給量に対する輸

入量の比に等しい。この比率を

"1
(6.22）1－β＝

"jl + 21

にて示すことにする。また，同じ需要の内，国産品にむけられるものについて

は，

（6 23)β=鰯,染､
と考える。勿論ここでは0≦β≦1である。

このようにきめると，消費財輸出国における，生産財輸入量21の構成は，

(6.24) z,=(1－β)uzj,"j,+ (1－β)"j2jlfj2+ (1 -8)j'jl

である。また，私たちの体系では，貿易収支は常に均等している場合を考える

から，この国の消費財輸出量は,

(6. 25) z2=pzl

である。但し,Pは交易条件を示しているo

このことを考慮に入れると，（6.5）で示される，消費財輸出国における生産

物に対する需要と供給の関係は，
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’二:職辮溌岬…㈱（6.26）

と改訂される。ここにおいて，資本家の最終需要のすべてが正または非負で，

負値をとることがない場合に，各生産物の生産水準が共に非負であるためには，

ノ

1－βαjl>0, 1 -R*jTj2-P(1－β) Czj2>0

1－βαj， －βαj2"
（6.27） ＞0

- (Rj*Tj, +P(1－β)@zj,) 1 - (Rj*Tj2p - (1－β) Q.j2 )

の条件が充たされねばならない。

これらの条件の経済的な意味は次のようである。

第一の条件は，この国における生産が，純生産物を生産しうる程のものであ

れば，従って，生産が経済的に有意味であれば（1－αj,>0)必ず充たされる。

というのは0≦β≦lだから，必らず（1－αj,β≧l－aj')となるからである。

第二の条件は

(6. 28) (1 -puzj2(1一β)(1-R,* I_"I=FT) >｡
Tj2

と書き改らためられる。このうち, (1-PIzj2(1－β))は，消費財一単位の生産に

必要な生産財の量が，消費財一単位の輸出と交換に得られる生産財の量より小

である限り, ("j2<p-'),すなわち，貿易がこの国に純生産物を斎らすという意

味において有意味である限り，正である。これも，0≦β≦1だから，必らず

(1 -PQj2(1 -8)>1－pdzj2)となるからである。

次に,('-R," '_",-w)について｡これは,労働者が剰余労働を生産
Tj2

している状態においては必らず正である。すなわち，消費財輸出国において，

消費財生産に完全特化した状態においては，消費財一単位を生産するに要する

投下労働量は，既に示したように
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Tj2
fj2* ==

1－p"j2

である。このような状態においては, (1 -Rj*#j2*)は，労働者が剰余労働を生

産していれば，正である。ところで，0≦β≦1であるから，また当然に，

Tj2

'-R'" 1-I,@,;#了二W>1 -Rj*#j2*

だから，従って，労働者が剰余労働を生産していれば ('一Rj* ,_1.",_8) )
Tj2

は必らず正である。

従って，貿易が経済的に有意味であり，かつ労働者が剰余労働を生産してい

るような状態においては，第二の条件は必らず充たされる。

最後に第三の条件であるが，これは，

（6.29）（1－αj,*) ( 1－Rj*#j2*) >0

但し，

"jl* =βαj,+ (1－β)p6Mj2

’縄毒=蝋蹄土鯛‘
（1）

と書き改らためられる。αj，は，消費財輸出国の内部において，生産財を一単

（1） 第3の条件の変形は，次のようにして行なわれる。

’ ’
1－βαjl －βαj2

-Rj*Tj,-P(1 -B)"j, 1 -Rj*7y2-P(1－β)"j2

＝1－(βαj,+(1一β)P"j2) - Rj*[( 1一βαj,)7y2 +βαj27y,]

= {1-(e""+(1-B),"")}{]一Rj* 12識淫:鵠｝
ところで,"jlは，国産生産財を使用して生産財を生産する場合における生産財単位

あたりの生産に必要な生産財の量でありP"j2は，輸入生産財一単位を入手するに必

要な生産財の量である。そこで，これら2つを，生産財の国産量と輸入量をweight
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位生産するにあたって必要とされる生産財の量であり，paj’は，この国が，生

産財を一単位輸入するにあたって必要とする生産財の量である。この場合，貿

易をも’一種の生産過程であると考えるものとした上で9 Qjlとp"j2を，それ

ぞれ国内で生産した生産財の量と輸入した生産財の量をweightとして加重平

均したもの，すなわちαjl*は，貿易が行なわれている状態での，この国にお

いて生産財の一単位を（上に示したような広い意味において）生産するにあた

って必要とされる生産財の量である，と考えることができる。だから，この場

合においても，私たちの議論を，経済的に有意味な状態のみに限るとするなら

ば, "jl*は当然のこととして,1より小さな値をとらなければならない。その

場合には，生産財の生産にあたって，純生産物が生産されていることを保証す

ることができる。従って，（(6.29）において，私たちは，

1－αjl*>0

であると考えることは，すこしも支障を生じない。

次に, #j2*は，消費財輸出国における，貿易が存在する状態の下での消費財

一単位の生産にあたって，直接間接に必要な投下労働量を示している。また，

Rj*は，同じ状態の下において，直接に生産に従事する労働者が，一単位時間

労働することの代賞として受取ることのできる消費財の量である◎だから，

Rj*#j2*は，労働者が一時間の労働の代償としてうけとる消費財の生産に，直

として加重平均したもの

βαj,+ (1 - B)p"j2

は，当然貿易を含む状態における，生産財の一単位を入手（生産および輸入により）

するために必要な生産財の量を示す。だから，これを, "jl*にて示すことにする。ま

た，第4章の（4.24）において示したように

‘2識婚土:総='"＊
であるから，結局第3の条件は

（'一αj,*) ( 1 -Rj*#j2*)

として示されることになる。
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接間接必要とされた労働時間である。

さて,(6.29）の条件をみたすためには，上に示したように，（1－αj,*)は，

経済的に有意味な状態においては，正値をとるものであることが保証されてい

るのであるから

1 - Rj*#j2*>0

でなければならない。このことは，一時間の労働に対して労働者に支払らわれ

る消費財の生産に，直接間接に必要な労働時間が，一時間よりすぐないことを

意味している。このことは，既に述べたように，労働者が剰余労働を行ってい

ると表現される。

以上のことより,(6.29）の経済的意味は，生産（貿易も含めての）が経済的

に有意味に行なわれており，更に労働者が剰余労働を行なっている，というこ

とである。

そこで，第一．第二および第三の条件を綜合して，次のように言うことがで

きる。生産も貿易も経済的に有意味であり，更に，労働者が剰余労働を生産し

ている限り，生産水準についての非負条件は充たされるoこの条件においては，

形の上においても，封鎖体系についての正値条件とは異る点が明らかであるo

すなわち，ここにおいては，貿易が有意味であることが明示されている。この

ような条件が生産財輸出国については出てこなかった理由は，生産財輸出国に

おける生産は，私たちの体系においては，国産生産財のみを用いて行なわれて

いることに因る。

猶,この国が消費財の生産に完全特化した状態においては,正値条件は(6.27）

の代りにもっと単純な形で，

(6 27*) (1-P"j2)(1-Rj#j2*)>0

と示される。これは，貿易が経済的に有意味であり，更に，労働者が剰余労働

を行なっている限り，生産水準についての非負条件が充たされる，ことを示し

ている。ここで生産の経済的な有意味性が考えられないのは，この完全特化状
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態においては，この国では生産財は生産されないからである。

以上私たちが生産財輸出国と消費財輸出国のそれぞれについて考えてきたと

ころから明らかなことは，各国の資本家のそれぞれの生産物に対する最終需要

の大きさが，いづれも正であるか，またはその内の何れかが非負であるとして

も，決して負値はとらないものとするとき，このような最終需要に対して，各

国のそれぞれの生産水準が非負であるためには，一般には，生産も貿易も共に

経済的に有意味であり，更に労働者が剰余労働を行なっている，ことが必要で

ある，という点である。

6．剰余条件と交易条件：貿易を含む経済での生産水準の非負条件

私たちは前節において，各国における資本家のそれぞれの生産物に対する最

終需要が，双方共に正であるか，または一方が正で,双方共に負ではないとき

に，生産水準がともに非負であるための条件として，生産も貿易も経済的に有

意味であり，更に労働者が剰余労働を生産しているべきことを示した。そして，

これらのことは，私たちの扱う経済は資本家的経済であるから，これらの条件

は当然のこととして，常に充たされるものと理解しているoこのうち第二の条

件を剰余条件と呼ぶ。

（6.30) 1 -R*#2*>0

この条件は，貿易が開始された後においても，私たちの分析の対象が資本家

的経済である限り，常に保たれるものと考えることは可能であるoところが第

4章において示したように，各生産物に対する単位当りの必要投下労働量は’

貿易が開始されると変化し始める。第3章において示したように,貿易をもた

ない一国における単位当り必要投下労働量は，その生産物の生産にあたって，

直接間接に関連を持つすべての生産物の生産方法が与えられれば，決定できる。

しかし，貿易が開始された後における単位当りの必要投下労働量は，その上に’

相手国との交換にあたって生ずる交易条件にも依存する。
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そこで，私たちが扱う資本家的経済においては，貿易の存否とは無関係に,常

に剰余条件を充たしているにちがいないという理解にたつ限り，私たちは，貿

易が開始された後における各国の剰余条件を検討することにより，交易条件に

ついての附加的な知識を，そこから導びきだすことができそうに思われる。こ

のことは，別の面からみれば次のように説明することができる。前節において

示したように，剰余条件は生産水準の非負性を保証するためには常に充たされ

ていなければならなかった。そこで，剰余条件から,交易条件についての制約条

件が導びかれるとするならば，そのような交易条件についての制約条件それ自

体が,貿易を含む経済における生産水準の非負条件と理解することができる。こ

の節で問題にする交易条件の可変領域は,まさに,各国における各生産物の生産

水準を非負に保つための条件として設定されるものと，理解されるべきである。

6．1 完全特化の下での剰余条件と交易条件

第4章において示したように，貿易の開始によって影響を受ける必要投下労

働量の変化の仕方は，生産財輸出国におけるのと，消費財輸出国におけるのと

では相異する。猶，ここでは，まず議論の明確化の為に，各国ともに，完全特

化が行なわれている状態で考える。また，説明の便宜上，ここでも，生産財輸

出国を第j国，消費財輸出国を第ノ国と呼ぶことにする。

（ｲ）生産財輸出国

そこでまづ，生産財輸出国における剰余条件の modincationから始める。

貿易が開始された後においても，常に剰余条件は充たされているものと考える

と，この国における貿易開始後の実質賃金率RI*および，消費財一単位の必要

投下労働量＃‘2＊の間には，

（6.31）1－R#*＃吃*>0

の関係が成立する。ところで，第4章において示したように，完全特化状態に

おいては，交易条件をPとして，

#42* =p-1#61
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であるから，（6.31）は

("'*) \:: <I,
となる。すなわち，交易条件は，生産財輸出国における剰余条件を充たすため

には,弩:以下にさがることはできないということを意味する｡これを別
の表現で示せば，生産財輸出国における生産水準を正値に保つためには，交易

条件は，（6.31*）をみたす範囲になくてはならない，ということである。

（ﾛ）消費財輸出国

次に，消費財輸出国について考える。この国においても，剰余条件は，貿易

開始後の実質賃金率Rj*と，消費財一単位の必要投下労働量ﾒj2*の間に，

（6.32）1－Rj*#j2*>0

の関係を成立せしめる。ところで，第4章に示すところに従へば，完全特化で

の消費財輸出国における消費財の投下労働量は，

‘泌辮=‘義”
である。このことより,(6.32）は，

(6. 33) 1 -P"j2>0

が充たされる限り，すなわち，貿易が経済的に有意味である限り，

1 -Rj*Tj2
(6. 32*) P<

"j2

となる。

この（6.33）の関係は，第4章に示したように，消費財輸入国において，こ

の国が生産財を輸入して消費財の生産を続けてゆくための条件，すなわち，消

費財一単位の生産に必要な生産財の量は，消費財一単位と交換に得られる生産

財の量よりも小でなくてはならない，ことを示しているoだから，この国が消

費財生産に特化を行っているという，この型の貿易が存在しているからには，

この条件は当然に充たされているものと考えてさしつかえないだろうO従って，
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(6.32*）は有意味となってくる。そしてこれは’交易条件は，消費財輸出国に

おける剰余条件を充たすためには, (1 -Rj*Tj2)/αj2以上にあがることはできな

いことを意味する。

（6.33）は，当然のこととして充たされているものと考える。従ってまた’

この条件から，交易条件は

1

(6. 33*) p<-瓦万

を充たさなくてはならないことが判る。ところが

1 - Rj*Tj2
"j2

一恥
１

－一
一

であることは明白であるから，交易条件が（6.32*）を充たす場合には，必ら

ず（6.33*）も充たしている。

要するに,(6.31*）および（6.32*）より，私たちは，各国がそれぞれの輸出

産業での生産に完全特化している状態においては，各国での特化部門での生産

水準を正値に保つためには，交易条件は常に，

1 - Rj*7･j2f'*Zi｣ <I,<(6. 34) 1一α‘， "j2

の範囲内でのみ変化することが，判る。

このように，各国において剰余条件，したがってまた生産水準についての非

負条件がみたされる場合における，交易条件の変化の許容領域が与えられた。

ところが，この（6.34）の条件が，経済的に有意味でありうるためには

g@"Ti1 < 1－Rj*7-j2
1－α‘l "j2

(6.34'）

が常にみたされる保証がなくてはならない。もしもこの不等号が逆となる状態

が生じたならば，何れか一方の国においては，剰余条件がみたされなくなって

しまう。
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さて，上の関係は次のように書き改らためられる。

（1－αf,)(1 -Rj*#j2+"j2(Rj*#j,-Ra*#@,))>0

ここで，1－α‘，は，生産財輸出国における生産が経済的に有意味であれば常に

正である。また, 1 -Rj*#j2+"j2(Rj*#m'-Rj*#d,)は，両国における生産財の生

産にあたっての労働生産性の比率が両国での実質賃金率の比率に等しい場合

1/＃‘，

1/#j,
Rf*/Rj* =

,には，消費財輸出国での労働者が，剰余労働を生産している限り正である。だ

から，上に示した生産財生産にあたっての労働生産性と実質賃金率についての

特殊な前提がみたされるならば，（ｲ)生産財輸出国における生産が経済的に有意

味であり，（ﾛ)消費財輸出国における労働者が剰余労働を生産している限り，上

の関係は充たされ，従って，両国ともに剰余条件したがってまた生産水準の非

負条件をみたす交易条件の存在が保証されることになる。

ところが，上に示した生産財の生産にあたっての労働生産性と実質賃金率の

潤係により，上述の結果が破壊されることがないとは言えない。けれども，私

たちはこのmonographにおいては, (6. 34')の関係は常にみたされるものと

仮定しておくことにする。

6．2 不完全特化の下での剰余条件と交易条件

以上においては，私たちは，議論の明確化のために，各国ともに，それぞれ

の輸出産業の生産に完全特化している状態を考えた。そこで次に，各国が，い

づれも不完全特化の状態にあるものと考える場合,(6‘34）の関係は，どのよう

ﾙこ変化せしめられるかを考える。

不完全特化の状態においては，生産財輸出国および消費財輸出国における，

消費財一単位の必要投下労働量は，それぞれ次の通りである。

すなわち，生産財輸出国においては，第4章における（4.2）および（4.3）に

従って
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f@2* ="#I2 + (1 - ")P-'#@1

であり，また，済費財輸出国においては，等4章の（4.24）により

βαj2'rj1+ (1－βαj,)Tj2
#j2* =二

1－βαj1－(1－β)Pdzj2

である。これらの値を用いて，各国におまる剰余条件を考ると，剰余条件がみ

たされて，各国の各生産物についての非負条件が充たされるためには，交易条

件は

（1－α)R6*TI,
(1－α‘1)(1－Rj*TI2") - R#*@z@2Ti1α一<p

＜（1－βαj,)(1 -RJ*Tj2)一RJ*@zj2Tj2Tj18
（1－β)"j2

(6.34*）

の条件を充たす範囲になくてはなうない。

そこで，（6.34）と（6.34*）を較べてみると

（1－α)Ri*γ細 = &*Td｣
（'一α@i)( 1 -R&*T@2")一R@*"427-ilα－1－α‘’

（6.35）

l－Rj *Tj2二一(1－βαj,)(1 -Rj*Tj2)一Rj *@zj2Tj,8
"j2 -- (1－β)αj2

1）

となる。このことから，当然に，各国における輸出財生産部門の特化の程度が

（1） まづ生産財輸出国についてみると

（1－α)R@*7z[ Rd*'711 1

(1 -UMM,)(1 -R@*'7M2")一Rj*"42恥a ’一α､‘

一aRd*7I,( 1－α伽)(1 -R@*#42)
－

(1 -CMi,)[(1一α伽) ( 1 - R#*7M2@z) - R@*"@27M,"]

であるから，労働者が剰余労働を生産し，剰余条件がみたされて, 1 -Rf*#f2>0であ

る限り，全体としての値は負値をとる。

また，消費財輸出国についてみると

(1－βαj,)(1 - Rj*Tj2) -Rj*αj2'TjlB 1 - Rj*7j2
(1 -B)"j2 αj2
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深まるにつれて，交易条件の変化しうる範囲は狭められることが判る。

125

7．交 易 条 件

私たちの体系においては，各国における価格は，それぞれの国における賃金

単位で測られているから，各国における賃金率が異なれば，貨幣価格が貿易を

通して，各生産物について，各国で共に等しくなっても，賃金単位で測った価

格は相異る。私たちの体系において，貿易収支の均等を示す式が，国の数だけ

入っているのは，この理由による。すなわち，

(6. 6) 9!1*z1 - 912*z2 = 0

(6. 7) -9jl*z1+9j2*z2=0

である。

私たちは，また前に，交易条件pを，生産財一単位との交換によって得られ

る消費財の量として定義した。だから，この（6.6）および（6.7）の関係から

は，私たちは，交易条件は，それぞれの国において，貿易収支を均等ならしめ

る均衡価格比としても考えることができる。

"2 _ 941*－9jl*
(6.36) P=-斤－~WFﾃｰ~Z冒蚕

また，私たちは第4章において，交易条件を，その状態において，各国それ

ぞれに，消費財一単位の獲得に必要な投下労働量に対する生産財についての同

じ投下労働量の比率であるとも考えた。

（"，),=緩=静
だから私たちは，ここで，交易条件．輸出入単位比率・各国での価格比率およ

ーβ(1－αj,)(1 - Rj*#j2)
（1－β)"j2

であるから，この場合についても, 1 -Rj*#j2>0である張り，全体の値は正値をとる

ことになる。
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び投下労働量比率の間の（6.36）と（6.37）に示されるような対応関係を確認

しておくことができる。

8．利潤率と交易条件

私たちは，前節において，交易条件は，各国における均衡価格比に等しいこ

とを示した。このことからまた，私たちは，交易条件は，各国の各生産部門で

の利潤率と関係をもつことに気づくことになる。前々節において，剰余条件と

交易条件について考えたときと同じようにして，ここでは，利潤率と交易条件

について考える。猶，利潤率と交易条件の関係を考えるにあたっては，国別の

表示を必要としないから，国別の表示を持たない記号について，各国に共通し

た分析を進めることにする。

私たちの体系においては，一定の生産方法を媒介として，利潤率と価格と実

質賃金率の間の関係は，次のように示されている。

q,*＝(1＋γ,*)(α,q,*十丁,）

(5. 7**) 92*=(1+"2*)("291*+T2)

1 =R*92*

ところで，前節で示したように，交易条件は各国での均衡価格比で示されるか

ら，

（6"筆),=器
である。そこで，各生産部門での利潤率がすくなくとも正値をとるために，交

易条件のとらなければならない範囲は，何れの国にとっても，

（6"〕観く,〈
（1）

でなければならない。

1 -T2R*
α2

（1） すなわち，（ｲ)生産財生産部門における利潤率が正であるためには，（5.7**）およ
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このことを，前節でえられた結果と併せて考えると，私たちは，交易条件の

変化しうる範囲に関して，次のようなことを明らかにすることができる。

前節における結果は，次のように要約される。各国における生産水準につい

ての非負条件がみたされるためには，それぞれの国における剰余条件がみたさ

れていなければならない。それがみたされる場合，更に，交易条件の変化の許

される範囲は，有限確定領域として与えられる。各国ともに不完全特化にある

場合においての範囲は（6.34*）によって示され，各国ともに完全特化した状

態にあっては,(6.34）によって示される。この2つの関係を，簡単な語号を用

いて

（6.34) 4d*<P<Bj*

(6･ 34*) "l<p<Bj

と表わしておくことにする。但し，ここで

4≦Az*

Bj≧Bj*

であることは（6.35）により示されている通りである。これを図示すると，第

び（6.36*）により

q1p+71R* _
， 』+号典難く」

でなくてはならない。従って，交易条件は

,>答
の範囲になくてはならない。次に(ﾛ)消費財生産部門における利潤率が正であるために

は，同様にして

‘"+ｱ,R*=孟万<1
従って，交易条件は

’〈]一舌=
でなくてはならない。
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6.1図となる。

ここではまず，各国ともに不完全特化の状態にあるものと考えることにする。

この場合には，単に剰余条件をみたし，各国の生産水準についての非負条件を

｜ l
AZ Aj*

’

＝

(6.34*）

(6.38）

’’
Bj*

－T－

Bj* BjAj*

’’ (6.38）

(6．34） ’

第 6．1 図

みたすことだけが求められるのであるならば，交易条件は，（6.34*）で示され

る範囲内にあればよい。

そこで次に，本節において考えた，それぞれの国での利潤率を正に保つため

の交易条件の範囲について考える。何れの国においても，生産財生産部門およ

び消費財生産部門ともに，正の利潤率が保ちうるためには,(6.38）で示された

範囲に交易条件がなくてはならない。

"<P<Bc*
（6.38）

"j*<p<Bj*

これをまた，第6．1図において示す｡ (6. 38)の関係は，上に示したことの系

として，次のことを意味している。交易条件がB*に等しくなる状態において

は，消費財生産部門における利潤率は零，従って，交易条件がこの水準をこえ

てより大となるような状態においては，消費財の生産は，全く行なわれない。

逆に，交易条件が4＊に等しくなる状態においては，生産財生産部門における

利潤率は零，従って，交易条件がこの水準をこえて，より小となるような状態

においては，生産財の生産は，全く行なわれない。

以上のことを考えると，（ｲ)生産財輸出国において，資本家によって生産財の

生産が続行される為には，交易条件はすくなくとも
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(6. 39) "<p

の範囲になくてはならない。この場合，たとえこの国が生産財の生産に完全特

化しきっておらず，従って，剰余条件したがってまた生産水準の非負条件を充

たす為には，まだすこしは交易条件の値を低下せしめうるものであるとしても，

資本家的経済において，この国が生産財輸出国としての役割を果すためには，

交易条件はすくなくとも，上に示した（6.39）の範囲になくてはならない。同

じことは，消費財輸出国についても考えられる。(ﾛ)消費財輸出国において，資

本家によって消費財の生産が続行されるためには，交易条件は，すくなくとも

(6.40) p<Bj*

の範囲になくてはならない。この場合，たとえこの国が消費財の生産に完全特

化しきっておらず，従って，剰余条件したがってまた生産水準の非負条件を充

たす為には，まだすこしは交易条件の値を上昇せしめうるものであるとしても，

資本家的経済において，この国が消費財輸出国としての役割を果すためには，

交易条件はすくなくとも，上に示した（6.40）の範囲になくてはならない。

これらのことから直ちに判ることは，たとえ各国の貿易への参加の仕方が，

それぞれの輸出品生産部門への完全特化という徹底した形でなく，各生産物を

共に生産している不完全特化の形で参加している場合においては，交易条件の

変化しうる範囲は，剰余条件したがってまた生産水準の非負条件を充たすだけ

の目的でならば許される範囲よりも，更に狭い範囲においてのみ与えられる。

これは，それぞれの国における輸出品生産部門における利潤率がすくなくとも

正値をとらなくてはならないことから導かれた条件である。

交易条件の上昇は，生産財輸出国にとって有利化であり，消費財輸出国にと

っては不利化であること，逆は逆，を考えると，上述したことは，次のように

表現される。何れの国にとっても，交易条件の不利化の限界は（6.34）によっ

て与えられる。

以上においてえられた知識は次の通りである。剰余条件したがってまた生産
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水準の非負条件をみたすだけならば，不完全特化の状態においては，完全特化

の状態に較べて，交易条件の変化に対する許容範囲は，より大である。しかし

ながら，それぞれの国の輸出品生産部門における利潤率が，資本家的経済にお

いては，すくなくとも正でなければならないことを考えるならば，不完全特化

の状態にあっても，せいぜい完全特化の状態における剰余条件したがってまた

生産水準の非負条件を充たすための許容範囲しか認められないo資本家的経済

における，交易条件の不利化の限界は，このようにして,(6.34）であることが

確かめられる。

次に私たちは，上に示してきたものと同じ考え方に従った上で，不完全特化

または完全特化と交易条件との結びつきを，利潤率の面から考えておくことに

しよう。

既に示したように，生産財輸出国にとっては，交易条件が

"@*<p<BI*

の範囲にある限り，生産財を輸出するとはいいながら，何れの生産物も生産す

ることができる。すなわち，交易条件がこの範囲にある限り，何れの生産物の

生産部門においても，正の利潤率が保証されるからである。ところが，例えば

第6．1図に示されているように

Bc*<Bj*

であって、生産財輸出国にとっての交易条件の有利化の限界が,BI*を越えて

まだある場合には，この

Bc*≦p<Bj*

の範囲に交易条件がある限り，生産財輸出国は，生産財に完全特化することを

余儀なくされる。というのは，この範囲での交易条件に対しては，生産財輸出

国における消費財生産部門での利潤率が非正となり，この点から，この消費財

生産部門においては，その運営が資本家に委ねられる限り，生産は全く行なわ

れないことは明白となるからである。
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同様のことは，消費財輸出国についても妥当する。交易条件が

"j *<p<Bj*

にある限り，何れの生産物の生産も，正の利潤率が保証されている，という限

りにおいては可能である。ところが，たまたま

"<Aj*

であって，更にまた交易条件が

"<P≦Aj*

の範囲にある場合には，この国における生産財生産部門における利潤率は非正

となる。従って，この場合には，この国では生産財は全く生産されず，従って，

消費財の生産に完全特化を余儀なくされる。

ところで，このように考えるにあたって注意しておかなければならないこと

は，どの生産物の生産にしろ，それを遂行するか否かは，利潤率が正か非正か

によってきまるのではない，ということである。勿論ある生産物の生産が行な

われるためには，その生産にあたっての利潤率が正でなくてはならないことは

当然である。ところが，たとえ利潤率が正であっても，その生産が行なわれる

保証は何もない。だから，上述したところにおいて，生産財輸出国にとっての

B@*または消費財輸出国にとっての"j*は，いづれも，この水準をこえて，そ

れぞれの国にとっての交易条件が有利化する場合に，輸出品生産部門に完全特

化しなければならなくさせられるということは確かであるけれども，それらの

水準に較べて不利な交易条件に対しては，必らずどの国も不完全特化の状態に

あると断言してはいけない。その場合には，不完全特化をなしうる可能性が存

在するだけである。
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7．貿易利益の分配

1．問 題

2. modelの整理と諸前提

3．貿易の行なわれる理由

3．1 貨幣で測った貿易利益

3．2 資本家的な貿易の行なわれるための諸条件

3．3 貨幣で測った貿益利益と交易条件

4．実質費用で測った貿易利益

5．交易条件と実質的貿易利益

6．価 値 と 価 格

7．交易条件と貿易利益

1．問 題

資本家的経済の営なまれる諸国の間での貿易は，どのような状態の下で，ど

のように展開されるか。そこでは，すくなくとも，資本家にとって有利な貿易

が展開されることになるだろう。しかし，資本家的経済を構成するものは，資

本家階級と労働者階級である。そして，通常，これらの2つの階級は，利害対

立するものである。このような場合，資本家にとっての有利な貿易は，労働者

に対してどのような影響を与えることになるだろうか。

このような問題の解決のために，私は，この章において，資本家にとって有

利な貿易は，その国の全体としてみた場合においても有利であるのか否かを検

討することにしよう。そのための測度として，私は，すでに示しておいた，各

生産物の必要投下労働量を使用する。そして，その国が貿易をすることによっ

て，国内で生産のために投下した総労働量を，実質的に増加することができる

かどうかによって，その国が，全体として，貿易よりの利益をうけているのか，

そうでないのかを検討する。
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私は，問題のこのような展開において, Ricardo の比較生産費原理の，

Marxの生産価格論を媒介としての, modern representationを試みることと
（1）

したい。Ricardoの解こうとした問題は，例えば，英国は自由貿易により，

100時間の投下労働で生産した生産物と交換に輸入できるものは，自国で生産

してすくなくとも100時間以上の投下労働を必要とするものである。だから，

自由貿易は，必らず有利に働らくことを示すことであった。しかし，資本家的

経済における交換は，投下労働量の比率に従って行われるのでなく，支配労働

量の比率に従って行なわれる。ところが，第5章において示したように，資本

家が正の利潤率を要求するような状態においては，投下労働量の比率と，支配

労働量の比率は，常に一致するものとは限らない。だから資本家的な貿易にお

いて，資本家に有利な貿易が行なわれるとしても，必ずしも, Ricardoの示そ

うとした状態が常に成立せしめられるものではない。このことは，単純な投下

労働価値説に立脚した Ricardoによっては，解明できなかったことであり，

Marxの生産価格論を通してのみ，始めて解きあかされうるものである。

2．FTmdelの整理と諸前提

貿易が行なわれている状態での，各国における最終需要と生産水準との関係

は，生産方法を一定とすれば，

"41* = "il"fl* + "42"i2* + j/41*一(- 1)Iz,
(7.1) - _ j=1,2

"'2* =R{*(T@1"i1*+TI2jvi2*) + yl2* - (－1 )lz2

で与えられるoZjは，今までとはその取り扱いを異にして,1国においては，

それが正値としてあらわれれば輸出として，負値をとれば輸入として扱かわれ，

Ⅱ国に対しては，逆の扱かいをするものと約束する。

（1）問題を，このように把えた人は，行沢健三「国際経済学序説｣''957年がある。し

かし，私と行沢氏との間には，はっきりしたapproachの相異がある。その主要な点

は行沢教授は, Marxの生産価格論をそのままに利用するのに対し，私はそうしない

点にみられる。
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本章の問題においては，各国ともに，完全雇用を前提する。だから実質賃金

率を一定とすれば，労働の需給は，

(7. 2) TI1"'1* + Ti2"i2* = NI = constant

と考えられる。このことを考慮すると，（7.1）の関係は，次のように改訂され

る。

"'1*="'1"#1*+Uz12"@2*+y'1*-( - 1)izl
（7.1*）

jirZ2* == R@*IVI + y'2*一(－1 )#z2

また，本章の分析にあたっては，決定的な重要性を持つ程のものではないの

だが，何れの国において採用されている生産方法においても，生産財の生産は，

常に，消費財の生産に較べて，資本集約的であると仮定することにしよう。こ

れは，記号の上では，

４ ２
２

α
両

二恥一ｍ
として示される。すなわち，直接投下労働の単位あたりに必要とされる。生産

財の量は，生産財の生産において，消費財の生産よりも大であることである。

この関係はより一般的な形で，

" 41 fd1

（7.3） ＞0
"#2 Td2

と示すことができる。

3．貿易が行なわれる理由

資本家的経済を営なむ諸国間において貿易が行なわれる理由を，私は，その

ようにすることが資本家にとって有利だからであると考える。外国からの輸入

品が，同種の国産品に較べて低廉な価格で入手できるならば，貿易は労働者に

とっても有利である。しかしながら，そのような貿易が労働者にとって有利で

あっても，資本家にとって不利であるならば，このような貿易は資本家によつ
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（1）

て封鎖されてしまう。貿易が行なわれるためには，それが労働者にとって有利

であるとか不利であるとかと言うこととは無関係に，資本家にとって有利であ

ることが，絶対に必要である。

資本家的経済諸国の間で貿易が行なわれる場合，資本家にとって，そうする

ことが有利であることが絶対に必要であると言ったけれども，ある種の状態の

下では，貿易に従事する諸国のうちの，ある一国にとってのみ有利であって，
（2）

他の国にとっては不利であっても貿易が強行される場合もある。しかし，私は，

ここで扱う問題においては，双方いづれの国の資本家にとっても有利である場

合について考えることにする。これは，貿易に従事する諸国が相互に，経済的

には独立している状態を考えることを意味している。

そこでまづ，何れの国にとっても，貿易からの利益とはどのようなものなの

か，そしてまた，それはどのようにして測られるのか，についてまづ考えてゆ

くことにする。

3．1 貨幣で測った貿易利益

（7.1*）の関係において算入されている，各生産物に対する最終需要を，それ

ぞれの国について，貿易が存在しないと仮定する場合における価格（その性格

上，以下これらをEhadow価格と呼ぶことにする）で評価した上で集計すると，

911(γ11*＋zl)＋q12(γ12*＋z2)＝Y"1*一Ni
（7.4）

921(j/21*-z,)+922(J'22*-z2)= Y"2*－必

となる。ここで, Y"@*-NIは，それぞれの国における純国内生産額から，労

働者に支払った賃金を差し引いたもの，すなわち国内生産にもとずく利潤であ

る。但し，これらの量は，第5章でその理由を示したように，すべて賃金単位

で示されていることに注意しなければならない。これを，説明の便宜上から，

（1） 貿易の封鎖は，交易を完全に閉鎖するというよりも，むしろ，関税による塙壁を

築くことによってなされる。

（2） 一つの国が他国を，経済的に支配している場合には，その国における資本家の利

益を度外視して，貿易が強行される場合すら出てくる。
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(7. 5) n$*= Y",@*一恥

のように表わすことにする。

（7.4）で示された関係は，

911zl+912z2=H1* - (911y11* +912y12*)
（79

- 921zl - 92222= n2* - (921y21* + 922j/22*)

と変形することができる。

,(7.6）の左辺は，次のことを意味しているo9〃は，貿易のない場合における

各国それぞれにおける価格，すなわちghadow 価格である。 そこで，何れの

国がそうであるかは後で定めることとして，例えば，生産財輸出国は,21だけ

の生産財を輸出して, 22だけの消費財を輸入する。この場合，これらそれぞれ

の量を,上に示したshadow価格で評価したときに，輸入額が輸出額に較べて

より大きくなれば，この国は，貿易をすることにより，利益をうけているもの

と考えることができる。また逆に，輸出額が輸入額に較べてより大きければ，

貿易をすることにより損失を蒙っていると考えることができる。同じことは，

消費財輸出国についても考えられる。要するに，（7.6）の左辺は，いづれの国

‘においても,ZlとZ2との交換は, shadow価格で測って有利か不利かを示すも

のであるoそこで'Zjについての各国での扱かい方に注意すれば, (7. 6)の左

辺は，各国いづれについてみても，負値ををとれば，貿易よりの利益をうけ，

正値をとれば，貿易よりの損失を蒙っていることを示している。この場合，い

づれの国にとっても，貿易よりの（正の）利益があった場合，それらをh｛に

て表わすことにしよう。

（7.6）の左辺が，上に示したような意味をもつものであれば，その右辺も，

同様に，貿易よりの利益を示す何かを意味している筈である。事実，これらは

次のことを意味している。上に示したように, n@*は, shadow価格で評価し

たそれぞれの国内での生産にもとずく利潤の総額である。また, y4j*は，貿易

が存在する状態において，各国の資本家が各生産物に対して持つ需要であり，
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従って，

Z 9,jyij*
J

は，それらの需要をshadow価格で評価したものである。だから，

Ⅱ‘*-亭9"γ‘，
が負値をとることは，この国の資本家は，貿易を行なうことによ呪 shadow

価格で評価した国内生産にもとずく利潤以上のものを需要することができる，

ことを意味している。すなわち，その差額だけが，貿易よりの利益によって賄

なわれていることを意味するのである。逆にまた，これが正値をとった場合に

は，この国の資本家は，貿易を行うことにより, shadow 価格で評価した国内

生産にもとづく利潤よりもすぐない額だけの需要しか持つことができないこと，

従ってまた，それは，貿易を行うことが，この国の資本家に対して，損害を与

えていることを意味している。

要するに，以上で示したように, shadow価格で評価した輸入額と輸出額の

差額を，貿易よりの利益と考えたが，私は，このようなものを，貨幣で測った

貿易利益と呼ぶことにする。そして次に，このような意味での貿易利益が，貿

易に従事する2つの国の双方において，ともに正値をとるか，すくなくとも一

方が正値をとり，双方ともに負値をとることのないためには，換言すれば，双

方の国の資本家が，貿易をしようと考える，またはすくなくとも貿易をするこ

とを避けようとしないためには，どのような状態の下で，どのような貿易が行

なわれたらよいのか，を考えてゆく。

3．2 資本家的な貿易の行なわれるための諸条件

前節で約束したように，貨幣で測った（正の）貿易利益を，月‘で表わすこと

とすれば，（7.6）の左辺に関して，

911"1 + 91222 =－ル1
（7.7）

- 92121 - 92222 =一ル2

という関係を示すことができる。
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そこで，これから，各生産物についての貿易量を，各国におけるshadow価

格，および貿易利益の函数として，示せば，次のようになる。

922月1＋912片2
'Z1==

△Q

－921片1-911片2
(7.8）

"2=
△Q

ここで，

AQ=| 9,[ 9,2

－921 －922

である。

ここで私は，各国における（貨幣で測った）貿易利益が，双方ともに正であ

るか，すくなくとも一方だけは正であり，そして双方ともに負となるようなこ

とのないための諸条件，換言すれば，双方の国での資本家が，貿易をしようと

考えるか，すくなくとも貿易から逃げだそうとはしない為の諸条件を見出さな

くてはならない。このような前提は，記号的には，次のように表わすことがで

きる。

ル,≧0
（7.9）

ル2≧0

但し，双方共に等号をとることはない。

（7.9）を充たすためには，次の2つの場合の何れかが見出されればよい。

剛器く鵲癒る場合には{:;≧：
（7.10）

（･)器>舟なる場合には{:;≦：

すなわち，与えられた，各国にとってのshadow価格の比率（生産財価格の

消費財価格に対する比率，以下同じ）が, (4)1国において1国のものよりも小
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さい場合には,1国は生産財を輸出し消費財を輸入すれば，そしてまた1国は

消費財を輸出して生産財を輸入すれば，両国の資本家はともに，貿易よりの

（貨幣で測った）利祐をうけることができる。また(Q) shadow価格比が,1国

において1国のものよりも大きい場合には,1国は消費財を輸出し生産財を輸

入すれば，そしてまた1国は生産財を輸出して消費財を輸入すれば，両国の資

本家はともに，貿易よりの利益をうけることができる。

以上のべたように，与えられた，各国にとってのshadow価格比の相対的な

大きさに差のある場合には，その場合のそれぞれに応じて，何れの生産物を輸

出し，何れの生産物を輸入するかについての判断を誤まらなければ，一応，各

国ともに貿易よりの利益をうけることができる。

ところで，両国におけるshadow価格比が等しい場合はどうなるのか。この

場合は，（7.7）の関係より直ちに判るように，一定の大きさの貿易利益を与え

るための貿易水準を決定することができない。（7.7）の関係から導びかれる数

学的帰結をそのまま用いれば，一定の大きさの貿易利益を与えるための貿易水

準は存在しない(た1/'1六h2/92j ;ﾉ=1, 2)か,またはどんな水準をとってもよ

い("1/91j=h2/92j ; j= 1, 2)ことになる。しかし，経済的に言えば，この場合

には，両国における各生産物の交換比率が等しければ，わざわざ貿易をするま

でもない，すなわち，利益が生まれないような貿易は，資本家にとって魅力は

ない。

以上のべたことは,従来‘‘比較優位の原則'' (Principle (or Law) of
（1）

ComParative Advantage)と呼ばれてきたものの内容と同じである。但し，

（1）‘‘比較優位の原則”と言う名称を用いているのは,ごく最近のことのように思われ

る。例えば, Samuelson, P. A. ;EcO"O"iCs,およびKindleberger, C. P. ;恥彫γ'@α"o邦“

Eco"owjcs, 1958.これに対して, Viner, J.;S""βs"Zher〃eofy Q/ I"#""α"o認αノ

刀"@Ze, (reprinted) 1955.及び Haberler, G. von. ; T"e Theoj'jノQ/ ""''"α""αZ

刀ααe, 1936,はpg4比較生産費原理”の名称を用いている。しかしながら，これら両

者の考えている内容については，全く差異はない。だから，私は，これらのものを何

れも，“比較優位の原則'，と呼ぶものの内に入れてしまう。そしてこれに対して，
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私がここでのべてきた観方は，‘‘比較優位の原則”が示している公準に従って

貿易を行えば，各国の資本家はともに，貿易よりの利益をうけることができる

ことを示すことであった。これに対し，“比較優位の原則'’における考え方は，

そこで示される公準に従って貿易を行なえば，貿易に従事する何れの国も，国

内における交換において得られるものよりも，貿易を通しての交換において，

より多くのものが獲得できることを示すにとどまっている。

3．3 貨幣で測った貿易利益と交易条件

前節において私は，貿易に従事する双方の国における貿易よりの（貨幣で測

った）利益が，ともに正であるためはは，すくなくともshadow価格の比較差

がなければならないこと，そしてその比較差の在り方に従って，各国のとらな

ければならない貿易のpatternについて示した。しかし，私はその場処にお

いて，与えられたshadow 価格の比較差に従って，定められた貿易Pattern

を採ったとしても，一応，双方の国に対して貿易の利益が保証されると言った

だけであって，必ずそれが保証されることは述べなかった。その理由，および，

貿易の利益を必ず保証するための条件をこれから考える。

私はまだ，交易条件について殆んど何も述べていなかったから，それについ

て考えることから始めなければならない。

既に定義しておいたように私は，国際的な交換において，生産財の一単位と

交換される消費財の量を交易条件と呼ぶことにしている。現在使用できる記号

を用いて表わせば，交易条件Pは，生産財の貿易量Z1に対する消費財の貿易量

"2の比率として示される。

鞄一釣一一Ｐ

Ricardo流の投下労働量で測った実質費用の比較差を基礎とするものに対してp68比

較生産費原理”の名称をつけることにする。しかし，これは，あくまで，私自身の便

宜上の問題である。
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更にこれは，（7.8）を用いて，

(7･ 11) P=餓嚇:
と表わすことができる。

このことより直ちに判ることは：

(,f)1国の貿易利益が零となるような状態での交易条件は,I国でのshadow

価格比に等しい。

(7'Za) p2= :: [or "l=0

1国の貿易利益が零となるような状態での交易条件は,1国でのshadow

価格比に等しい。

(7｣2b) A=_ff for "2=0

ここで示された，交易条件についての2つの特殊な値を基準として，交易条

件の水準と，各国の資本家にとっての貿易利益の大きさを検討してみると，結

局，何れにしろ，両国ともに，貿易よりの利益よりの利益をうけるためには，

交易条件Pは,p'とP2の間

(7. 13) ml' p2]

の範囲になければならない。

以上のことと，前節においてえられた結果とを併せて考えると始めて，与え

られた各国でのahadow価格の比較差の下で，各国の資本家がともに貿易より

の利益をうけるためには，与えられたShadow価格の比較差に対して，各国が

比較的有利な貿易のpatternを採った上で，交易条件pが，各国でのshadow

価格比の問 い,P2]にあればよいことが判る。

交易条件の採らなければならないこのような範囲の経済的意味は次のように

考えられる。例えば,1国のShadow価格比が1国のそれより小である場合に



145貿易利益の分配

は,(7.10）の基準に従えば,1国は生産財を輸出して,1国は消費財を輸出す

ることが望ましい。それにしても，交易条件は1国のshadow価格比p'と1

国のそれp2の間になければならないのは何故か。

交易条件pが，ある基準となるshadow価格比より大なる状態においては，

そのshadow価格比を成立せしめている状態での交換におけるよりも，この交

易条件の下においては，生産財をshadow価格以上に売ることができるのに対

し，消費財についてはshadow価格以下でしか売ることができない。また交易

条件pが，同じshadow価格比以下にある状態においては，逆のことが言われ

うる。そこで生産財を輸出しようとする国にとっては，その国でのghadow価

格比より大さい水準で交易条件が成立してくれなければこまるし，逆に，消費

財を輸出しようとする国にとっては，その国でのshadow価格比より小さい水

準での交易条件を欲することになる。従って，上の例においては，交易条件が，

1国のshadow価格比より大きく,1国のそれより小さい水準できまらなけれ

ば，両国の資本家が，ともに貿易よりの利益をうけることはできなくなる。

4．実質費用で測った貿易利益

（7.1*）に含まれる，各生産物に対する最終需要を，それぞれの国について，

貿易が存在しないと仮定した場合における各生産物一単位の必要（直接関接）

投下労働量（その性格上，以下これをShadow価値と呼ぶことにする）で評価

して集計すると，

#11(yll* +zl) + #12(y12* + z2) = (1 -R1*#12)N1
（7.14）

#21(y21* _ zl) + #22(y22* - z2) = (1－R2 *#22)NZ

となる。ここで（1－R,#i2)班は，それぞれの国における総剰余労働である。

また，（7.14）は，

#1121 + /12z2 = ( 1 -R1*#12)Ni - (#11jﾉ11* + 212y12*)
（7.15）

- f2121 一＃22z2 = ( 1 - R2*f22)IVZ - (#21J'21* + #22j'22*)
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と変形することができる。

（7．15）の左辺は，次のことを意味しているものと考えることができる。す

なわち，ｵｨｺは，貿易のない状態における各国それぞれにおける，各生産物一単

位の必要投下労働量である。そこで例えば，生産財輸出国が，生産財をZ'1だけ

輸出して，消費財を"2だけ輸入する場合において，これらのそれぞれを，上に

示したShadow価値で評価したときに，輸入価値が輸出価値よりも大であれば，

この国は，貿易を行うことにより，実質的に利益をうけているものと考えるこ

とができる。たとえば，この国が'0時間の労働によって生産される生産財を輸

出して，その見返りとして，この国で生産しようとすれば'5時間を要するだけ

の消費財を輸入することができるとすれば，この場合には差引5時間分の労働

が，この国にとっての，実質的な利益となるものと考える。また逆に，輸出価

値が輸入価値に較べてより大きい場合には，この国は，貿易をすることにより，

実質的な損失を蒙っていると考えることができる。同じことは，消費財輸出国

についても考えることができる。要するに,(7.15）の左辺は，いづれの国にお

いても,'2'1とZ2との交換がsh adow価値で測って有利か不利かを示すものであ

る。

そこで'Zjについての各国での扱い方に注意すれば, (7. 15)の左辺は，各

国いづれについてみても，負値をとれば貿易よりの実質的な利益をうけ，正値

をとれば，貿易よりの実質的な損失を蒙っていることを示している。この場合，

いづれの国にとっても，貿易よりの（正の）実質的な利益があった場合，それ

らを〃‘にて示すことにしよう。

（7．15）の左辺が，上に示したような意味をもつものであれば，その右辺も，

同様に，貿易よりの実質的な利益を示す何かを意味しているに違いない。事実，

これは次のことを意味している。上に示したように, (1 -Rc*#d2)魂は, shadow

価値で評価した，それぞれの国内で生み出された剰余労働の総量である。また，

jﾉ"*は，貿易がある状態において，各国の資本家が各生産物に対して持つ最終
I
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需要であり従って，

Z #4jjﾉ"*
J

は，それらの需要をshadow価値で評価したものである。だから，

(1-R$*#,2)NI- Zf"γ"＊
j

が負値をとることは，この国の資本家は，貿易を行なうことにより, shadow

価値で評価した，国内で生み出される剰余労働量よりも多くの労働量を含む生

産物を最終需要として持つことができることを意味している。すなわち，その

差額だけが，貿易よりの実質的な利益によって賄なわれていることを意味する

ものである。逆にまた，これが正値をとった場合には，この国の資本家は，貿

易を行うことにより, shadow 価値で評価した，国内で生み出される剰余労働

量よりもすぐない労働量を含む生産物を最終需要として持つことになる。この

場合には，この国の資本家は，貿易により，実質的な損害を蒙っているものと

考えることができる。

要するに，以上により示したように, shadow 価値で評価した輸入価値と輸

出価値の差額を，貿易よりの実質的な利益と考えたのだが，私は，このような

ものを，実質費用で測った貿易利益と呼ぶことにする。

そこで，このような意味での実質的な貿易利益が，前節で示した，資本家的

経済を営なむ諸国間で貿易が行なわれる場合に成立する交易条件の範囲におい

ては，各国それぞれに，どれ程の分配をうけるかを検討する。

5．交易条件と実質的貿易利益

実質的な（正の）貿易利益を〃‘で表わすものとすれば，（7.15）の左辺につ

いて，

#112'1 + #12,z2 =－ル1
（7.16）

- #2121-#22z2 =一ル2

という関係を示すことができる。



貿易利益の発生と分配148

そこで,この関係から，各生産物についての貿易量を，各国におけるshadow

価値および実質的な貿易利益の函数として示せば，次のようになる。

222〃1＋＃12〃2
Z1==

△T

－ｵ21〃1－t11"2
(7.17）

'g1=
△z、

ここで，

j,， ＃,2
Ar=| - |>0

－ﾒｸ， 一ｵ22

である。また，前章において，議論の簡単化のためにしておいた前提(6.3）に

よれば，△rは正値をとる。

また,（7.17）より，私が先に定義しておいた交易条件は，この場合には，

＃21ル1＋#11"2
(7.18) p=

#22〃1＋#12〃2

で示される。

このことより直ちに，次のことが判る筈である。

(/f)1国での実質的貿易利益が零となるような状態での交易条件は，Ⅱ国に

おける, shadow価値比率に等しい。

(7J' a) ,･n=-Z f｡""』=。

（ﾛ）Ⅱ国での実質的貿易利益が零となるような状態での交易条件は,1国に

おける, shadow価値比率に等しい。

(7｣'b) ': -f f･" ',=。

ここで示された交易条件についての2つの特殊な値を基準として，交易条件

の水準と，各国の資本家にとっての実質的な貿易利益の大きさを検討してみる
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と，次のようになってくる。

前提により

PI <PII

である。このような状態において，資本家の判断により，

(/f)1国が生産財を輸出し,1国が消費財を輸出し，相互に相手の輸出した

ものを輸入するものとするとき，交易条件PがP'より小であれば,1国の実質

的な貿易利益は負,1国のそれは正となる。交易条件pがP'とpllの中間にあ

るときは，両国ともに，実質的な貿易利益をうけることになる。そして交易条

件pがPIIより大であれば,1国の実質的な貿易利益は正,1国のそれは負と

なる。要するに，

ル,＜0，〃2＞0 p<PI

（7.20）ル,≧0，ル2≧O for PI≦P≦P,,

ル,＞0，ル2＜O PII<p

（ﾛ）次に,I国が消費財を輸出し,1国が生産財を輸出し，相互に相手の輸

出したものを輸入するものとするとき，交易条件pがPIより小であれば,1国

の実質的な貿易利益は正,H国のそれは負となる。交易条件pがPIと. pllの中

間にあるときは，両国ともに，実質的な貿易利益はうけられなくなる。そして

鼓後に,交易条件PがPIIより大きい場合には,1国にとっての実質的な貿易利

益は負,1国のそれは正となる。その結果,私たちは次の関係を持つことになる。

ル,＞0，〃2＜0 p<P,

（7.21）ル,≦0，ル2≦O for P'≦P≦P''

ル,＜0，ル2＞O PII<p

これら（7.20）および（7.21）の諸関係は，すべて次のような経済的理由の

上で構成されるものと考えてよい。すなわち，ある基準となるshadow価値比

率よりも交易条件pが大であれば，その交易条件の下では，基準にとった

sh adow 価値比率の成立している状態に較べて，生産財は価値以上に，そして
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消費財は価値以下に販売される。これに対して，交易条件Pが基準よりも小で

あれば，この交易条件の下では，基準状態に較べて，生産財は価値以下に，消

費財は価値以上に販売される，ところで，上に示したことからすでに明らかに

なったように，ある国が貿易によって実質的な利益をうけることができたとい

うのは，その時の交易条件と，貿易のないときのその国にとってのShadow価

値比率と比較して，価値以上に販売できるものを輸出し，そうでないもの（価

値以下でしか販売できないもの）を輸入したからに他ならない。例えば，与え

られた条件(P, <PI,)の下で,1国が生産財を輸出し,1国が消費財を輸出し

ている場合に，交易条件が(P, <p<PII)の範囲で成立しているものとすれば，

この状態では,1国は生産財を価値以上に販売し，自国にとって不利（価値以

下でしか販売できない）な消費費を輸入しており，Ⅱ国はこの逆のことをして

いるために，両国ともに，貿易よりの実質的な利益をうけることができている，

ものと理解しなければならない。

6．価 値 と 価 格

既に示したように，どの国においても，貿易が存在しない状態での，生産財

と消費財の必要投下労働量は，

#1="1/1 +T1

#2 = "2#1 + T2

にて決定される。この関係より，この国における価値比率（生産財の必要投下

労働量の消費財のそれに対する比率）は，次のように与えられる。

も一ら T1
(7.22）

T2(1一α,) +T,"2

同じように，その国における，貿易が存在しない状態での，生産財と消費財

の価格は，生産方法と要求利潤率の函数として，

819, ="19, + T,
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β292 = "291 + T2

で決定される。この関係より，この国における価格比率はまた，次のように決

定されることになる。

82T,

仏一金(7.23）
7-2(61－α,) +[z2T,

そこで私たちが考えようというのは，これら2つの比率が，一国の内部にお

いて，どのような大小関係にあるのか。ということである。

すでに，この章の最初に約束しておいたように，以下の議論においては，こ

の国においても，生産財の生産にあたっては，消費財の生産におけるよりも，

資本集約的な生産方法が採用されるものと考える。そしてまた，どのような資

本家的経済においても，どの生産部門の利潤率も，生産が行なわれている限り，

零となってしまうようなことは無意味なことだと考えることにする。すなわ

ち，

al T1

（7.3） ＞o
"2T2

（7.24）γ‘キo

この2つのことを前提として，（7.22）における価値比率と，（7.23）におけ

る価格比率を比較すると，次のことが判る。すなわち，価格比率の方が価値比

率より大である状態においては，2つの生産部門における利潤率は

T2一△
('‘‐ ）)(,2+-号三一号．

T2一△
(7.25）

△ △

の範囲になければならない。

ここで

.=に:|>･
である。
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この条件の意味するところは，第7．1図において，よりよく示される。
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第 7．1 図

すなわち，生産財の生産において，消費財の生産よりも資本集約的な生産方

法がとられる限り，価格比率の方が価値比率より大であるための2つの生産部

門での利潤率の存在する範囲は，図において，原点より右上にのびる曲線に対

して右下の斜線を含む部分である。そして，図より明らかなことであるが，こ

の場合には，利潤率が等しい状態においては，必らず価値比率は価格比率より

も小さい。また，たとえ消費財生産部門における利潤率が，生産財生産部門に

おけるそれよりも大であっても，また価格比率が価値比率より大である状態は

保たれうる。このような余裕は，両部門での利潤率の絶対量が大になる程，ま

たは生産財生産にあたっての資本集約度が，消費財生産におけるそれに較べて

相対的により大になるにつれて，大きくなる。要するに，生産財生産における

資本集約度が，消費財生産におけるそれよりも大であると前提する限り，2つ

の生産部門のとりうる利潤率の大半の組に対して，価格比率は価値比率より大

である。

このような理由の故に，そしてまた自由競争の下においては，各生産部門に

リ
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おける利潤率は平均化される傾向にあると考えられるから，私は，この章の以

下の分析においては，どの国にとって与えられるshadow価格比率も, shadow

価値比率に較べてより大である，という状態について考えることにする。しか

し，このことは，単なる議論をするための便宜の問題であり，この逆の場合の

成立を無視するものでは決してない。唯，もし逆の状態がどのような結論を持

つに到るかは，私がこれから行う価格比率が価値比率よりも小なる場合につい

て考えることからの簡単な類推にて充分だと思われるからである。

7．交易条件と貿易利益

前節で仮定しておいたように，私は，ここでは，いづれの国においても，各

国の貿易のない状態における価格比率は，価値比率よりも大であるような場合

についてのみ考えることにする。すなわち，前に用いた記号では，

（7.26) P'<p'
PI,<p2

のように示される状態について考える。

また，すでに前提されているように,1国のshadow価値比率はⅡ国のそれ

よりも小である。

(6. 3) PI <PII

基準となるこれらの比率の間に，上に示したような制約をおく場合には，考

えられるのは次の3つの状態である。

(/f) P, <P'≦PII<p2

（ﾛ) P, <PII≦p'≦P2

l'､I P, <P1,=p2≦pl

私は,まづこれらのそれぞれについて,交易条件と貿易利益について考えること

にする。そして,そこで得られた知識から，総括的な結論を導くことを企だてる。

ところで，すでに示したように，私の扱う問題は，資本家的経済を営なむ諸
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国間での貿易であり，前提したように，これらの国は相互に経済的には独立し

ており，従って，交易条件は，何れの国の資本家にとっても有利であるような

範囲でしか成立しないものと考える。すなわち，両国でのshadow価格比率の

間でのみ交易条件は変化しうるものと考える。だから，以下の分析においては，

常に，何れの国の資本家にとっても，貨幣で測った貿易利益については，正の

値をもっているものと考えてよいことになる。

（ｲ）さて，第一の場合，

PI <pl≦PII<P2

においては，交易条件Pは，

p'≦p≦p2

の範囲で変動するものと考えられる。この場合には，既に示したところから，

言うまでもなく1国が生産財を輸出し，Ⅱ国は消費財を輸出している。

そこでまづ，交易条件pが，（更に範囲を限定して)，

P'≦p≦PII

の範囲にある場合には，このような交易条件に対して,1国は生産財を価値以

上に，消費財を価値以下に販売することになり，これに対し,1国は消費財を

価値以上に,生産財を価値以下に販売する。そこで,I国にとって生産財が輸

出され，Ⅱ国にとって消費財が輸出されることは，両国にとって，実質的にも

有利な交換が行なわれることを意味している。従って，この状態においては，

両国ともに，貨幣的には勿論のこと，実質的にも貿易よりの利益をうけている

ことになる。

これに対して，交易条件が，

PI'≦p≦p2

の範囲にある場合においては，事情は一変する。このような交易条件に対して

は,I国が生産財を価値以上に，消費財を価値以下に販売することは変らない

としても,1国にとっては，生産財を価値以上，そして消費財を価値以下に販

’
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売することを余儀なくされる。しかしながら，他方，交易条件pは1国での

shadow価格比率以下にあるから，Ⅱ国の資本家としては，貨幣で測って有利

な交換をしようとするために，消費財を輸出し，生産財を輸入しようとする。

このような貿易のpatternをとる限り,1国は，実質的には貿易により損失

を蒙ることになる。例えば，このような貿易を行うことは,I国にとっては，

労働80時間を投入して生産した消費財の輸出の見返りとして，国内で生産した

ならば労働80時間で生産しうる生産財の，60時間分に相当するだけの生産財し

か，貿易によって獲得できないような状態におかれている。

（ﾛ）第二の場合は，

PI<P皿≦pl<P2

の状態に，それぞれ基準となる比率が配列されている場合である。

この場合も，資本家的な貿易を成立せしめる交易条件は，

p'≦P≦p2

，の範囲に必ずある。とすれば，第一の場合について考えた後者の場合と全く同

じである。1国は，実質的にも（貨幣的には勿論）貿易よりの利益をうけてい

るのに対し,1国は，貨幣的には貿易よりの利益をうけているが，実質的には

損失を蒙っている。

例 第三の場合は，

PI <PII<P2<Pl

．の状態におかれた場合である。

ここでも，資本家的な貿易を成立せしめる交易条件は，

P2≦P≦pl

,の範囲でのみ変化する。そして，この場合には,1国は生産財を輸入し，消費

財を輸出することに，そしてⅡ国は，生産財を輸出し，消費財を輸入すること

に，資本家的な有利性を見出している筈である。

それでは，このような貿易のpatternに対して，実質的な貿易利益は，各



貿易利益の発生と分配156

国それぞれにどのように配分されるのか。

まず,1国について。このような交易条件の水準に対しては,1国は，生産

財を価値以上に販売でき，消費財を価値以下でしか販売できない。それにもか

かわらず,1国の資本家は消費財を輸出して，生産財を輸入しようとする。こ

のことからは,1国にとっては，このような貿易は，実質的には不利である

（たとえ1国の資本家にとって有利であろうとも）ことが明らかとなる。

これに対し,I国については，このような交易条件に対しては，生産財は価

値以上に販売され，消費財は価値以下で販売されることになる。だから,I国

が生産財を輸出し，消費財を輸入することは,1国にとって，実質的にも有利

な貿易が行なわれたことになる。

さて，私は，以上において，与えられた前提の下で可能と考えられる諸種の

状態について個別的に検討したが，これらのことからすくなくとも確認してお

くことのできる知識を整理してみよう。

1）まず，資本家的な貿易が行なわれ，資本家にとって，いずれも有利な貿

易のpatternの下で貿易が行なわれるとしても，ある状態の下では，ある国

にとっては，（その国の資本家にとって有利な貿易であるとしても)，不利な貿

易が行なわれることがある。すなわち，その国は，貨幣で測った額では有利な

交換を行なっているように見え，そしてそのことは資本家の利潤を増して資本

家にとっても有利であるように考えられるのだが，各生産物を生産するに必要

な投下労働量を測度として測った実質的な量においては，貿易はその国にとっ

ては不利に働らいている場合である。

2） このような状態は，たとえ利潤率が上昇し，資本家にとって有利な貿易

が行なわれていたとしても，そこでの交換が，価値以下でしか販売できないよ

うな生産物を輸出し，価値以上で販売できるような生産物を輸入している，と

いうことに因るものである。実質的な利益を貿易から受けとるためは，価値以
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上で販売できる生産物を輸入し，そうでない生産物については，国産しないで

輸入に依存することが必要である。

3） このような状態は，実質生産費で測って，生産財を輸出することを比較

的有利とする国，換言すれば，生産財の生産性が比較的秀れている国において

は現われ難く，逆に，実質生産費で測って，消費財を輸出することを比較的有

利とする国，すなわち，消費財の生産性が比較的高い国，において現われ易い。

このことは，投下労働量での比較差と，貿易価格での比較差が併行する場合に

限られる。

4）ところが，投下労働量の比較差と，貨幣価格での比較差が逆転する場合

においては，逆に，生産財の生産性の比較的秀れている国が，実質的には損失

を蒙り，消費財の生産性の比較的秀れている国が，実質的には有利となる。



158

8．貿易効果の分析

問 題

modelの整理と諸前提

経済活動の諸水準に対する貿易の効果

3．1 生産水準に対する貿易の効果

3.2 利潤率に対する貿易の効果

3.3 価格に対する貿易の効果

3.4 実質賃金率に対する貿易の効果

3.5 雇用量に対する貿易の効果

3‘6 実質的な分配に対する貿易の効果

１
２

３

1．問 題

資本家的経済を営んでいる諸国は，現在では，殆んどすべてが，何らかの形

で，世界市場とつながりを持っている。いかなる国にもせよ，貿易によって外

国と結びつくことは，当然のこととして受けとられている。このような状態に

おいて，貿易が，その国に対して，どのような役割を果しているかをみるため

には，どのように考えたらよいだろうか。この章で扱かう問題は，そのような

要請に応えるための一つの試みである。

私は，ここで，次のように考えることにする。現在，世界市場との貿易によ

るつながりを持ちながら再生産を続けている一つの資本家的経済において，何

らかの原因により，突然に貿易だけがなくなってしまった状態を考える。そし

て，貿易だけは消滅したけれども，他のすべての事情は，従前と全く変らない

ままにあるものとする。すなわち，各生産物の生産方法も，資本家の利潤率を

要求する態度も，そして彼等の各生産物に対する最終需要の大きさも，これら

はすべて，従前と全く変らないものと考える。このような場合，この国の経済
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における活動の諸水準（生産水準・利潤率・価格・実質賃金率, etc.)は，貿

易が存在すると否とで，どのような差異をみせるか。もしその差異があるなら

ば，それは全く，直接・間接の効果をも含む，貿易の効果に他ならない。

私がここで採り上げるような貿易の効果の把え方は，どちらかといえば，貿

易の短期的な効果のみを把えるやり方である。貿易の効果を把えるためには，

貿易が（上記のように）廃止されたあと，生産方法も，資本家の利潤要求の態

度も，そして各生産物に対する最終需要も，すべて新らしく整備され，それら

に対して成立する経済活動の諸水準と，貿易が行なわれていた時のそれらを較

べるようにしなければならない。要するに，長期的な効果をみなければならな

いと考える人もある。しかしながら，私は，ここでは，上に示したように，短

期的な効果についてみることにする。

2．modelの整理と諸前提

貿易が行なわれている状態での，資本家的経済を営む諸国間における短期的

な一般均衡体系は第6章に示したように，一定の生産方法("@j, Tfj)と，各国

の各産業における資本家の利潤要求函数んを不変と考えたとき，

“ ”鰻裳鰊簿撫弾,〕膳。
(6. 5) 9@1*zl+9@2*z2=0
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(j=1, 2)

により示される。

私は，このような状態において，現在，世界市場との貿易によるつながりを

持ちながら，再生産を続けている，それぞれの国について考える。

そこで，今突然に，他の事情はすべてそのままで不変としながら，貿易だけ

がなくなってしまった状態を考える。各生産物についての生産方法，各産業に

あける資本家の利潤率要求の態度，そして，各生産物に対する資本家の最終需

要の大きさ，これらはすべて不変であると考える。この場合，直ちに影響をう

けるのは，国内生産物に対する最終需要の大きさである。国内生産物に対する

最終需要の内訳は，資本家による最終需要と貿易による部分とから構成されて

おり，前者は不変のまま，後者だけがなくなったと仮定しているのだから，国

内生産物に対する最終需要の大きさは，この場合，輸出品生産部門においては

輸出していただけ，輸入品生産部門においては輸入していただけ，変化するこ

ととなる。そして，国内生産物に対する最終需要の大きさがこのように変化し

たことに応ずる，その国の内部での経済活動の諸水準は，同じ生産方法と，資

本家による利潤要求の態度に従がい，従前と同じだけの資本家による最終需要

の大きさに対して，

’’二駒(綴嚇軽:：（8.1）

に鯛（8.2）

｜:勘鯛鯛（8.3）

(8. 4) NlD = TI1"#1 + 7~M2"@2≦NIs

により決定される。
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この場合，結局，最初に示した（6.4)，（6.5)，（6.8)～(6.10)の体系によっ

て示されていた各国の経済活動の水準に対して，貿易が果していた役割という

のは,(8.1)～(8.4）で示される経済活動の諸水準との差によって示される。

これらの事情は，逆に，次のように考えた方がよさそうに思われる。という

のは，同じことを表裏逆にして考えるだけのことにすぎないのだが，最初の貿

易を含む体系においても，また貿易が全くなくなったと考えられる体系におい

ても，各生産物の生産方法，各産業における資本家の利潤要求の態度は共に同

じなのであるから，後者の体系において，国内生産物に対する最終需要の大き

さが，現在の資本家による各生産物に対する最終需要の大きさが，輸出部門に

おいては輸出量を附加されただけ，輸入部門においては輸入量を控除しただけ，

の大きさに変化し，それに応じて，国内の各経済活動の諸水準がどのように変

化するかをしらべ，それによって貿易効果の大きさに代替させることも可能で

あるように考えられる。

この場合，考慮に入れられていない重要な点は，交易条件との関連である。

ところが，これについても，次のように考えることにより，充分な処理は可能

である。上に示したように，国内生産物に対する貿易のあることによる最終需

要の変化量を，それぞれ，生産財については△γ‘,，消費財については△γ‘2と

する。そして，そこで考えたように，これらは，全く貿易量に等しいのだから，

それぞれに,Z1および22に等しい。このように考えると，交易条件は，すで

に定義されたところにより，

２
１

４
ｆ

ｙ
ｙ

△
△22_

(8･ 5) P=二一一 一
Z1

と示される。すなわち，国内生産物に対する最終需要の大きさの変化量の比が，

そのまま交易条件であると，この場合には考えてよいことになる。

だから，上に示したように，一国の経済活動の諸水準に対する，現在の貿易

が果している役割を分析するために,(8.1)～(8.4）の体系を基礎として，検討
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を進めるとしても，各生産物に対する生産方法と，各産業における資本家の利

潤率要求の態度が不変である限り，換言すれば，それらのことが認められるよ

うな短期的なものの考え方をする限り，決して矛盾は生じない。

これらの事情を確認した上で，私は，貿易が経済の諸水準に与える効果を

（8.1)～(8.4）で示される体系を基礎として分析してゆくことにする。この体

系のもっている経済的特徴および，この体系が経済的に有意味であるための諸

条件については，既に第5章において詳しく扱かわれているために，ここでの

再述はしないことにする。しかし，この体系が有意味な（純生産物を生産して

いるという意味において）生産を行っており，更に，労働者は剰余労働を生み

だしていることは，資本家的経済を扱かうのであるから当然のことではあるが，

充たされた状態にあるものとしておこう。また，貿易の存在を考える場合につ

いては，第6章で詳しく検討しておいたような，貿易の存在それ自体が，経済

的に有意味であるための，交易条件の変動しうる許容範囲は，無現されてはい

けない。

更に，私がこれから扱う問題の基礎となる（8.1)～(8.4）の体系は，完全雇

用の場合も，不完全雇用の場合も，共に扱かいうるような形になってはいるが，

私が本章で扱かう限りにおいては，完全雇用の前提はおかないものとする。従

って，（8.4）においては，常に不等号のみが有効であり，労働に対する需要量

は一定ではない。

3．経済活動の諸水準に対する貿易の効果

この章での問題は，貿易が，経済活動の諸水準に対して，どのような効果を

与えるものであるかを分析することである。このような諸効果を，私は，貿易

を含んで，現在，営なまれている資本家経済について考える。しかも，このよ

うな諸効果を，現在，営なまれている資本家的経済におけると同一の諸条件，

すなわち各生産物の生産方法，資本家の各産業での利潤要求の態度，そして資
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本家の各生産物に対する最終需要の大きさを不変とした場合における，貿易の

存否が，経済活動の諸水準に対して，どのような役割を果しているか，という

面において把えることにする。

このような，特殊な想定の下での貿易効果の分析のための方法を，私は前節

において示したoそれによれば，現在，貿易を含んで営なまれている資本家経

済において，各国毎に，貿易を零とした場合に，経済活動の諸水準がどのよう

に変化するか，を分析する仕方ではなく，これと同じことを’全く逆の方向か

ら，貿易を含まない状態に，貿易が発生したならば’経済の諸活動水準はどの

ような変化をうけるか，というように，分析を進めてゆく。この場合の問題を

もっと分析の手続きに即して言えば，貿易を含まない資本家的経済において，

生産方法と資本家の利潤率要求の態度および，資本家の各生産物に対する最終

需要を不変とした場合に，貿易が行なわれる量だけの国内生産物に対する最終

需要の大きさの変化に応じて，経済の諸活動水準はどのように変化するか，と

いうように考えてゆくことにする。この場合，どれだけの変化が，国内生産物

に対する最終需要に対して与えられるかは, parametricな性格をもつものと

しよう。そして，前節において示したように，私がここで扱う問題の扱いに関

しては，国内生産物に対する最終需要の変化量の比率は，そのような貿易が行

なわれる場合の交易条件と考えてもよいのだから’次のように示される0

△jﾉ2
p= --酉7丁

私の以下の分析においては，各生産物に対する最終需要の変化量を，各国それ

ぞれに, parameterとして扱かうのでなく，それらのものの比率としての，交

易条件をparameterとして分析を進めることにしよう。この場合には，私の以

下での問題は，もっと具体的には次のように示される。貿易が経済的に有意味

であるような変動の許容領域内においてのみ変化する交易条件の parametric

な値に対して，経済活動の諸水準は，そのときに与えられている生産方法，資
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本家の利潤要求の態度および彼等の各生産物に対する最終需要の大きさに対し

て，貿易の存在ということによりどのような効果をうけているか，ということ

を分析する。

3．1生産水準に対する貿易の効果

まず第一に，貿易の存在が，各生産物の生産水準に対して，どのような効果

を与えるか，について考える。

（8.,）より，各生産物の生産水準は，各生産物に対する最終需要（貿易の存

在しないこの場合には，資本家の各生産物に対する最終需要）の函数として，

(1 -RT2)j/,+"2J'2
”1＝

（1－α,)(1 -R/2)

RT,y,+ (1 -",)jﾉ2
(8.6）

”2=＝
(1一α,)(1-R#2)

のように示される。既に示したように，ここで，生産が経済的に有意味であり，

かつ労働者は剰余労働を生み出しているものとすると，生産は，一定の（双方

ともに正であるか，すくなくとも一方が正であり，双方ともに負とはならな

い）資本家の各生産物に対する最終需要量に応じて，正値を持つことが確めら

れる。

さて，貿易が各生産物について，いくばくかづつ変化し，それに伴ない生産

水準が変化するものと考えるのだが，その生産水準の変化の方向は，（8.6）よ

り，

(a 7) ",= zm-:､
により定められる。

ところで，

ー塗4
8ﾂ4

は，貿易の存在することにより，最終需要が変化し，それに伴って実質賃金率
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Rjに変化があったとしても，生産が経済的に有意味であり，かつ労働者が剰余

労働を行なっていることに変りがない限り，必らず正値をとるものと考えられ

る。従って，

(a 8) -;;f>｡
は確定される。このことから，次のそれぞれのものの符号を確認しておこう。

０二
０

０
１
１
Ｊ

哨
Ｐ
聯
嶋

二極祇一恥
却
Ｉ

Ｍ
ｗ
い
い

１｜△
１－△

１－△
１｜△

一一
一一

一一
一一

恥一地酩一耽恥一泌遊一恥
』９８

●

ここで，

△＝(1－α,)(1 -R#2)

である。

さて,(8.7）と（8.9）の関係より，生産財輸出国と消費財輸出国のそれぞれ

について，次のような関係を考えることができる。

まづ,生産財輸出国について。それぞれの生産物の生産水準が下落しない(上

昇または不変）ためには，各生産物に対する最終需要の変化の割合が，従って

また生産財生産のうち輸出にむけられる量と，消費財需要のうち輸入によって

賄なわれる量との比率，従って更にまた，交易条件が，

。
』

１
Ｊ

２
妬

γ
》
灘

γ
》

８
－
８
’
６
６

二一＊ｐＪＯ１
●

８／
１
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でなければならない。逆は逆。ここで，

｜魂一恥
恥一地 1 -RT2

+ﾊ"器α2

1+Np器
(8.11）

｜’

８８’６’８
物
沁
物
北

RT1
1－α1 +N･器

｣半jv｡器

である。

ところで，

署溥琴竺
a2

a2

(8.12）

+NDf
RT1

RT11－α1 一一

1+N･器
1－α1

であるし，また，資本家的な貿易が有意味に行なわれるためには，交易条件は，

（&‘3)(号)鰭塵財≦'≦(紛禰輿”
輸出国 輸出国

でなければならない。更に，各国における価格比率（9,/92）は，両生産部門に

おいて生産が行なわれている限り，そして，この国での生産が有意味であり，

かつ労働者が剰余労働を生み出している限り，

RT1
1－α1

1 -R7-2< L<
92

(8.14）
α2

である。

これらのことを考えると，資本家的な貿易が有意味に行なわれている状態に
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おいての交易条件Pは，必らず，

167

２
１

万
γ
》

８
８ 8苑，

－

8jﾉ1
(8.15） <p<２

２
灘

Ｖ
プ

８
８

１
２

好
γ
》

３
８

の範囲にある。従って,(8.10)で示された公準によって考えれば，生産財輸出

国において，資本家的貿易が有意味に行なわれるためには貿易の存在により，

交易条件のいかなる水準に対しても生産財の生産水準は上昇し，消費財の生産

水準は下落する，ことが判る。

これに対して’消費財輸出国においては次のように考えられる。この国にお

いて，それぞれの生産物の生産水準が下落しないためには，各生産物に対する

最終需要の変化の割合，従って交易条件が，
恥一地一助一眺(8. 16) p*=

でなければならない。逆は逆。

だから，ここでもまた，上と同じように（8.11),(8.12),（8.13),(8.14)およ

び（8.15）の関係のあることを考えると，消費財輸出国において，資本家的貿

易が有意味に行なわれるためには貿易の存在により，交易条件のいかなる水準

に対しても，生産財の生産水準は下落し，消費財の生産水準は上昇する，こと

が判る。

このようにして，生産財輸出国および消費財輸出国の何れの国にとっても，

貿易が存在することは，輸出品生産部門において，生産水準を上昇せしめ，輸

入品生産部門において，生産水準を下落せしめていることが判る。

3．2 利潤率に対する貿易の効果

資本家の利潤要求に対する短期的な性格から考えると，利潤率要求函数は，
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前に示したように，短期的には，生産水準についての増加函数の性格を持って

いる。そこで私は，貿易の存在による各生産物に対する最終需要の変化は，ど

のような影響を利潤率に与えるかを考えるにあたって，次のように考えること

にする。

すなわち，貿易の存在することによる各生産物の最終需要の変化は，前項に

おいて示したように，（ｲ)生産財輸出国においては，生産財の生産水準を高め，

消費財の生産水準を低下させた，逆に(ﾛ)消費財輸出国においては，生産財の生

産水準を低下させ，消費財の生産水準を高めた。そして上に示したように，各

生産部門における資木家の要求する利潤率は，生産水準についての増加函数で

あるから，従って，貿易の存在は，（ｲ)生産財輸出国においては，生産財生産部

門における利潤率を上昇させ，消費財生産部門における利潤率を低下させるし，

逆に(ﾛ)消費財輸出国においては，生産財生産部門における利潤率を低下させ，

消費財生産部門における利潤率を上昇させる。

3．3 価格に対する貿易の効果

次に，貿易の存在が，各生産物の価格に対して，どのような効果を与えるか

について考える。

（8.3）より各生産物の価格は，

β,一α，
91=

T1

7-2(81－α,) +T,"2
(8.17）

92＝
β2(β,－α,）

として示される。ここで，

1
β‘＝

1十γ、

であるoところが，消費財の価格92は,(8.3）に示されているところから明ら

かなように，実質賃金率Rの逆数であるから，これについては，次に扱かうこ

｜

’
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ととし，ここでは，生産財の価格についてのみ検討することにする。

そこで，貿易の存在による各生産物に対する最終需要の変化に伴う生産財の

価格の変化の方向は,(8.17）より，

α9,＝勇二89' 68j ‐器‘’．‘j3βj6ヵJ
(8.18）

により定められる。ところで，（8.8）により，

０シｊ
も

刀
γ
》

８
８

また，利潤率要求函数についての短期的な性格により，

(a '') -:f- (,\端ｧ<･
－1

更にまた，
１

１

９
β

８
８ -T1

＜0
(β1－α,)2

(8.20）

器=。
である。

そこでまづ，生産財輸出国について，生産財の価格が下落しない（上昇する

かまたは不変）ためには，各生産物に対する最終需要の変化の割合，従って交

易条件が，

1 -RT2
(8.21) P*=

α2

でなければならない，逆は逆，ことが判る。

ところで，上に示した（8.13）および（8.14）の関係より，資本家的な貿易

が有意味に行なわれる状態においては，生産財輸出国においては，生産財の価

格は必ず上昇することが判る。
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これに対して，消費財輸出国においては，生産財の価格が下落しないために

は，交易条件が，

1 -RT2
(8･ 22) p*=

α2

でなければならない。逆は逆oだから，上と同様に考えて，消費財輸出国にお

いて資本家的な貿易が有意味に行なわれるためには，生産財の価格は必ず下落

しなければならないことが判る。

3．4 実質賃金率に対する貿易の効果

前項においてすこし触れておいたように，実費賃金率Rは,(8.17）における

消費財価格92の逆数である。

β2(β1－α,）
(8.17*) R=

7-2(6,－α,) + T,"2

だから，ここで検討する実質賃金率に対する貿易の効果は,(逆の方向に対して

であるが),常に，消費財価格に対する貿易の効果も含めて考えていることに注

意しなければならない。

そこで，貿易の存在による，各生産物の最終需要の変化に伴なう実質賃金率

Rの変化の方向は，（8.17*）より，

’

ｙａ

Ｍ－肌
辿
恥

Ｒ
ハ
坊

８
８

ｚ
Ｊ

ｚ
’

一一

Ｒａ

(8.23）

によりきめられる。ところで，上に示しておいたように，

０二Ｊ
ｆ

〃
γ

８
６

および

０くＪ
ｊ

Ｑ
脾

兆
６
６

であり，更に

口
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一一
一一

祇一蝸諏一恥

式
０

ゞ
ン

２Ｊ
Ｊ

２
２

ａ
α

１
ｌ

Ｔ
Ｔ

２
十

１
＋

Ｑ
脾
、
ノ

α
、
ノ

麺
鉛

一
角

α
一

＆
一

１
１

β
β

く
く

２
２

Ｔ
Ｔ

に
に

(8.24）

である。

そこでまづ，生産財輸出国について，実質賃金率が下落しないためには，各

生産物に対する最終需要の変化の割合，従って交易条件が，

1\T2 +"2α’ α2
（8.25) P*≧ ’－α’

"' +"2W

でなければならないO逆は逆O但し，ここにおいて，
●

●

竹
上

１
２

２

β
万

β
刀

３
６

８
６

一一
一一

１
２

ａ
α

』６２８く

α2

β,一a1

RT1
β2 -RT2

である。

ところで，何れの国においても，生産が有意味であり，かつ労働者が剰余労

働を生み出しているものとすると，

l－fm+"2 ｣_RT2gF<"a' @2｣RT1 ＜｣1"'+"2=Zf1 ＜ a21－al α1＋a2 RT1
(8.27）

‘の関係があるoこのことと，上に示した,(8.13）および（8.14）の関係を併せ

て考えると，資本家的貿易が有意味に行なわれる状態における交易条件の変化

‘の許容領域の内においてすら，ある水準における交易条件は実質賃金率を貿易

の存在しない場合に較べて上昇させるし，他の水準における交易条件は，実質

賃金率を貿易の存在しない場合に較べて下落させる。そのような場合に基準と
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なる交易条件の境界値は,(8.25）の右辺に示される大きさである。これらのこ

とから，私はたち，すくなくともここでは，次のことを確めておくことができ

る。貿易が行なわれるという，ただそれだけの利由では，実質賃金率が，貿易

の存在しない状態に較べて上昇するとも，下落するとも決定できない。交易条

件が，与えられた諸条件によって設定される一定の水準に較べて，この国に有

利に作用していれば実質賃金率は，貿易の存在しない状態におけるそれと較べ

て上昇している筈だし，逆の場合には逆となる。要するに，交易条件がこの国

にとって有利化すればする程，実質賃金率に対しては貿易は有利に作用する，

ことは確認しておくことができる。

これに対して，消費財輸出国について，実質賃金率が下落しないためには，

各生産物に対する最終需要の変化の割合，従ってまた，交易条件が

1 -RT2
＋α2α1

α2
(8. 27) p*=

1－α1
α1＋α2

RT1

でなければならない。逆は逆。

ここにおいても，上で，生産財輸出国について述べたことと同じことを示す

ことができる。

要するに，生産財輸出国にとっても，また消費財輸出国にとっても，貿易が

行なわれること，すなわち，貿易の存在することだけから，実質賃金率が一方

的に上昇または下落せしめられるものではない。貿易が存在し，そこで成立す

る交易条件がどのように決定されるかによって，実質賃金率は，貿易が存在し

ていない状態におけるよりも高かったり，低かったりする。しかしながら，こ

れらの内にあっても，明白なことは，何れの国にとっても，交易条件が有利化

すれば，実質賃金率も，それに従って有利化するということである。

3．5 雇用量に対する貿易の効果

次に，雇用量に対する貿易の効果について考える。雇用量は，（8.4）におい
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て示したように，

（8.4) ND=T1"1+T'"2

である。

そこで，貿易の存在による，各生産物の最終需要の変化に伴う雇用量の変化

の方向は,(8.4）から

8ND
6兆J〃γ、
6γ‘

(8.28）〃ⅣD=Z － －－

8 "j

によりきめられる。また,(8.4）から

（8")署二=河>･
である。

そこでまづ，生産財輸出国について，雇用量が下落しないためには，各生産

物に対する最終需要の変化の割合，従って交易条件が

Ｒ
油

８
６

〃Ｎ＋１
２

ｇ
Ｚ

０
Ｊ

(8･ 30) P*=

1+N･義
でなければならない。逆は逆。

ところで，

撫掌琴÷（8.31） オ2

であるから，私たちはここですくなくとも，次のことを確かめておくことがで

きる。すなわち’与えられた交易条件の下での交換が，すくなくとも，生産財

については価値以上に，また消費財については価値以下に行なわれるならば，

雇用量は下落する。これについての逆のことは言えない。

これに対して，消費財の輸出国について，雇用量が下落しないためには，交
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易条件が

一恥
Ｒ８

，Ｎ十１
２

ｆ
ａ

Ｊ
砂

(8. 32) p*=

1+N･器

でなければならない。逆は逆。

そこで（8.31）の関係があることを考えると，ここでは，次のことを確かめ

ておくことができる。すなわち，与えられた交易条件の下での交換が，すくな

くとも生産財については価値以上に，また消費財については価値以下に行なわ

れるならば，雇用量は上昇する。これについての逆のことは言えない。

3．6 実質的な分配に対する貿易の効果

最後に，貿易の存在は，国内における実質的な分配に対して，どのような効

果を与えるかについて考える。それは，いわゆる‘‘搾取率''ノルといわれるも

ので測られる。

搾取率は，次のように定義される。

ｵ1γ1＋#2γ2－ 1－Rﾉ2
R#2ND - R#2(8.33）／ﾙー

すなわち，実質費用で測った資本家の分配分（これは Z #fy0に等しい）と労

働者の賃金との比率である。換言すれば，剰余価値率（1－R#2)と価値表示の

実質賃金率Rj2との比率でもある。

ところで，搾取率ノルは，価値表示の実質賃金率R#2の変化に対して，逆の

方向に変化する。

（8")-磯=(誌,<・
さて, R#2の変化は,2つの部分の変化に依存する。このうち,Rの変化に

ついては，前項に示したように，貿本家的貿易が有意味に展開される場合にも，

交易条件に依存して決定されるし，オ2の変化については，第4章において示し
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たように，与えられた交易条件の下で，価値以上に販売できるもののみを輸出

している場合には低下する。これらのことを考慮すれば，ここでは，すくなく

とも，次のことを確かめておくことができる。すなわち，（ｲ）与えられた交易

条件の下で，貿易による交換が価値通りである場合には，実質賃金率が，貿易

の存在しない状態におけるよりも大となっておれば，搾取率は低下する。逆は

逆｡(ﾛ）与えられた交易条件の下で，実質賃金率が，貿易の存在しない状態に

おけると同じであるならば，その交易条件の下での交換が，価値以上のものを

輸出しているならば，搾取率は上昇する。逆は逆。
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補 論

2国・3商品modelにおける

資本家的な貿易patternの決定

1．問 題

ここで扱かおうとする問題は，2国・3商品 modelにおいて，資本家的な

貿易が行なわれる場合，与えられた国際価格の下で，各国の資本家は，それぞ

れに，どの商品の生産に特化し，輸出を行なうか，についての基準を見出すこ

とである。

2．前提と若干の記号

補論においての分析にあたっての前提は，一般的には，本文において扱った

ものと同じである。本文におけると，補論におけるとの相異は，本文において

は2商品 modelを扱かつたのに対し，補論においては3商品 modelを扱か

う点にみられる。

本文における2商品modelにおいては，生産財と消費財を，それぞれ，唯

一種類宛であるとして扱った。しかしながら，ここでは，3種の商品のうち，

どれが生産財であり，どれが消費財であるか，について，確定的なことは示さ

ないことにするoだから，もし，第ノ商品が生産財であれば，α〃は，第j商

品の一単位を生産するのに必要な第ノ生産財の量を示すことになり，また，そ

れが消費財であれば, ""=Rj'7qfを示す。ここで,Tjは第j商品一単位の生産

に必要な直接労働量であり,Rjは，直接労働一単位の報酬として与えられる

第ノ商品の量を示している。いづれにしろ，ここでの分析にあたっては，3種
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の商品のうち，何れを生産財，何れを消費財とは指定しないままで議論を進め

ることにする。

記号についても，殆んどは本文において用いたものを，そのまま使用する。

ここにおいて新らしく用いる記号については，用いる個処において，個々に定

義することにする。

3．利潤率と国際分業

3．1 予 備 的 考 察

一国の経済においては，生産方法と実質賃金率が与えられれば，相対価格と

利潤率との間には，常に次の関係がみられる。

(1) A=Z(1+"@)α"ｸj i,/=1, 2,3

とこで，相対価格は第3商品をnum6raireとして表わされている。だから，

（2） 少3＝1

である。

（1）で示される体系は，各商品の生産部門の間で，平均利潤率が成立する場

合，均衡であると呼ぶo

（1*） が＝夏(1＋γ*)α"少j*

ここにおいては，均衡相対価格と平均利潤率が，生産方法および実質賃金率の

函数として定まる。この場合，経済的に有意味な解が, uniqueに定まるため

には，

(3) (E-4);"=(α"）
（1）

からつくられるすべての首座小行列式が正であることが必要である。このこと

は，資本制経済においては，生産が純生産物を生産しうる程に有意味なもので

あり，かつ労働者は常に，剰余労働を行なわされている，ことを意味している。

すなわち，これらの状態の下においてのみ，（1）または(1*)の体系は，経済的

（1） 置塩信雄，価値と価格，「神戸大学・経済学研究」年報1. 226～7頁。



2国・3商品mmelにおける資本家的な貿易patternの決定 181

に有意味である，と言いうることになる。

（1）の関係は，次のように変形される。

（4）β‘=聖4血；β‘=‘吉､A

これは，生産方法および実質賃金率を不変とした場合における，各生産部門に

おける利潤率を，相対価格の函数として陽表的に示したものである。

そこで，β（またはそこで陰伏的に示されるγ）に対応する一組の相対価格

（'1，′2,1）

を，相対価格平面上の一点Pで表わすことにする。ここで考える相対価格平面

というのは，横軸に，1，縦軸に少2をとって示されている平面の内の非負象限

のみを意味するものとする。

何れの国においても，平均利潤率に対応する均衡相対価格の組を代表する点

P*を，相対価格平面上にとり，これを$<center ''と呼ぶことにする。

上に示した相対価格平面上のすべての点よりなる集合を X とする。この点

集合 X は，次の基準により，いくつかの部分集合に分けられる。

イ・任意の2種の商品の生産部門の間において，一方の部門の利潤率を，

他の部門の利潤率より大ならしめるような，相対価格の組に対応する点の集

合，例えば，第j商品の生産部門の利潤率を，第j商品の生産部門の利潤率

よりも大ならしめるような相対価格の組に対応する点の集合を，

( 5 ) xIj= (xIjcx;"@>"j}

にて代表させる。

ロ・任意の2種の商品の生産部門の間において，利潤率を常に均等ならし

めるような相対価格の組に対応する点の集合。例えば，第j商品の生産部門

の利潤率が，第ノ商品の生産部門の利潤率と常に等しいような状態を生ぜし

める相対価格の組に対応する点の集合を

(6) 為｡= {XIjocX;'''=''j}

にて代表させる。



補

藝銅

182

これらの部分集合は，相対価格平面上において，それぞれ，次のような領域

としても示される。

xij ={ん(A)>0 ; A≧0}

(7) XIjo={/@j(A)=0; A≧0}

為‘＝{/"(′‘)＜0；′‘≧0｝

ここで,んは,次のような2次曲線によって表わされる｡すなわち,（4）よ

り，それぞれの利潤率状態に応じて，次のように導びかれる。

／12＝α21少12＋(α22-α11)’1，2－α12〃＋α23少1－a13p2

／23＝ α13少1,2＋α32少22ー α21少1＋(α33-α22)少2－α23
（8）

／31＝－a31A2- a32AA - (233-α11)A + ",2'2 +α】3

また，これらの部分集合は，次のような関連を持っている。

xIjUxij｡ Uxj,=x
（9）

XijnXijo nXja=0

第一の関連は，第j商品生産部門と第ノ商品生産部門について考えるすべての

部分集合を並べると，相対価格平面はすべて蔽いつくされることを意味し，第

2のものは，すべての部分集合は，重なり合う部分を持たないことを意味して

いる。このことは,XIjについての定義より自明のことである。

また，

/#j =0

は，すべて，相対価格平面上のcenter P*において交叉し，それ以外の点に

おいては交わらない｡このことは,んについての定義により明らかである｡

ところで,P*において交叉する3個の曲線により，相対価格平面は,12個の

領域に分けられる。これらの領域をvにて表わせば，次のように示される。

vi=xi2nX@2nX@1 =(3 1 2)

I'z=xiznxb,nx@,｡ =( i ')
vS=xi2nxb2nXi3 =(1 3 2)

I
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vk=xi,nxb2｡nxi3 =( ｣ ; )
wt=xi2nXZ3nXi3 =(1 2 3)

vb=xi2｡nx23nxi3=( ; 3)
（10）

vケ=XhjnXh3nXi3 =(2 1 3)

vも=xi,nxb3nxi3｡=(' : )
V§=Xb1nXh3nXhl =(2 3 1)

ViO=x加恥｡nx@,=( : [)
Vi,=XZ,nX@2nXb, =(3 2 1 )

Vi2=x@,｡帆2nxb,=(3 f )
各式の右辺は，それぞれの式の表わす領域の持つ特質を示している。括弧内の

数字は，各商品生産部門の属性を示し，序列は，左から利潤率の高い順に並べ

られているo上下に配列された部門は，その状態においては，等しい利潤率を

持つことを示している。側に示される各領域は，第1図のように配置される性

格のものである。
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第 1 図

次に，私たちは，何れの国においても，資本家は，彼の資本を，与えられた

価格状態の下で，最も高い利潤率を許す生産部門に集中するものと考える。そ
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こで，上に示した，12個の領域を，与えられた価格状態の下で資本が集中され

る部門について調整すると，領域Vは，次のように6個の領域Tに統合される。

r,=Wi,UVi2UVi= ( 3 )

巧＝ 脇 ＝（？）
巧＝喝UvlUv5= (1)

（11）

r'= vb =(;)
Zb=VTUV@UVb= (2)

rb= vi, =(:)
各式の右辺は,T領域に属する相対価格の組に対して，資本が集中される生産

部門を示している。（11)に示される各領域は，第2図のように配置される。

〃

|”
〆

グ

〆

T5
〆

"

グ

夕

"T4
〃

〆

〆

〃〃
士

／
Ｐ

２
．
０
０
１
日
１
１
０
０
０
炉
４
０
０
ｉ

一一一一

１

－
Ｔ

一寺

６

Ｔ
一一一一』

T3

P 1

第 2 図

（11)より明らかなように,T領域の内，巧，nおよび魂は，それぞれに，

第3商品生産部門と第1商品生産部門との利潤率を等しからしめる価格状態，

第1商品生産部門と第2商品生産部門との利潤率を等しからしめる価格状態，

および第2商品生産部門と第3商品生産部門との利潤率を等しからしめる価格

状態に対応する領域である。したがってまた，これらは，それぞれに，／31＝0，

/,2＝0，および／23＝0の部分から構成されている。そこで，先に進むまえに，

’
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ん＝0の性格を通して，刀，nおよびZもの特質を検討しておくことにする。

イ．乃 領域

この領域に対応する価格状態の下においては，第3商品生産部門での利潤率

と，第1商品生産部門での利潤率は，常に等しい。この状態においては， ／31

＝0から，次のことが導びかれる。

（12） ‘血臺O for a32 ＝ α''
”2 α31α12＋a33a32-a11a12＋α13α32

制約条件は，両辺共に，分子は，それぞれの商品（第3商品および第1商品）

の一単位を生産するのに，直接に必要な第2商品の量を示し，分母は，同じ目

的のために，間接的に必要な第2商品の量を示している。そこで，この分数で

示される比率を，それぞれの商品を生産するにあたっての，第2商品集約度と

呼ぶことにする。すると(12)は，次のような意味を持ってくる。第3商品を生

産するにあたっての第2商品集約度が，第1商品を生産するにあたってのそれ

よりも大であるならば，このような状態においては，少2の上昇は必らず少,の

上昇を惹起す。逆は逆。また，両商品の生産にあたっての第2商品集約度が等

しければ，少2の変化があっても少,は変化せず，更に，第1商品の生産にあた

ってより大であれば，少2と少，とは逆の方向に変化する。

ロ．兎 領域

この領域に対応する価格状態の下においては，第1商品生産部門での利潤率

と，第2商品生産部門での利潤率は，常に等しい。この状態においては， ／12

＝0から，次のことが導びかれる。

且と＞0（13）
”,

すなわち，このような状態の下においては，少，と少2とは，常に同一の方向に

変化する。

ハ．兎 領域

この領域に対応する価格状態の下においては，第2商品生産部門での利潤率

と，第3商品生産部門での利潤率は，常に等しい。この状態においては， ／'3

’
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＝0から，次のことが導びかれる。

型2=0 for α21 ＝ α31
（14）

"， cJ2?zz21 + "23"31 = "32@z?1 + "33"31

従って，この状態においては，第2商品を生産するにあたっての第1商品集約

度が，第3商品の生産にあたってのそれよりも大であれば，′lと少2は同一方

向に変化する。等しければ，少,が変化しても’2は不変であり，逆であれば，

少，と少2は反対の方向に変化する。

3．2 利潤率と国際分業

私たちは，以下の分析においては，2国における生産方法および実質賃金率

は，相互に異るものと仮定する。だから，貿易の存在しない状態での均衡相対

価格の組も相異する。このような場合には，貿易は当然のこととして発生する。

それはどのようにして営なまれることになるだろうか。

国際的な貿易が行なわれる状態においては，すくなくとも，次の2個の条件

はみたされなくてはならない。

イ．再生産条件。これは，世界全体として，再生産が順調に営なまれるべ

きことを要請する。すなわち，すべての商品は，世界全体を通して，何れか

一方，または双方の国において，生産されていなければならないことを意味

している。

ロ．利潤率条件。これは，何れの国における資本家も，与えられた価格状

態の下で，最も高い利潤率を許す生産部門に資本を集中すること，を意味し

ている。

この2個の条件のうち，第1のものは，何れかの国における生産が，何れか

の商品を全く生産しないような状態におかれることになっても，他の国におい

てその商品が生産されており，この国もその商品を輸入することができれば，

何れの国の再生産も，必要な商品を全く持たないという点で挫折せしめられる

ことはない，ことを意味している。また第2のものは，封鎖経済においては，

競争の齋らす価格状態が，各生産部門の間に平均利潤率を生ぜしめるように成
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立すると同じように，特化部門の間で平均利潤率が成立するような状態が導び

かれることを，意味している。言うまでもないことだが，特化部門での平均利

潤率は，今生産部門でのそれよりも高いことは，明らかである。

ところで，これら2つの条件が，共にみたされるような領域は，次に示すよ

うな結合領域である。

Aj｡= {P*'.n z)slj= 1,……,6}
（15）

"j#={Ty. n r)sに繩;ﾉｰ+2, ",i+4}
ここで, "joは，特殊なcaseであり，γ国にとっては，貿易が行なわれない

状態におけると同じ立場におかれている。以下の分析においては，このような

状態は除去する。

4j4はjが奇数であるか偶数であるかによって，それぞれ次のように，円周

上に配列される。

4+3 4{+3

4鯛 4" "I+2 "; +4

A鯛 』鯛 』鯛 A蝿

"" (j:奇数) "" "" (i:偶数) 4"

』鯛 4鰐 』鯛 〃鰐

』燭 4#: 4i+4 4;+2

4+3 鋤十3

私たちは，このような配列を:@ cirCle ''と呼ぶことにする。左側のcircleはj

が奇数である場合について，また右側のcircleはjが偶数である場合について

適用される。これらの両者は，外見上は異っているように考えられても，その

性格は，全く同じものであることには注意しなくてはならない。すなわち，右

側のcircleにおけるそれぞれの脚数および肩数に1を加え，時計の針と同じ方

向に一子だけ回転させれば,左側の．ircleと全く同じものとなる｡だから，
circleを，これらの2種のものに分類することは，全く，便宜上の問題である。

さて，2国．3商品 Inodelにおいて，再生産条件および利潤率条件を共に

’
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みたす領域は，上に示したcircleのような，一個の円周上に並べられる。すな

わち，上記の2個の条件を共にみたす領域は，相隣るそれぞれ2個の領域に接

するだけであって，ある領域と他の領域を結びつける径路は, circle上におけ

る左廻りと右廻りの2種だけに限られる。

このような状態の下においては,S国のいずれかのT領域に属するγ国の

center P*γと，γ国のいずれかのT領域に属するS国のcenter P *sは,2

種のchainによって，必らず結びつけられる。すなわち，それらのchainは，

circle上のmajor-arcとminor-arcの2種である。この場合，どちらのchain

も有効なのだろうか。それとも，どちらか一方のみのchainだけが有効なのだ

ろうか。そうだとすれば，どちらのchainが有効なのだろうか。この問題を解

く為に，私たちは, circleについて，もっと詳しい検討をしなければならない。

circle上の，どの半円周をとってみても，その両端は常に同質homeomorp-

hicである。その間の相異は，両国にとっての特質が入れかわっていることだ

けである。だからもし，私たちが，半円周より大きな円弧部分を, chainとし

て採ることになれば，半円周を越える部分において，半円周の内部において辿

ったと同じ位相径路topological-path を再び辿ることになる。しかしながら，

このことは,P*γを原点とした場合にP*sが属する象限と, P*8を原点とした

場合にP*γが属する象限とが，同位相にある場合に限り許されるのだが，この

ようなことは起りえない。全く矛盾する。そこで，このような矛盾から脱け出

すために，私たちは，有効なchainとしては，半円周またはrninor-arcの部

分を採らなければならない。だから，上に示した2種のchainのうち，以下

の分析において用いるのは, minor-arcによって示されるもののみである。但

し，半円周は m axi m um-rninor-arcであるから，これに含まれる。また，既

に約束したように，私たちは, 4joまたは40jについては触れないことにする

から，2国のcenterの属するT領域を結ぶminOr-arCのうちでも, minimum-

nli nor-arcのみを扱かうことになる。私たちはこれを, effective-chainと呼ぶ
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ことにする。また，序ながら，このchainを構成する各結合領域を<! chain

のlink ''と呼ぶことにする。このように考えてくると，私たちは，ここで，

次のことを確かめておくことが必要となる。

P*sが，喝rに属し,P*γが巧‘に属している場合，

(16) [P*sE TI'. ;P*'.E z)s]

国際的な均衡相対価格が，実現されうる額域は, circleの上にあって,ZIγを

含むlinkから，巧sを含むlinkに到るminor-arcのうち, nlininlunlなも

のによって示される。

次に私たちは，どのような諸条件の下で，どのような領域において国際的な

均衡相対価格がきまるかを検討する。このためには，γ国のどこかのT領域

にs国のcenter P*8が属する場合に，γ国のcenter P*γはs国のどのT領

域に属すことになるかを検討しなくてはならない。

直観的に判ることは，すくなくとも，

[P*sEzI'.; P*ｱ匡乃slj=j=2, 4, 6]

の組合せだけは可能でない，ということである。しかしながら，私たちは，こ

れらのもの以外のすべての組合せが可能であるかどうかについて，更に検討し

なければならない。

明らかにしなければならないことは，

[P*sery; P*rErjs]

の組合せにおいて，それぞれのj対して，ノはどのように与えられるか，とい

うことである。

まず，γ国におけるT領域の状態は，例えば，第3図に示されるようなもの

であるとする。

更に，同一平面上に，8個の演算領域Ui'.,……,Uもγを考える。ここでは，

相対価格平面は,P*γにおいて交叉する，′2軸に平行な垂直線と，少，軸に平

行な水平線によって，8個の領域に分けられる。これを第4図によって示す。

’
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そこで，例えば，

P*se zi'.

であると仮定する。この場合には，

zYc Uir

であるから，

P*sE Ui'.

である。

第3図と第4図を重ねて考えてみて，
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同様にして，逆に，

P率sEUir

であれば, center P *gをもつU領域において

P*γEUbs

である。これらのことより，私たちは，

P*'.EUbsc[U z)8 ;ノ=3, 4, 5]

の関係を見出すことができる。これらについて，私たちは，次のように述べる

ことができる。もしも，

P*sE羽γ

であれば，

P*re[U z)';ノ=3,4, 5]

である。すなわち, P*sがr,'.に属しているならば,P*γは,", zlsまたは

垂8の何れかに属することになる。私たちは，この組合せを，

{P*ser,'.; P*γ巨[U巧γ; /=3,4,5]}

のように表わすことにする。
（1）

同じようにして，すべての場合について考えると，その結果を，次のように

まとめることができる。

{P*ser,'.; P*『筐[Uz)s;ノ=3,4, 5,6, 1, 2]}

{P *s匡乃『;P*瞬匡[Urj,; j=3,4,5,6,1]}

{P *sE亀γ;P*γE[U z)s;ノ=3,4,5,6, 1, 2]}
（17）

{P*sezl'.; P*鈩匡[Uz)8;ノ=5, 6, 1, 2,3]}

（1）ここで考えられる種々な場合というのは,r2および魂の領域が，それぞれの商

品の生産における各商品集約度の相異により，種々の型をとることが判っており。

（(12)および(14)，参照)｡これらのことを，各国につ､､て考えると，種々な組合せが

みられる。しかしながら，兎および現における解折的性格の相異から種々の型がで

てくるのではあるが，ここでは，それらのものの内から，位相的にみて，同形のもの
は一つにまとめて考えることにする。
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{P*se"; P*"E[UT)s; j=1,2,3,4,5,6]}

{P*s匡乃γ;P*γE[UT)s; j=1,2,3,4,5]}

（17)より判ることは，すべての組合せ

{P*se rl'. ;P*γ匡乃s}

は，

(18) j=ノ=2, 4, 6

の場合を除いては，すべて可能である，ということである。このことを，私た

ちは，ここではっきりと確かめておくことにする。

そこで最後に，上に示したすべての組合せについて, cirCle上の1ninimllIn-

Tninor-arcによって構成されるchainの性格について検討することにする。

そのために，まづ私たちは，

{P *s匡珂;P*炉巨乃s)

における，すべての有効なjとノの組合せについて，次の4種類に分類する。

イ. j=j , j=1, 3, 5

口. j="1, j=1, 2, 3, 4, 5, 6

ハ．ノ=j=t2, j=1, 2, 3, 4, 5, 6

二．ノ==j±3, #=1, 2, 3, 4, 5, 6

これらの4種のものについて，以下，それぞれに検討する。

イ．ノ==jのcase

この場合には，有効なchainは，

凶十3．4蝿・a蝿・剖鴻・』鰐・』鯛・“+3］
(19)

凶十3.4鯛・""･ ""･ ""･ 4"･ "I+3]

このchainはまた，それぞれのlinkにおける価格状態に対応して，各国が特

化する生産部門を表示するように書き改らためることもできる。

[(え)(露)(ず)(霊)(品)(：;)(W)］
(19*）

’
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[(晩)(;:)(7)(;:)(品)(:;)(ｻ)］
ここで,", 6およびcは，それぞれに任意の生産部門を示している。但し，

("bc)は, (123), (231)および(312)の何れかを示すものとする。

これは，次のことを意味している｡ (19)または(19*)によって示される

chain上の各々のli nkは, (19)における結合領域のそれぞれによって示され

る相対価格の組が与えられた場合，それに対応する（19*）上の1inkにおける

生産部門が，それぞれの国における特化部門となることを示している。

更にまた，（19*）の各々のlinkをすべて統合して考えると，このchain上

のどこかで実現される，どれかの相対価格の組をとることによって，どの国も，

どの生産にも特化できる可能性を持っている。すなわち，

[:i: : :]（20）

である。

ロ. j=j±1のCaSeo

この場合には,jが奇数の場合と，偶数の場合とに分けて扱かうことが望ま

しいように考えられる。

まずjが奇数である場合について考える。この場合には，有効なchainは，

[AI+3．4"･"鰯・』鋪], for j=j+1
（21）

［』;+3．』蝿・』鯛・""], forノ=j- 1

であり，これはまた，次のように書き改らためうる。

[(え)(;:)(γ)(;:)]，

[(え)(露)(ず)(霊)]，

forノ=j+ 1

(21*）

forノ=j- 1

従って，この場合には，各国にとっての，特化可能な生産部門は, chainの全

体を通してみれば，

ｊ
Ｃ

Ｃ

６

ａ
α

●
。
◆
●

γ
Ｓ

／
Ｊ
１
、 for /=i+1
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(22）

(: : : : ･), for j='-'
だから，この場合には，γ国は2個の特化可能部門しか持たないのに対しpS

国はどの生産部門に対しても，特化の可能性を持っている。ここで，γ国にお

ける生産不能商品は,S国には含まれるが，γ国には含まれないものである。

次に,jが偶数である場合について考える。この場合には有効なchainは，

［4+2．4鯛・"" . ""], forノ=j+ 1
（23）

["I+4．"" ･ 4#: ･忽鰐], for /=j-1

これはまた，次のように書き改らためられることになる。

[(窪)(え)(;:)(γ)]，

[(::) (") (%) (W)],

for j=j+1

(23*）

forノ==j－1

従って，この場合には，各国にとっての，特化可能な生産部門は, chainの全

体を通してみれば，

１
１

十
｜｜

●
〃
処
四

Ｇ
句
“
ロ

一一
一一

。〃面。”》
◆曇禰″ジ
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ａ
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、

(24）

だから，この場合には，γ国は，どの生産部門に対しても，特化の可能性を持

っているのに対して,S国は,2つの生産部門に対してのみ特化の可能性を持

つだけである。

ハ. j=j±2のcase。

この場合においても,jについて，奇数である場合と，偶数である場合とに

分けて扱かうことが望ましい。

そこでまず,jが奇数である場合から考える。この場合には，有効なchai n

は，
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［AI+3．4鯛・4"], for j=j+2
（25）

[4I+3･ 4鯛・""], for j=j－2

であり，これはまた，各linkにおける特化状態を表示する目的のために，

[(A)(差)(ず)]，

[(虎)(霊)(ず)]，

forノ=j+2

(25*）

forノ=j-2

のように書き改らためられる。また，この場合には，各国にとっての特化可能

な生産部門は, chain全体を通してみれば，

(: : ｡ 6 :), for j='+'
（26）

(: : " : c), for j=#-'
となる。すなわち，何れの国にとっても，それぞれ，2種の商品の生産にしか

特化できない。しかも，共通に生産しうるのは，唯一個だけである。他の一個

は，それぞれの国において，異るものを生産しなければならない。これは，再

生産条件の要請である。

jが偶数である場合には，有効なchainは，

[4I+2], forノ=j+2
（27）

[4i+4], forノ=j-2

これはまた，

[(;:)], for j = ' + '
（27*）

[(;:)], for j='-'
とも表示されうる。この場合，各国にとっての特化可能な生産部門は，

(" 6 c), fo"ﾉ=j+2
（28）
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(窪α6:), '･rﾉ='- 2
であり，各国共に，それぞれ，2種ずつの商品の生産に特化することが可能で

ある。

二．ノ=j±3のcase。

この場合においても,jについての奇数と偶数との区別は望ましい。

そこでまづ,jが奇数の場合について考える。この場合には，有効なchain

は，

（29） ［4；+3］

であり，これはまた，

（29噸）［")］
のようにも表示することができる。そこで，各国にとっての，特化可能な生産

部門について考えると，この場合には，

（::"‘‘）（30）

であり，γ国は唯一種の生産部門にのみ特化可能であり,S国は残りの2種の

生産に特化することになる。この場合には，両国が共通して生産しうる商品は

何もない。

同様にして,jが偶数である場合には，有効なchainは，

（31） ［4:+3］

であり，更に，その内容については，

(31*) [(T)]
と表示しうる。この場合，各国が特化しうる生産部門は，γ国は2種,S国は

ただ1種だけとなる。

以上において検討してきたところを要約すると，次のようになる。

2国・3商品 modelにおいて，国際分業が，資本家によって，どのように

営なまれるかについて考える場合，各国における生産方法と実質賃金率が与え
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られれば,私たちは,（ｲ)国際的に成立する均衡価格状態に応ずる各国の特化の

仕方を明らかにすることができる｡(すなわち，各linkにより対応的に表わ

される価格状態と特化状態とによって可能である)｡ (D)与えられた諸条件の下

において，各国が特化しうる可能性をもつ生産部門を決定することができる。

この点について’もうすこし詳しく結果をまとめることにすれば，次の通りで

ある｡ (i)γ国の生産が,S国の封鎖経済の下での均衡価格の下で遂行される

場合,γ国での平均利潤率以上の利潤率をとりうる生産部門は，貿易が開始さ

れた場合，輸出部門となりうる｡(ii)両国において(i)の条件をみたしていな

い共通の生産部門があるならば，それらは，何れの国にとっても輸出部門とな

りうる。
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